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平成２９年第１回那須塩原市議会定例会 

 

議 事 日 程 （第５号） 

 

                            平成２９年３月３日（金曜日）午前１０時開議 

 

日程第 １ 市政一般質問 

    ８ 番 大野恭男議員 

      １．高齢者福祉・地域福祉事業について 

      ２．保育事業について 

      ３．公共施設におけるバリアフリー化について 

    １１番 髙久好一議員 

      １．国民健康保険について 

      ２．介護保険について 

      ３．重度心身障がい者の医療費の現物給付について 

      ４．保育所待機児童対策と保育料の軽減について 

    ４ 番 齊藤誠之議員 

      １．健全且つ持続可能な財政運営について 

      ２．キャリア教育について 

    ２３番 平山啓子議員 

      １．防災・減災について 

      ２．地域力の向上について 

      ３．市民のかけがえのない生命を守るために 

      ４．熱中症対策について 
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開議 午前１０時００分 

 

◎開議の宣告 

○議長（中村芳隆議員） おはようございます。 

  散会前に引き続き、本日の会議を開きます。 

  ただいまの出席議員は24名であります。 

  18番、金子哲也議員、19番、若松東征議員より

遅刻する旨の届け出があります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎議事日程の報告 

○議長（中村芳隆議員） 本日の議事日程は、お手

元に配付のとおりであります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎市政一般質問 

○議長（中村芳隆議員） 日程第１、市政一般質問

を行います。 

  質問通告者に対し順次発言を許します。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 大 野 恭 男 議員 

○議長（中村芳隆議員） 初めに、８番、大野恭男

議員。 

○８番（大野恭男議員） 皆様おはようございます。 

  議席番号８番、大野恭男です。通告書に従い、

一般質問を行います。 

  １、高齢者福祉・地域福祉事業について。 

  高齢者福祉事業は、市の重要な施策と思われま

す。ひとり暮らし高齢者の増加など、高齢者を取

り巻く環境は厳しさを増してきております。 

  「第６期那須塩原市高齢者福祉計画」において

は29年度が最終年度となり、また「第３期那須塩

原市地域福祉計画」が策定され、29年度より進め

られていくことから、以下の点についてお伺いし

ます。 

  ⑴「第６期那須塩原市高齢者福祉計画」の中で、

介護保険施設等の基盤整備について入所待機者の

状況や地域の状況を踏まえて、必要とされるサー

ビス供給が可能となるような整備を念頭に置いて

進められていると思いますが、進捗状況と今後の

計画、また課題があれば伺います。 

  ⑵平成29年４月より「介護予防・日常生活支援

総合事業」が始まります。この事業に該当する利

用者数と参入予定事業者数を伺います。 

  ⑶介護支援ボランティアポイント事業の実績と

効果、今後継続していく上での課題があれば伺い

ます。 

  ⑷地域福祉を推進していくに当たり、「行政」

は「市民や関係団体」、「社会福祉協議会」とど

のようにかかわっていくのか、課題はあるのか伺

います。 

  以上、１回目の質問とさせていただきます。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） それでは、１の高

齢者福祉・地域福祉事業について順次お答えを申

し上げます。 

  初めに、⑴の第６期那須塩原市高齢者福祉計画

の中で、介護保険施設等の基盤整備に係る進捗状

況、今後の計画、課題についてお答えをいたしま

す。 

  平成27年度から29年度までの第６期高齢者福祉

計画の期間中における施設整備の計画立案につき

ましては、特別養護老人ホームの入所待機者数、

待機者の居住住所、待機者の要介護度に加え、介
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護保険施設及び事業所の数、さらには法人の意向

等を把握した上で、整備すべき施設の種類及びベ

ッド数等を検討し、合計８カ所の整備を計画した

ところであります。 

  その進捗状況ですが、整備法人が既に決定した

のは、介護老人保健施設100床１カ所、認知症高

齢者グループホーム18床１カ所、有料老人ホーム

50床１カ所の新築のほか、ショートステイから広

域型特別養護老人ホームへの転換４床１カ所の合

わせて４カ所であります。 

  一方、いまだ整備法人が決定していないのは、

広域型特別養護老人ホーム50床１カ所、地域密着

型特別養護老人ホーム29床１カ所、認知症高齢者

グループホーム18床１カ所、そして認知症高齢者

グループホーム９床と小規模多機能型居宅介護の

併設１カ所の合わせて合計４カ所でありますが、

２月末日を応募期限として今年度最後の公募を実

施したところ、未決定４カ所のうち広域型特別養

護老人ホーム及び認知症高齢者グループホームの

応募がありましたので、３月中の審査を予定して

いるというような状況でございます。 

  次に、今後の計画及び課題についてですが、整

備事業者の決定に至らなかった施設につきまして

は、平成29年度が整備計画の最終年度であります

ので、県と調整を図り、引き続き公募等を行う予

定であります。 

  なお、計画どおりに基盤整備が進まなかった理

由としては、応募そのものがないこと、また応募

があっても選定条件に達していなかったというよ

うなことなどが挙げられます。 

  これまで、市では応募事業者が検討期間を十分

に確保できるよう、公告から提出期限までの期間

の延長、そして建設区域の条件緩和等を行ってま

いりましたが、それでも応募がない要因といたし

ましては、全国的な問題として、建築費の高騰、

施設満床までの資金の確保、介護従事者の確保等

が考えられます。 

  来年度策定する第７期高齢者福祉計画で、平成

30年度以降の施設整備の計画を立案することにな

りますが、これらの問題がある中、どのように今

後施設を整備していくのかということが大きな課

題であると考えております。 

  次に、⑵の介護予防・日常生活支援総合事業に

該当する利用者数と、参入予定事業者数について

お答えいたします。 

  まず利用者数ですが、平成28年11月分のサービ

ス利用状況では、訪問介護が220人、通所介護が

618人というふうになっております。 

  なお、介護予防・日常生活支援総合事業の開始

によって、現在、訪問介護や通所介護サービスを

利用している要支援認定者は、更新申請時から順

次、全国一律のサービスから市町村が基準や単価

等を定めるサービスへ移行していきますので、更

新申請時には状態の変化により要介護認定となる

方もおり、現在の利用者全員が移行後のサービス

に該当するということには限りませんので、あく

までも先ほど述べた数字というものは参考値にな

ります。 

  次に、参入予定事業者数ですが、１月に訪問事

業所及び通所事業所を対象に実施した意向調査に

おいて、参入意向の回答があった事業者は、訪問

サービスでは現行相当サービス13カ所、緩和型サ

ービス13カ所、また通所型サービスでは、現行相

当サービスが31カ所、緩和型サービスが19カ所と

なっております。 

  次に、⑶の介護支援ボランティアポイント事業

の実績と効果、今後継続していく上での課題につ

いてお答えをいたします。 

  平成27年度に創設した本事業は、介護予防の推

進を目的に高齢者のボランティア活動を通した社
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会参加を奨励するもので、介護サービス施設や事

業所等でのおおむね１時間のボランティア活動に

対しスタンプ１個を押印し、１月から12月までの

スタンプ数において上限50ポイントを付与し、商

品券と交換できるというものであります。 

  まず、実績についてですが、平成29年１月末現

在、登録しているボランティアは88人、受け入れ

可能な施設は77カ所であり、申請によるポイント

を獲得したボランティアは41人となっております。 

  次に、事業の効果についてですが、本事業は活

動する高齢者の介護予防を期待しておりますが、

１年が終了したばかりの現時点でこの事業を評価

するということは、まだ困難であるというふうに

考えております。 

  最後に、今後継続していく上での課題ですが、

対象活動の拡大等により、活動登録者の増加を図

るということであると考えております。 

  最後に、⑷の地域福祉を推進していくに当たり、

行政は市民や関係団体、社会福祉協議会とどのよ

うにかかわっていくのか、課題はあるのかについ

てお答えを申し上げます。 

  地域福祉の推進は、行政だけで進めることがで

きるものではなく、地域活動の主役であります市

民や関係団体、そして社会福祉協議会などが、そ

れぞれの役割を分担しつつ、特性や能力に合わせ

た取り組みを連携・協力しながら行っていくこと

が重要であると考えております。 

  また、誰もが住みなれた地域で安心して暮らせ

る地域づくりを推進するために、地域福祉活動を

支えるボランティアや市民活動を担う人材の育成、

確保といったことを図ることが課題というふうに

考えております。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員。 

○８番（大野恭男議員） 丁寧な答弁ありがとうご

ざいました。 

  それでは、⑴番より再質問させていただきます。 

  施設整備の計画については、特別養護老人ホー

ムの入所の待機者数とか待機者の住んでいる場所、

あとはその方の要介護度とか介護保険施設事業者

の数、法人の意向とか把握して、整備すべき施設

の種類などを検討されているということで、８カ

所の整備を６期計画中に計画しているということ

で理解しました。 

  進捗状況としては、老健が100床１カ所、あと

は認知症のグループホームが18床のところ１カ所、

有料老人ホーム50床が１カ所などですね、まあ４

カ所。 

  ホームページにも今後の状況とかアップされて

ますけれども、今の答弁の中に広域型と認知症グ

ループホームのほうは大体目鼻がついたというこ

とで残りまあ２カ所、地域密着型の特別養護老人

ホーム29床のところ１カ所と、小規模多機能型の

グループホームワインと併設のところ１カ所、計

２件がまだ残っているということで理解しました。 

  そこでお伺いしたいのですが、整備が進まない

理由の中で建設費の高騰とか、あとその辺が挙げ

られてますけれども、市独自の建設費の補助を行

っていくという考えはないか、お伺いしたいと思

います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） 市独自の補助金と

いうことができないかというようなご質問かと思

います。 

  現在行っている、こういった現在の基盤整備に

係る補助といいますのは、国・県による補助制度

というものがございますけれども、現在のところ

は市の上乗せ補助というか、市の補助というもの

は現在ない状態であります。 
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  単独で建設費の補助というような考えだと思う

んですけれども、これにつきましては、これまで

の市の実績を見ますと、平成18年度以降というも

のは、市単独の補助金というものは、支出をして

いないというような状況でございます。 

  支出していた当時といいますのは、介護保険サ

ービスの受け皿の確保というものが非常に急務で

あったというようなことが、多分背景にあったか

と思います。 

  その後の状況についてもちょっと調べてみたん

ですが、平成20年度の当時リーマンショック等だ

と思うんですけれども、大幅な景気後退時におい

ても、また平成23年の東日本大震災の災害に伴う

時のやはり人材不足とか、その資材高騰とかとい

うのが起きた状況があったかと思うんですが、そ

ういったときにもやはり、市の単独補助というも

のは行っておりませんでした。 

  そういうこともありますけれども、また私ども

の考えとしましては、現在の第６期高齢者福祉計

画で計画した施設整備については、多少やはり８

カ所を計画して若干おくれてはいるというような

状況にはございますけれども、計画した８施設の

うちには第１回目の答弁でも申し上げましたが、

４カ所がもう既に決まって、残り２カ所について

も応募があったということで審査中であることか

ら、おくれてはいるものの状況的には進んではい

るのかなというようなふうな捉え方をしておりま

す。 

  あともう一つ、行わないというような理由とし

ましては、既に決定した施設への補助ということ

を考えますと、そういったところとの均衡を考え

たところ、やはり第６期期間中に新たに市の補助

を充てるというふうなことは、ちょっと問題があ

るのではないかなというような考え方があります

ので、６期期間中のものについては、市の単独補

助というものを予定する考えというものは持って

おりません。 

  なお、今後平成30年度から33年度までの第７期

の高齢者福祉計画の策定に当たりましては、この

ような状況が続くというようなことがあれば、や

はり建設費に対する市の補助に関しては、大きな

課題であろうというふうに捉えておりますので、

そういったところで検討していくべき課題という

ふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員。 

○８番（大野恭男議員） 理解はしました。 

  平成18年以降は、そういった補助というのは出

していないということで、今答弁の中にもありま

したように、まあ７期計画の中でちょっと考えて

いっていただければなというふうには思います。 

  答弁の中にも施設満床までの資金確保が難しい

とか、そういう課題もあります。開設準備金とか

いろいろ出していただいているのはわかるんです

が、介護保険というのは、例えば４月の実績は６

月末にしかお金が入ってこないんですよね。４月

１日にオープンするとすれば、その前から職員を

雇ってとかいろいろあります。まあそういったと

ころもやっぱり、なかなかその施設をやろうとい

うところが出てこない要因の１つなのかなという

ふうには思いますので、７期計画の中でぜひ考え

ていただければなというふうに思います。 

  次に、小規模多機能型居宅介護においては、利

用者の平均要介護度が３以上にならないと経営が

単独では難しいというふうに思っています。現在

の状況は恐らく、利用者の平均要介護度が１から

２、１点幾つとか、そういう状況だと思うんです

ね。介護１と介護３の単位数の差というのは、１

万1,742単位あります。 

  定員が25名だとしますと29万3,550単位、つま
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り介護報酬は293万5,500円違ってくるんですね、

１カ月で。その辺が、国が恐らくそういうふうに

想定してやったものだから仕方ないとは思うんで

すけれども、この状況を市はどのように捉えてい

るのかお伺いしたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） 小規模多機能型居

宅介護施設における利用状況から、市がこの利用

状況ということをどのように捉えているかという

ようなご質問かと思います。 

  議員はご存じかと思うんですけれども、現在本

市には小規模多機能型の居宅介護事業所というも

のが12カ所あります。 

  私どものほうでも、平成28年10月から平成29年

１月までの期間に行った、各それぞれの小規模多

機能型事業所の状況というか、登録者数とか、ど

れくらいの要介護度の方が利用されているのかと

か、そういったところ。あと経営状況等も含めて

調査を行ったところによりますと、事業所ごとの

平均の要介護度というのは、要介護１から要介護

３であって全事業所の平均というのが要介護２と

いうような状況になっております。 

  また、介護事業者の運営状況につきましては、

平成27年４月の介護報酬の改定があったことはご

存じかと思いますが、その改定以降、運営推進会

議の場や、あとは代表者や管理者、あとの協議の

場において、運営状況についてはいろいろ確認を

行ってきたというようなところでありまして、そ

ういった中で確認をしたところでは、小規模多機

能型の居宅介護事業所の収支については、これら

の調査によれば、12事業者のうち実に67％の事業

者が、黒字というような状況の報告を受けており

ます。 

  ですから、必ずしも利用者の要介護度というか、

そういったものが経営状況に影響するというよう

な傾向は、極端には見られないというふうには考

えておりますし、聞いたところによりますと、多

分利用者の要介護度が経営状況に影響するという

傾向はないというようなところから、やはりその

あたりだけではなく、ほかの要因もあるのではな

いかなというふうに考えておりますので、さらに

は詳しく、そういったところを分析するためには、

今後詳細な調査とか、あとは各事業所に詳細な、

何ていうんですかね、分析評価というものを行っ

ていただくというようなことが必要になってくる

のかなというふうに思います。 

  また、現場の管理者からの声を伺ったところで

は、利用者の要介護度が低いということよりも、

まず利用者の確保というか、そういったところに

不安があるというような声を多く伺っているとい

うことであります。 

  またあとは、要介護度が高くなった場合という

ご質問がありましたけれども、要介護度が３とか

４の場合というのは、傾向として急激な体調悪化

とか入院等によって利用中止のリスクとか、あと

は介護職員の負担というものもかかってきて、一

概に要介護度が高い利用者を多く確保したほうが

経営的に安定するというか、そういったところの

認識というものは一概にはないというふうに考え

ているところでございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員。 

○８番（大野恭男議員） 了解いたしました。 

  小規模多機能型居宅介護については、最近の整

備を見てみるとグループホームはユニットをつけ

たりといった形で非常にいいことだと思っており

ます。 

  単独よりはグループホームをつくるとかという

形で、今後やっぱり進めていくべきだというふう
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に思っております。 

  小規模多機能型居宅介護サービスは、平成18年

から始まった事業でありまして、24時間365日在

宅サービスを支えていくサービスだというふうに

思います。同じ介護スタッフが、訪問、通い、泊

まりを支えてくれるという制度で、利用者さんも

同じスタッフで安心できるというふうに思ってお

ります。 

  先ほども利用状況の件でありましたけれども、

那須塩原市の利用状況を見ますと、どうしても定

員に空きがあるというか、そういった施設が結構

あるんですよね。ホームページなどを見ると12月

１日現在でしたけれども、定員ぴったりに、こう

何ていうんですか、利用者さんがいるというとこ

ろは１カ所だけなんですね。 

  今後も企業努力というのはもちろん大切だと思

います。ただやっぱり行政のバックアップも、部

長言われるように必要かと思いますので、検討し

ていただきたいというふうに思っております。 

  次に、施設の整備はとても重要だというふうに

認識はしております。ただ反面、介護職員、看護

職員不足でこれを解消しなければ、難しいと思い

ます。 

  例えば、新規に施設整備を行っていくと、今ま

である施設に勤務していた人材が、例えば異動し

ちゃう。大げさに言うと既存の施設の定員が、例

えば50人だとして、介護スタッフ、看護スタッフ

が例えば離職して違うところに移ってしまうとい

った場合に、例えば定員40人で今度サービスを行

っていかなくちゃなんないという状況になっちゃ

うんですね。そうすると結果的には、定員がマイ

ナス10という形になります。トータル的にはベッ

ド数が減少しちゃうということなんですけれども、

都心部では本当にこういう現象は起こっています。 

  オープンしたけれども、介護スタッフが集まら

なくて、例えば100床のベッド用意したんだけど

50でオープンしているとか、そういったところが

たくさんあります。 

  ですから、この施設整備、とても大切なんです

けれども、長く計画に向けて計画の見直しという

のも必要になってくるんじゃないかなというふう

に思うんですが、その辺の見解を伺います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） 施設整備だけでは

なく、第７期計画の中では人員の確保といった、

そういった職員不足というか、そういったところ

への対応というか、そういうことについてのご質

問かと思います。 

  確かに、今のお話だと１月に新聞報道された記

事で、独立行政法人福祉医療機構による特別養護

老人ホーム全国3,365カ所を対象に実施したアン

ケートでは、職員が不足しているといった回答が

46.9％があったということがありまして、そのう

ち入所者の受け入れ制限というものを実施してい

るといったところが5.5％といったような回答が

あります。単純な計算ですけれども、全国的には

これで言うと約43カ所で受け入れの規制を行って

いるというような状況にあるのかなというふうに

推測するところではございます。 

  一方、本市の特別養護老人ホームでは、介護職

員または看護職員の不足による受け入れ制限を実

施しているところがあるかというようなところに

つきましては、現在のところはないというふうに

把握をしております。また、現時点で受け入れ制

限のおそれがあるといった、そういった相談とい

うものも、現時点では受けていないというところ

で、安心してはいけないとは思うんですけれども、

今のところまだこういう問題はないというふうに

捉えております。 
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  したがいまして、第６期高齢者福祉計画の施設

整備については、計画というものは見直しという

ものは考えはございませんが、議員ご指摘のよう

に、第７期計画においては、やはり今後こういっ

たことも踏まえまして、ニーズ調査の活用とか、

事業者の意向の確認等によって現状を十分に把握、

分析、そして反映した策定というものに努めてま

いりたいというふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員。 

○８番（大野恭男議員） わかりました。 

  例えばですね、地域密着型特養29床であれば介

護職員の基準というのは３対１ですから、例えば

10人で基準上は通っちゃいます。ただ、実際は介

護職員30名ぐらい必要なんですよね。そういった

ことを考えると、やっぱり介護職員に負担のかか

らないような職員配置というのは、非常に大切に

なってくるというふうに思っておりますので、今

後、介護職員をいかに育てていくかとか、いかに

なってもらえるような施策をしていくかとか、そ

ういったことをお願いしたいというふうに思いま

す。 

  看護職員に関しても、やはり確保が非常に困難

になっております。先日、黒磯准看護学院が2018

年３月に閉校するというふうに報道がありました。

医師会では恐らく存続させたいというふうに思っ

ているかと思うんですけれども、市の見解がもし

あれば伺いたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） 黒磯准看護学院の

閉鎖ということで、それに伴う市の考え方という

ようなところだと思います。 

  黒磯准看護学院につきましては、新聞報道のと

おりで、私どものほうでも直接市長のほうへ閉鎖

する旨の説明というものは受けております。 

  理由としましては、この閉鎖の入学者数の減少

に加えて、教員の確保が困難な状況であることか

ら、閉校を決定したというふうに聞いております。 

  准看護師に限って申し上げますと、県内の准看

護師数というものは、新聞報道等でもご存じかと

思いますが横ばいの状況であり、准看護師養成所

への入学者数も減少しているというようなことか

ら、減少の要因とか社会情勢などを踏まえた上で、

こういったことは、今後存続とかについては考え

るべきではないかなというふうに考えております。 

  また、今回議員ご指摘の看護師の確保が困難と

いうふうなお話、それにつきましては、市としま

してはやはり、准看護師が減ってしまうというこ

とについては、非常に憂慮すべき問題だというふ

うには捉えております。といいますのは、地域医

療とか介護の現場における看護師の必要性という

のは十分認識をしております。 

  特に、介護の現場においては、准看護師を含め

た看護職の確保というのが困難な状況が続いてい

るということもお聞きしておりまして、また将来

的にも私どもは、地域、市が進めているというか、

これは全国的に進めている、地域が進める課題だ

と思うんですけれども、地域包括ケアシステムの

構築というものにおいて必要とされる医療とか、

在宅で医療とか、介護というものが、在宅におい

て必要だというようなことから、こういった訪問

介護とか、訪問看護というようなところを担う重

要な人材ということから、この看護職というもの

は必要な職種であるというようなことで、非常に

こういったところが看護師等が減っていっている、

准看護師等も減ってしまうという状況については、

大変大きな問題であるというふうには捉えており

ます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員。 
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○８番（大野恭男議員） 了解いたしました。 

  それでは先に進めていきたいと思います。 

  ⑵の再質問をさせていただきます。 

  いよいよ４月からこの事業は始まります。利用

者数、参入予定事業者数については理解いたしま

した。参入しようとする業者は、指定申請を行う

と思いますが、現在どのくらいの事業者が指定申

請を行ったかお伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） 新たな事業に参入

する事業者の申請状況についてお答えを申し上げ

ます。 

  まず現行相当サービスにつきましては、平成26

年度末までに指定を受けている事業者につきまし

ては、平成29年度末までみなし指定という指定で

サービスの提供が可能となっており、訪問が18カ

所、通所が45カ所あります。 

  また、平成27年度以降に指定を受けた事業所と

いうものは、改めて指定を受ける必要がありまし

て、２月末現在では訪問６事業所中１カ所、通所

６事業所中２カ所というような状況になっており

ます。 

  一方、緩和型サービスにつきましては、２月末

現在、訪問が４カ所、通所が８カ所であり、まだ

まだ少ない状況でございます。しかし４月からサ

ービス提供開始するための指定申請の受付期間と

いうものは３月15日でありますので、これについ

ては２月23日付で緩和型サービスへの参入意向が

あった事業所の代表宛に指定申請手続きについて

文書にて勧奨を行ったところでございます。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員。 

○８番（大野恭男議員） わかりました。 

  緩和型に関しては、訪問が４カ所の通所が８カ

所ということで、やっぱり少ないですよね。指定

申請事業者の一覧表というのはまだ難しいですよ

ね、多分これつくるのは恐らく。４月１日からの

ご利用する方が、少しずつ出てくるかとは思うん

ですけれども、地域包括支援センターの職員が恐

らくサービスを案内して振っていくかと思うんで、

やっぱり一覧表みたいなものが早くできればなと

いうふうには思っております。 

  この何ていうんですかね、サービスは地域によ

ってサービス提供事業者数がばらつきが出てしま

うというおそれがありますので、その辺がやっぱ

りとても心配なんですね。その辺も気をつけて見

ていただければなというふうに思います。 

  現在は、現行相当のサービスと緩和型サービス

を行っていくかとは思うんですけれども、サービ

スには訪問型サービスにおいてはＡという緩和し

た基準によるサービスと、Ｂという住民主体によ

る支援、Ｃという短期予防集中予防サービス、Ｄ

という移動支援というふうにありまして、同じく

通所サービスもＡ、Ｂ、Ｃというふうにありまし

て、将来的に那須塩原市はどこを目指して事業に

取り組んでいくのかお伺いしたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） それぞれのサービ

ス、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄとありまして、那須塩原市は

どこを目指してというか、最終的には事業に取り

組んでいくのかというようなご質問かと思います

ので、それについてお答えをいたします。 

  国が示したサービスメニューとしましては、住

民主体によりサービス、短期集中予防サービスと、

多様なサービスがありますが、本市は高齢者及び

事業者の混乱を生じさせないことに配慮して、平

成29年４月からは、まず現行相当サービスのほか

は指定事業者による緩和型サービスからスタート

することにいたしました。 
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  今後につきましては、まだ未定なところがあり

ますけれども、まず先行自治体のよい事例という

ものを研究するとともに、地域包括ケアシステム

の構築のために設置した各種会議の場などで、市

民や事業者、医療介護の専門職等の皆様とともに、

やはりまずは本市の実態の共有、そして問題、課

題の洗い出しといったものを行って、必要なサー

ビスというものの検討をまず行い、新たなサービ

スを創設していきたいというふうに考えておるこ

とから、まずはそういった会議の場で検討を始め

て、将来でき得るであれば、Ｂ、Ｃということも

視野に入れて検討を重ねてまいりたいということ

で、現時点では明快にどこまでというようなとこ

ろまで、ちょっとお答えすることができないとい

うところでございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員。 

○８番（大野恭男議員） 現時点でということで、

理解しました。 

  次に、現在でも他市町村に住所がある方がサー

ビス利用している方、介護保険サービスを利用し

ている方がいらっしゃいます。この新しいサービ

スになったときに、他市町村に住所がある方に対

してはどのように対応していくのか、お伺いした

いと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） サービスを利用し

ている方で他市町村に住所がある方への対応とい

うことだと思いますが、確かにそういった問題と

いうものが当然多くの住民の方が懸念されるとこ

ろかと思います。また、事業者においても同じだ

と思います。 

  総合事業は、これまでは給付事業として全国一

律に提供してきたサービスが、今回は市町村の事

業へと一部移行するわけでありまして、したがい

まして事業の対象者は市町村の住民というふうに

なるため、原則他市町村に住所がある方といいま

すのは、本市に所在する事業所を利用できないと

いうようなことになってしまうという状況にござ

います。 

  しかし、大田原市と那須町との申し合わせで、

本市においては現行相当サービスに限り、現在、

訪問または通所サービスを利用している方につい

ては、原則３市町間での利用というものを可能と

したいというふうに考えているところでございま

す。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員。 

○８番（大野恭男議員） 了解しました。 

  大田原市、那須町さんと相談しながらというこ

とで、現行相当のサービスですね。了解しました。 

  この事業、市町村によって格差が生じてしまう

おそれがある事業です。金額設定とかいろいろあ

ります。市民の方に不利益が生じないようにしっ

かりと行っていただきたいというふうに思うんで

すが、もう一度見解を伺います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） 今回の制度改正に

よって、市民の方に不利益が生じない、あわせて

事業所さんが健全にこういった事業を支援してい

くようなことについても、やはり本市としまして

は、この制度自体が市町村のやる気度というか、

そういったものがだんだん問われているというよ

うなことは認識をしておりますので、こういった

ことについては、やはり丁寧に利用者の方の意見

を聞くこと、そして事業者の意向、そしてこの制

度全体に対して市民を巻き込んで今後どうあるべ

きかというようなことも含めまして、十分な検討

というものを加えて、しっかりとした事業に取り
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組んでいきたいというふうに思っております。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員。 

○８番（大野恭男議員） 那須塩原市の本気度に期

待したいと思います。 

  それでは、次に進みます。 

  ⑶の再質問をさせていただきます。 

  介護支援ボランティアポイント事業の実績等に

つきましては理解しました。この事業は、ご答弁

にもありましたように、介護予防の推進、いかに

要介護状態にならないように予防していくかが目

的であって、受け入れ施設等でも非常に助かって

いるかというふうには思っております。 

  そこで１点だけお伺いしたいんですが、今後継

続していく上で、対象活動の拡大を図っていくと

いうことでしたが、具体的にどのようなことを考

えているのかお伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） 今後継続していく

上で、対象活動の拡大を図っていくということに

ついての具体的な内容についてお答えを申し上げ

ます。 

  この対象活動の拡大についてですが、現時点で

は介護予防サポーターの活動を追加したいという

ふうに考えております。この介護予防サポーター

といいますのは、本市で28年度から行っている一

般介護予防事業における地域づくり型介護予防事

業として、地域住民が主体的に取り組む「いきい

き百歳体操」の活動、これを市や地域包括センタ

ー、そして栃木リハビリ３士会とともに支援する

そのボランティアでありまして、市が開催する養

成講座を修了した方々でございます。 

  その活動といいますのは、高齢者の介護支援に

資するボランティア活動であり、ボランティア本

人にとっては社会参加活動でありますので、介護

支援ボランティアポイント事業の目的にも合致し

て、対象活動としてふさわしいものというふうに

考えております。ですから、こういったことを具

体的に進めていきたいというふうに考えておりま

す。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員。 

○８番（大野恭男議員） 了解いたしました。 

  いきいき百歳体操、今行われていまして、でき

るだけ多くのところでそういったものを開催でき

るようになればというふうに思っておりますので、

ご支援のほどよろしくお願いします。 

  それでは、続きまして⑷の再質問に入らせてい

ただきます。 

  地域福祉の推進は行政だけで進めることはでき

るものではなく、地域活動の主役である市民や関

係団体や社会福祉協議会、それぞれの役割を分担

して特性や能力に合わせた取り組みを連携、協力

しながら行っていくことが重要であるということ

は理解いたしました。 

  この中で伺っていきますが、市は社会福祉協議

会に対して地域福祉を推進していくために、どの

ようなことを期待しているのかお伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） 市は、社会福祉協

議会に対して地域福祉を推進していくためにどの

ようなことを期待するのかというようなことにつ

いてですが、実際には今回この議会にも第３次地

域福祉計画、そして地域福祉活動計画といったも

のを上程させていただいておりまして、この中で

従来は行政がつくる地域福祉計画、これと社会福

祉協議会がつくる民間としての地域福祉活動計画、

こういったものは別々に計画をつくって、それぞ

れが協力しながら進めてきたというようなことで

あったかと思います。 
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  今回あえて、地域福祉計画と地域福祉活動計画

を一体的につくったということの背景には、地域

福祉というものを進めていくためには、やはり行

政だけではできない部分というものを、そこを一

番キーマンとなるものはやはり地域住民の立場、

地域で福祉活動する方、福祉事業を行う方、民間

レベルでボランティア等を行う方、そういった実

際の活動を全て掌握して活動計画の中で行ってい

こうとする社会福祉協議会の活動というものが非

常に重要であるということで、やはり両者は今後、

車の両輪のごとくともに連携をしながら、時には

一体的に取り組むというようなことが求められて

いると思いますので、私どもとしては、地域福祉

を進めていく上では、社会福祉協議会はかけがえ

のないというよりも、むしろ進めていくもう一人

の重要なパートナーというような考え方で位置づ

けをさせていただいております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員。 

○８番（大野恭男議員） 社会福祉協議会に対して

はパートナー、かけがえのない、両輪という形で

理解しました。 

  この質問、最後になりますけれども、社会福祉

協議会には新規に事業を行う場合、特に民間が引

き受けにくいことを率先してやっぱり行うように

していただきたいというふうに思ってるんですね。 

  例えば、今回質問にも上げましたように介護予

防・日常生活支援総合事業においてもしっかり活

躍していただきたいというふうに思っております。 

  以上で１の高齢者福祉・地域福祉事業について

の質問を終わります。 

  続きまして２、保育事業について。 

  保育園整備計画（後期計画）改訂版の中にもあ

るように「定員の弾力的運用」を図りながら待機

児童解消に向けて取り組まれていることかと思い

ますが、待機児童（入園待ち児童）が多いことか

ら以下の点について伺います。 

  ⑴待機児童（入園待ち児童数）の推移と今後の

待機児童解消に向けての取り組み、課題について

お伺いします。 

  ⑵保育士の人材確保が難しいと思いますが、ど

のように対応していくのかお伺いします。 

  以上、１回目の質問とさせていただきます。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  副市長。 

○副市長（片桐計幸） ２の保育事業について順次

お答えをいたします。 

  初めに、⑴の待機児童、入園待ち児童数の推移

と今後の待機児童解消に向けての取り組み、課題

についてお答えをいたします。 

  本市における国の基準に基づき算出した待機児

童数は、平成28年10月１日現在で72人となってお

ります。 

  一方、特定の保育園への入園を希望しているな

ど、国の基準ではカウントされない児童数も合わ

せて算出した入園待ち児童数は、同日現在で115

人となっております。 

  本市では、改訂前の那須塩原市保育園整備計

画・後期計画に基づく施策の推進により、平成28

年４月時点において、計画上の目標値を上回る

663人の保育定員増を達成したものの、待機児童

数、入園待ち児童数ともに大きな変化は見られず、

保護者の保育ニーズが年々高まっていること、ま

た地域的な保育ニーズに対応できていない状況に

あることなどが要因として考えられます。 

  このことから現在、改訂後の本計画に基づき、

特に西那須野地区を中心として施設整備を初めと

したさらなる保育定員の増に向けた施策を推進し

ておりますが、施策整備とあわせて保育士の確保、
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保育の質の向上、保護者の相談に応じた適切な保

育サービスの紹介等が引き続き課題であると考え

ております。 

  次に、⑵の保育士の人材確保についてお答えい

たします。 

  保育士の確保対策につきましては、保育士の資

格を有しながら就労していない保育士、いわゆる

潜在保育士の保育現場への復帰を支援する研修と

して、平成26年度から保育士就職支援講座を実施

しております。 

  なお、今年度につきましては、栃木県社会福祉

協議会の栃木保育士・保育所支援センターとの共

催により、潜在保育士の再就職支援講座を９月28

日に、就職フェアを11月24日に実施しており、よ

り多くの保育士が確保できるよう取り組んでいる

ところであります。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員。 

○８番（大野恭男議員） 副市長、答弁ありがとう

ございました。 

  それでは、再質問に入らせていただきます。 

  平成28年10月現在で、待機児童数が72名で入園

待ち児童数が115人ということで了解しました。

昨年の４月の時点では、待機児童数が36人で、入

園待ち児童数が114人でありましたので、同じ10

月時点ということではないので比較にはならない

かもしれませんけれども、やっぱり多いと思いま

す。 

  宇都宮市に次いで県内で２番目に待機児童が多

いと思っております。昨年９月にも同様の質問を

させていただいておりますけれども、余り変化が

ないという状況です。 

  計画上の目標値を上回る663人の保育定員増を

達成して、待機児童を減らそうと取り組まれてい

ることに対しては理解しております。 

  しかし、何かやはり手を打たなければ前に進ま

ないというふうに思うんですが、いかがでしょう

か。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 何か手を打たなけ

ればというご質問ですけれども、待機児童解消の

ためには、現在できることは施設の整備を順次進

めていくということと、あとは窓口にいらっしゃ

った保護者の方々のお話をよく聞いて、子育てコ

ンシェルジュとか、市の職員がおりますので、受

け入れ枠に余裕のある保育の施設を案内するなど、

ソフト面においての充実を図っていくしかないの

が現状と考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員。 

○８番（大野恭男議員） それは理解します。 

  窓口に来られた小さなお子さんを持つお父さん

お母さんたちに、丁寧に説明していただければと

いうふうには思います。 

  ゼロ歳から２歳児の保育園に預かっていただき

たいというニーズが非常に多いかと思うんですね。

待機児童数の年齢の内訳と、ゼロ歳から２歳児の

市内保育施設の定員はどのくらいなのか伺います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 待機児童のゼロ・

１・２歳の内訳というご質問かと思うんですが、

待機児童と、特定の施設を希望している入園待ち

という言い方をしている２種類がございます。 

  いわゆる待機児童という国の定義に基づく待機

児童につきましては、先ほどの10月１日現在の数

字で申し上げますと、ゼロ歳が49人、１歳が16人、

２歳が５人、入所の入園待ちという形の数字で申

し上げますと、ゼロ歳が71人、１歳が24人、２歳

が13人になってございます。 
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  それから、市内の保育の定員ということですが、

こちらは28年の４月１日現在の数字、本年度の数

字になります。ゼロ歳が230人、１・２歳、こち

らは一括してカウントすることになっておりまし

て、１・２歳については947人というのがいわゆ

る利用定員という数字でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員。 

○８番（大野恭男議員） 了解しました。 

  傾向を見ますとゼロ歳児の方が多いのかなとい

う感じを受け取りました。 

  この利用定員に関しては、保育のスペースの問

題とか保育士さんの数とかというのは、やっぱり

関係してきますんで、なかなかすぐ変えることは

できないかとは思うんですけれども、やっぱり変

えることはできないんですか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） それぞれの施設の

当然今、議員がおっしゃったように、面積とかい

ろんなその運営の基準というのがありますので、

各施設で利用定員をどれだけ設定できますかとい

う聞き取り等を行って利用定員を定めております

ので、ここを急にふやすとかというのは、なかな

か難しいのが現状でございます。 

  ただ、それぞれの施設で余裕があるときには若

干、いわゆる弾力的な受け入れをしていただいた

り、そういった形の調整はお願いしているところ

でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員。 

○８番（大野恭男議員） 了解しました。 

  弾力的に200名以上受け入れてるというのも、

十分理解しておりますので。 

  ただ、やっぱり今後特に西那須野地区を中心と

して保育のニーズが高まってきているかと思いま

す。西那須野地区に関してだけではありませんが、

予算の関係とかいろいろあるかと思いますけれど

も、希望としては前倒ししてでも早急に対応でき

ないかというふうに思うんですが、いかがでしょ

うか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 前倒しで施設の整

備ができないかというご質問でございますが、現

在、保育園整備計画を改定してできるだけ多くの

定員を受け入れられるようにということで進めて

おります。当然ハードの面、施設整備の面もござ

います。それに関しては、事業所等と丁寧に話を

しながら、協議を進めながらできるだけ早く進め

ていただくように調整を今現在も行っているとこ

ろです。 

  その現状が、これからの来年度以降200人の、

特に西那須野地区を中心とした定員の確保という

ところになりますので、現状では前倒しをして行

っている状況であるというお答えになってしまい

ます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員。 

○８番（大野恭男議員） 理解するところでありま

すけれども、前倒しをもっともっとというような、

本当にやっぱり困っている方がたくさんいらっし

ゃるんでね、ぜひ検討していただきたいというふ

うに思います。 

  施設整備のほかに課題として、保育の質の向上

というふうにありましたけれども、具体的にはど

のようなことが課題というふうに思われているの

かお伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 具体的な課題とい

うことでございますけれども、保育の質の向上に
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つきましては、国の保育指針等にも示されており

まして、常にそれには取り組まなければならない

課題であると考えております。 

  主として、保育士の資質の向上を図るためとい

うことでアクションプランを策定したり、それか

ら第三者の施設に対する評価を何ていうんですか

推進したり、そのほか市としても保育士の研修と

いうのを順次行っているところです。 

  実は今年度初めて行う事業としましては、就職

10年未満の保育士に関する研修というのをつい先

日開いております。保育士につきましては、やは

り10年未満で離職をしてしまうという傾向もある

ということで、その離職をできるだけ防止するた

めにということで10年未満の市内の保育士を集め

た研修というのを行ったところでございます。 

  参加者の声を聞きますと、やはり各いろいろ保

育のやり方について悩んでいたというのを、今回

の研修を受けることによってその悩みを共有した

り、解決につながったという声を聞いているとこ

ろで、やはり今いる保育士を離職させないように

するというのも保育士の質の向上の一つとして考

えられるものかと思っております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員。 

○８番（大野恭男議員） 部長の言われるように、

今いる方がいかにやめないでそこで働いていただ

けるかというのは、すごく大切なことだと思いま

すので、ぜひ進めていってもらいたいというふう

に思います。 

  ちょっと話は違うんですが、介護関係のほうで

は地域密着型サービスにおいては、空き状況とか

利用状況がホームページにアップされております。

保育園の申し込みをするに当たって、どこが空い

ているとかは利用される方はわからないわけです

よね。いろいろ検討もしていきたいという中で、

保育園の利用状況をぜひホームページでアップし

ていただけないかというふうに思うんですけれど

も、例えば、どこどこ園定員何人で今何人です、

何人待ってますとかね。そういったのがわかるよ

うな形でできないかお伺いしたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 利用定員の状況を、

空きですね、空きの状況をホームページでアップ

できないかという、こちら昨年の９月にやはり大

野議員のほうからご提案がございました。 

  私どものほうでも検討を重ねてきたところで、

すみません、すぐに対応できればよかったんです

けれども、検討していた中で、平成29年度、来年

度の中ではホームページにアップできるようにち

ょっと今準備を進めているところでございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員。 

○８番（大野恭男議員） ぜひですね、29年度期待

しておりますので、よろしくお願いしたいと思い

ます。 

  ⑴の再質問、最後になるんですが、国は2017年

度末までの待機児童ゼロはできないというふうに

言っておりました。やっとできないというふうに

認めたのかなという感じはするんですけれども、

那須塩原市においては国ができない、難しいと言

っているから同じことを言うんではなくて、市独

自に資金をできる範囲でだと思うんですが、投入

していただいて待機児童数を減少、これにしっか

り取り組んでいただきたいというふうに思うんで

すけれど見解を伺います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 本市では現在、関

係事業者によります施設の整備に当たりましては、
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いわゆる上乗せ補助を各種行ったりしているとこ

ろでございます。 

  あとは、借入金に係る利子補給等も支援の一つ

として行っておりまして、今後も支援の方法につ

きましては、関係事業者等と十分に協議を重ねな

がら考えていきたいなとは思っているところでご

ざいます。 

○議長（中村芳隆議員） 質問の途中ですが、ここ

で10分間休憩いたします。 

 

休憩 午前１１時００分 

 

再開 午前１１時０９分 

 

○議長（中村芳隆議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎発言の訂正 

○議長（中村芳隆議員） ここで、保健福祉部長よ

り発言があります。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） 先ほど大野議員に

答弁した再質問への答弁に対して、ちょっと年度

を誤って答弁してしまいましたので、訂正をさせ

ていただきたいと思います。 

  内容は、老人保健福祉の建設に当たって市独自

の補助金ということの考え方についてのところな

んですが、これについては第７期の高齢者福祉計

画の中で課題として検討してまいりますというよ

うな答弁を申し上げたんですが、そのときに第７

期の高齢者福祉計画の策定期間を30年度から33年

度というふうに申し上げてしまったんですが、こ

れは30年度から32年度ですので、訂正をさせてい

ただきます。 

  申しわけございませんでした。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員。 

○８番（大野恭男議員） それでは、⑵の再質問に

入らせていただきます。 

  保育士の確保が難しいというのは理解しており

ます。最大の要因は何であるというふうにお考え

でしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 栃木県で27年度に

行った保育士の就労状況等に係る実態調査という

アンケートがございます。その中でも示されてい

るんですけれども、給与等の待遇とか勤務時間、

勤務体制、それから健康面や体力への不安ですね。

例えば潜在保育士として復帰していない方々につ

いてはブランクが長いということで、不安を抱え

ていらっしゃるというところが確保が難しい要因。 

  先ほど１度離職してしまう傾向もあるというと

ころも含めまして、その辺が主な要因かなとは考

えております。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員。 

○８番（大野恭男議員） アンケートの中で給与面

とか勤務体制とか健康面とか、あとブランクが長

くて心配だとわかります。 

  私思うには、その中でもやっぱり働く上での対

価というのはとても大切だと思っているんですね。

同じ大切なお子さまを責任持って見ているわけで

す。これは公立の保育士さんと民設民営の保育士

さんの賃金格差についてなんですけれども、例え

ば10年で連続して勤務していて、給料がでは10年

後幾らになるんだとか、いろいろ考えたりするん
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ですけれども、そういったところはどういうふう

に感じていらっしゃるかお伺したいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 公設公営の保育士

と民間の保育士の賃金の格差というのは、やはり

これも国で行いました幼稚園、保育所等の経営実

態調査というのが出ているんですけれども、これ

は平成25年に行われたものなんですが、実態とし

て公立と私立との間には賃金の格差があるという

ことで、報告はされております。 

  市として、どのようなことができるのかという

ご質問かと思うんですけれども、やはり財政的な

面もございますので、今ある国とか県の制度を市

として活用していくしかないのが現状でございま

す。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員。 

○８番（大野恭男議員） 部長言うのもわかります。

国とか県のやっぱりいろいろありますからね。で

も、介護の世界もそうですけれども、保育士さん

というのは非常に大切な職種であって、何とかや

はり若い方に保育士になろうと思ってもらいたい

わけなんですよね。 

  中学校では、毎年マイチャレンジで保育園とか

幼稚園とかにお世話になる生徒さんもたくさんい

らっしゃいます。本当に大人気なんですよね。中

学生、高校生に対して、保育士の魅力を伝える、

例えば講習会とか講演会とか、何か積極的に行っ

てみてはどうかなというふうに思うんですけれど

も、いかがでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 今のご提案の中で、

中学生のマイチャレンジ、それから中学生、高校

生については社会福祉協議会で主催していますボ

ランティアサマースクールの受け入れの協力とい

うことで、各保育園等について受け入れ態勢を整

えているところでございます。 

  新たな事業として保育士等の魅力の発信をする

ための講習会というご提案なんですが、いろいろ

クリアしなければならない課題があるのかなと、

今のお話を伺った中で考えられますので、すぐに

行えるというお答えはやはり難しいのかなとは考

えております。 

  ただ、広報なすしおばらの２月５日号に成人式

特集というのが載っておりまして、その中に成人

者に「将来の夢は何ですか」とフリップを持たせ

た写真があったんですけれども、その中にも「保

育士」とか「幼稚園教諭」という答えを出してい

る成人者がおりましたので、夢を持ってそういう

職業につきたいという方々がいるということは、

当然のことながら承知はしております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員。 

○８番（大野恭男議員） 本当に今、部長が言われ

たように、夢を持っている方はたくさんいると思

うんですよね。 

  中学、高校を地元の学校を卒業して、保育士に

なるために大学とか短大とか、都会とかに行かれ

る方もたくさんいらっしゃると思うんですよね。

そこでいろいろ勉強されて、例えば地元に戻って

きて、せっかく保育士の資格をとったのに、学校

のある都会の保育園に就職しちゃうとか、幼稚園

に就職しちゃうとかというのが結構あるかと思う

んですよね。 

  市として、地元の子が勉強しに行って、また地

元に帰ってきて保育士になってくれた、就職して

くれた学生に対して、何か支援はできないでしょ

うかね。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 
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  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 地元に戻って保育

士として就職する方々に、何か補助ができないか

というご提案だと思います。 

  国の補助メニューにもそれに近い家賃の支援と

か、そういうメニューもございます。それが本市

にとって有効であるかどうかというところも含め

まして、今後ちょっと研究をしていきたいなとは

考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員。 

○８番（大野恭男議員） 恐らく有効であるという

ふうに僕は思いますので、例えば、奨学金を借り

て、例えば学校へ行きました、保育士になりまし

たといった場合に、戻ってきて就職してくれた子

には、例えば奨学金返済なしとか、あとは無利子

で貸すとか、あとは例えば就職してくれたら、就

職準備金として例えばスーツ買ってくださいよと

か、５万円とか、金額はまあ別として、出すとか、

そういった何か考えはないですかね。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 奨学金というとこ

ろで、今年度教育部のほうで給付型の保育士も含

めて給付型の奨学金というものを新しく創設した

ところです。 

  それから就職したときに何か支援、先ほどスー

ツ買いとかというお話をいただいたんですけれど

も、先ほどの答弁の繰り返しになりますが、やは

りその辺も含めまして、もう少し研究を重ねてい

きたいなというのが現状でございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員。 

○８番（大野恭男議員） 研究のほどよろしくお願

いします。 

  人口減少に歯どめをかけていかなければならな

い世の中になってきています。予算に限りがある

のは承知しております。しかし、やっぱり何回も

言いますけれども、国がこうだから、県がこうだ

からと言っていたんでは、どこの市町村も横並び

で先に進まないと思うんです。 

  ぜひ那須塩原市においてはこの待機児童解消に

向けて、ゼロにはならないのはわかります。ただ、

独自の施策をしっかり取り組んでいただいて、頑

張っていただきたいというふうに強く思います。 

  以上でこの保育事業に関する質問を終わります。 

  続きまして、３、公共施設におけるバリアフリ

ー化について。 

  那須塩原市には多くの公共施設があります。市

営住宅の老朽化が進む一方で、都市公園も多く存

在し、市民の憩いの場として利用されています。

また、体育施設、文化会館等多くの公共施設があ

りますが、高齢者、障がい者、小さな子どもにと

ってもバリアフリー化が求められることから、以

下の点についてお伺いします。 

  ⑴中層住宅長寿命化改修工事の進捗状況と今後

の計画について伺います。 

  ⑵市営住宅における導入戸数の推移と今後の計

画を伺います。 

  ⑶都市公園におけるトイレの洋式化率を伺いま

す。 

  ⑷黒磯公園について、今後進めていく考えはあ

るか伺います。 

  以上１回目の質問とさせていただきます。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） それでは、３の公共施設

におけるバリアフリー化について、順次お答えを

いたします。 
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  初めに、⑴中層住宅長寿命化改修工事の進捗状

況と、今後の計画についてお答えいたします。 

  改修工事につきましては、平成23年３月策定の

那須塩原市市営住宅等長寿命化計画に基づき、平

成28年度末までに稲村団地１号棟の全面改修工事

を初め、屋上防水９棟、外壁改修４棟、排水設備

改修５棟の工事を実施しております。 

  なお、平成29年度につきましては屋上防水、外

壁改修、排水設備改修をそれぞれ１棟ずつ予定し

ております。 

  また、平成29年度に長寿命化計画の改定を予定

しており、平成30年度以降は改定後の計画に基づ

き実施してまいります。 

  次に、⑵の市営住宅における導入戸数の推移と

今後の計画についてお答えいたします。 

  高齢者対応改修については、前述の計画に基づ

き高齢者が安全・安心に居住できるよう改修工事

を実施しており、具体的には室内の段差解消や浴

室・トイレの改修などを行っております。 

  現在は、稲村団地１号棟に６戸、錦団地１号棟

に１戸、２号棟に２戸、３号棟に１戸、それから

磯原団地に１戸の改修を行い、合計11戸が整備さ

れております。また、平成29年度には西団地２号

棟で１戸の改修を予定しております。 

  次に、⑶の都市公園におけるトイレの洋式化率

についてお答えをいたします。 

  現在、市内には44カ所の都市公園があり、その

うち22カ所の都市公園に37棟のトイレが設置され

ております。37棟のトイレには121基の大便器が

あり、そのうち洋式便器は43基で洋式化率は36％

となっております。 

  次に、⑷の黒磯公園についてお答えいたします。 

  黒磯公園には２棟のトイレがあり、全て和式で

男子トイレに２基、女子トイレに４基の大便器が

あります。トイレの洋式化も含めた公園施設のバ

リアフリー化につきましては必要であると認識し

ておりますので、今後検討してまいりたいと考え

ております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員。 

○８番（大野恭男議員） 丁寧なご答弁ありがとう

ございました。 

  それでは１番から再質問させていただきます。 

  市営住宅の長寿命化について再度伺っていきま

す。市営住宅については、建築からかなりの年数

がたっているかと思います。耐用年数というのは

どのくらいかお伺いしたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） 市営住宅の耐用年数につ

いてということでございますが、耐用年数につき

ましては、公営住宅法の施行令によりまして、耐

火構造の住宅は70年、それから２階以上の準耐火

構造の住宅は45年、それから準耐火構造の平家及

び木造の住宅は30年というふうになっております。 

  以上であります。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員。 

○８番（大野恭男議員） 了解しました。 

  やっぱり耐用年数が70年、45年、30年とあるわ

けですけれども、やっぱりかなり古くなってきて

いると思っております。 

  長寿命化改修工事は計画どおりに進んでいると

いうふうに考えてよろしいか、お伺いするもので

す。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） 長寿命化改修工事が計画

どおりに進んでいるかとのご質問でありますが、

こちらにつきましては平成23年度から国庫補助を

活用しながら実施しておりまして、平成32年度ま
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で予定しているものがありますが、その中で平成

28年度までに大体完了しているものもありまして、

計画を前倒しで実施している状況にあるというこ

とでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員。 

○８番（大野恭男議員） 了解しました。前倒しで

進めていくということで理解しました。 

  長寿命化計画の計画の期間の設定というのは何

年なんでしょうか、お伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） こちらにつきましては、

平成23年度から平成32年度までの10カ年間という

ことで計画しておるところであります。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員。 

○８番（大野恭男議員） 10カ年ということで理解

はしました。 

  平成29年度に長寿命化計画の改定を行うという

ふうに答弁があったんですけれども、平成32年以

降の計画というのは、どのようになるのかお伺い

したいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） 平成30年度以降の計画に

ついてということでございますが、現在計画を前

倒しで実施しているということから、平成29年度

に計画の改定を予定しているところでありますが、

平成30年度以降の計画につきましては、来年度の

改定に合わせまして、その中で検討してまいりた

いというふうに考えております。 

  検討に当たりましては、県のほうで今年度改定

される予定となっております栃木県公営住宅長寿

命化計画というのが、改定の予定ということで今

進めておりますので、こういった関連計画との整

合を図りながら、進めてまいりたいというふうに

考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員。 

○８番（大野恭男議員） 県の計画と整合性をとり

ながらということで了解しました。 

  やっぱり築年数がかなり経過していますので、

今後も計画どおりに前倒しという答弁もありまし

たけれども、改修していただければなというふう

に思います。 

  続きまして、２のほうの再質問をさせていただ

きます。 

  ここでは、市営住宅の高齢者対応改修について

伺っていきたいというふうに思います。 

  市営住宅入居者の高齢者率とか、世帯数、どの

ようになっているのかお伺いしたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） 市営住宅入居者の高齢者

率及び世帯数についてということでございますが、

平成29年２月１日現在になりますが、市営住宅へ

の入居者数は全部で1,248名であります。そのう

ち65歳以上の入居者につきましては314名で、高

齢化率は25.2％というふうになっております。 

  世帯数で申しますと586世帯ありまして、その

うち高齢者がいる世帯は259世帯というふうにな

っておりますので44.2％でありまして、さらに高

齢者のみの世帯というのは191世帯ありまして、

全体で言うと32.6％ということになります。 

  以上であります。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員。 

○８番（大野恭男議員） 入居されている方が

1,248名のうち65歳以上の方が314名で、約４割、

失礼しました、４分の１、25.2％。世帯数で言う

と586世帯あって、高齢者のいる世帯が259世帯で
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44.2％で、高齢者のみの世帯が191世帯あって

32.6％。 

  やっぱりこうやってみると、最初入居されてい

るときには若かったと思うんですけれども、年々

年を重ねてきまして、65歳以上になっている方が

かなりいるんだなというふうに感じとられていま

す。 

  やっぱりどうしても階段が、階段を上っていか

なくちゃならないとか、いろいろあって、２階、

３階、４階だというと大変なんですけれども、市

のほうでもいろいろ対応していただきまして、高

齢者対応の改修を進めていっていただいておりま

す。 

  高齢者対応改修を実施した11戸のうち、現在入

居している戸数は幾つあるか、お伺いしたいと思

います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） 高齢者対応改修済み住宅

の入居戸数についてでありますが、現在、改修済

み11戸のうち８戸が入居しております。 

  残る３戸のうち１戸は現在募集中でありまして、

２戸につきましては来年度から募集を開始する予

定であります。 

  現在募集中の住宅につきましては、錦団地１号

棟１戸であります。それから来年度からの募集に

ついては、今年度改修をしました錦団地２号棟が

１戸、それから磯原団地が１戸となっております。 

  以上であります。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員。 

○８番（大野恭男議員） 了解しました。11戸のう

ち８戸は入居されていて、１戸は募集中、２戸は

29年度から募集ということで理解しました。 

  この高齢者対応改修工事の具体的内容を教えて

いただけますか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） 具体的な内容ということ

でありまして、こちらの内容につきましては、住

宅内部の床の段差解消、それから室内建具の引き

戸への変更、それから暖房便座トイレの設置、そ

れから警報機能付きドアホンの設置、それから浴

室、台所、洗面台の３点に給湯可能な設備の設置、

それから蛇口のレバー式混合栓方式への変更、そ

れから階段室への手すり設置などを実施しており

ます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員。 

○８番（大野恭男議員） いろいろな改修をしてい

ただいて、本当に至れり尽くせりかと思いますが、

すばらしいと思います。 

  高齢者用の改修工事を実施したお部屋の募集が

先ほどあるというふうにおっしゃっていましたけ

れども、どのように市民の方にお知らせしていく

のかお伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） 高齢者対応改修済み住宅

の市民のお知らせということでありますが、高齢

者対応改修工事を実施した住戸の入居募集につき

ましては、通常の入居者募集と同様に四半期ごと

に広報で周知するほか、ホームページに随時掲載

しておりますとともに、都市整備課のほうの窓口

にてお客さんに案内をしているということでござ

います。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員。 

○８番（大野恭男議員） 四半期ごとに広報とか、

あとはホームページで随時ということで理解しま

した。本当にまだまだ２階、３階とか上の階に住

まれている方が、高齢者の方がたくさんいらっし
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ゃいます。スムーズに新規の方はもとより、今住

んでいる方もできるだけ、例えば要介護状態にな

ってしまったとか、そういった情報をキャッチし

ていただいて、スムーズに何ていうんですかね、

新しいところに入れるような形をとっていただけ

ればというふうに思います。 

  この項、最後にもう１点お伺いしたいんですが、

障害者の方も対象になるのかというのを１点お伺

いしたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） 高齢者対応改修工事を実

施した住居への入居条件ということでありますが、

市営住宅入居事務取り扱い要綱というのが都市整

備課のほうでつくってやっておりますが、そちら

のほうの要綱の規定によりまして、入居者または

同居する親族が満65歳以上であることと、それか

ら介護保険法で定める要介護認定結果が要介護１

から要介護５までのものとなっておりまして、結

論を申し上げますと、障害者の入居は要綱上は対

象となっていないということであります。 

  しかし、高齢者対応改修ではありませんが、稲

村団地のほうについては、障害をお持ちの方など

も居住しやすいような状況になっているというこ

とで、室内の段差が小さい構造の住宅となってお

りまして、特に今９号棟から13号棟につきまして

は、建物入り口から玄関ドアまでスロープが設置

されているほか、トイレや玄関の内側、浴室には

握りレバーなども設置しているということであり

ます。 

  以上であります。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員。 

○８番（大野恭男議員） 何ていうんですか、要綱

があって原則的にはちょっと難しい。だがしかし

というのが大事であって、柔軟に対応していただ

ければというふうに思います。 

  それでは⑶について再質問いたします。 

  ここではバリアフリー化を念頭に再質問いたし

ます。22カ所の都市公園に37棟のトイレが設置さ

れているということですが、多目的トイレは何棟

あるのかお伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） 都市公園の多目的トイレ

の数ということでございますけれども、都市公園

にあります37棟のトイレのうち、13棟に多目的ト

イレが設置されているということであります。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員。 

○８番（大野恭男議員） 13棟設置してあるという

ことで了解しました。 

  ただ、やっぱり少ない感じがします。小さいお

子さんとか、高齢者の方、障害を持っている方が

やっぱり不便を感じないように、今後できるだけ

多くの設置の検討をお願いしたいというふうに思

います。 

  次に、もう１点、トイレの中でくみ取り式は何

棟あるか、お伺いしたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） くみ取り式トイレの数と

いうことでありますが、都市公園のくみ取り式ト

イレにつきましては、那須開墾社第二農場歴史公

園というものが西那須野地区にありまして、そち

らの１棟。 

  それから、同じく西那須野地区に井口公園に１

棟、合わせて２棟ほどくみ取り式トイレがあると

いうことであります。 

  これらにつきましては、利用者のことを考えま

して、合併浄化槽設置による水洗化も含め、今後

洋式化への対応を検討していきたいというふうに
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考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員。 

○８番（大野恭男議員） ２カ所あるということで

理解しました。今、何ていうんですかね、なかな

かくみ取り式というのも、衛生面とか安全面とか

いろいろありますので、今後推進化を含めて洋式

化を検討していただけるということなので、早期

の対応をお願いしたいというふうに思います。 

  それでは⑷に入ります。黒磯公園には、お年寄

りから小さなお子様までたくさんの方が利用され

ます。ぜひトイレの洋式化を進めていただきたい

というふうに思っております。 

  １点だけ再質問させていただきます。黒磯公園

内では車椅子での移動、あとベビーカーとかの移

動が非常に困難だと思います。いきいきふれあい

センターと駐車場、あとふれあい橋など、公園内

を車椅子とかベビーカーで回遊できるようにでき

ないか、お伺いしたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） 黒磯公園内の通路等のバ

リアフリー化についてのご質問ということであり

ますが、現在のところ、駐車場や通路などが砂利

敷の舗装ということになっておりまして、バリア

フリー化にはなっていないという状況であります。 

  しかし、当公園は議員もご承知のように桜の名

所であるということで、また北側斜面にカタクリ

が群生していまして、広く市民、それから市の外

側のお客さんとか、そういった方にも知られてお

りまして、多くの方が訪れる公園であるというこ

とから、トイレの洋式化も含めた施設のバリアフ

リー化というのは特に必要であるというふうに市

のほうとしても認識をしております。 

  そういったことから、そういったものを踏まえ

まして、今後整備に向けた検討をしてまいりたい

なというふうには考えております。 

  以上であります。 

○議長（中村芳隆議員） ８番、大野恭男議員。 

○８番（大野恭男議員） 検討していただけるとい

うことで、ぜひよろしくお願いしたいというふう

に思います。 

  本当に歴史のある公園ですので、旧黒磯、黒磯

公園、歴史あります。ぜひよろしくお願いしたい

と思います。 

  公共施設のバリアフリー化は、これからますま

す進めていかなければならないことだと思ってお

ります。もし自分が高齢者とか、障害を持ってし

まったというふうに相手の立場になってしまった

ときに、いろいろとやっぱり相手の立場で物事を

考えていくということはとても重要だと思ってお

ります。 

  限られた予算の中で執行していかなければなら

ないということは十分理解しております。でもや

っぱり、市独自でできるものは本当にやっていた

だきたい。そうしないとほかの地域との差が出な

いというふうに思います。 

  全ての市民の方が安心して公共施設を利用でき

ることを切に願い、私の一般質問を終わります。 

  ありがとうございました。 

○議長（中村芳隆議員） 以上で、８番、大野恭男

議員の市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 髙 久 好 一 議員 

○議長（中村芳隆議員） 次に、11番、髙久好一議

員。 

○１１番（髙久好一議員） 皆さんこんにちは。日

本共産党の髙久好一です。一般質問を始めます。 
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  まず１番の国民健康保険についてです。2018年

の国民健康保険の都道府県化に向け、市や町の統

一した算定による標準保険税率を適用した場合、

市町によっては保険税率が５から77％増となる試

算を示した県もあります。 

  以下答弁を求めるものです。 

  ⑴です。本市の保険納付額は、いつごろどのよ

うに示されるのでしょうか。また、市民への周知

には十分な期間は確保されるものとなりますか。 

  ⑵です。国からの支援金では不足すると言われ

ていますが、市はどのように捉えていますか。市

民を負担増から守る計画はありますか。 

  ⑶です。都道府県が市町村に交付する調整交付

金が市町村を滞納の差し押さえ競争に駆り立てる

道具として使われています。市民の生活実態に合

わせたものにすべきと思いますが、市の考えを求

めるものです。 

  ⑷です。財政調整基金は市民から預かった大切

な財産です。保険料の引き下げや市民の健康を守

る積極的な施策に使われるべきと思いますが、市

の考えを聞かせてください。 

  以上４点について、答弁を求めます。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員の質

問に対し、答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） それでは、１の国

民健康保険について、順次お答えを申し上げます。 

  初めに、⑴の本市の保険納付額はいつごろどの

ように示されるのか、また市民への周知に十分な

期間は確保されるものとなるのかについてお答え

を申し上げます。 

  国民健康保険制度改革による平成30年４月から

の新制度では、都道府県が財政運営の責任主体と

なるなど、財政運営の仕組みが大幅に変わること

になります。 

  新たな財政運営においては、県が決定した国保

事業費納付金を市が納めることになります。現在、

示されております国のスケジュールによりますと、

平成29年12月に国保事業費納付金と標準保険税率

が試算され、平成30年１月に決定されます。 

  市では、国保運営協議会の審議を経て平成30年

３月議会において税率等を改正する条例案及び予

算案を提出する予定でおります。 

  また、市民への周知につきましては、チラシの

作成、市広報、ホームページ等を活用し、第１期

の納付月となる７月までの期間において、情報の

提供に努めてまいりたいというふうに考えており

ます。 

  次に、⑵の国の支援金では不足すると言われて

いるが、市はどのように捉えているか。市民を負

担増から守る計画はあるかについてお答えを申し

上げます。 

  国は、新制度のもとでの財政支援について、平

成29年度は低所得者への対策強化や財源安定化基

金の造成などに3,400億円を、平成30年度以降も

低所得者層への対策強化や国保改革に伴う財政基

盤の強化として、同じく3,400億円の財源の確保

に努めるとしております。 

  また国は、これらの財政支援金について、財政

運営には支障はないというふうに説明をしており

ます。 

  市といたしましては、納付金について市民の大

きな負担増にならないよう、保険料率の検討に努

めてまいりたいというふうに考えております。 

  次に、⑶の都道府県が市町村に交付する国保の

調整交付金が市町村を滞納の差し押さえの競争に

駆り立てる道具として使われている。市民の生活

実態に合ったものにすべきと思うについてのご質

問についてお答えを申し上げます。 

  都道府県調整交付金というものは、市町村間で
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医療費の水準や所得水準の格差調整、国保財政に

影響を与える特別な事情に応じて交付されるもの

で、その交付額につきましては、収納率対策など

の医療費適正化の取り組みについても評価の対象

というふうになっております。 

  また、滞納処分は国民健康保険の財源維持、税

負担の公平性の維持のために行われるものであっ

て、窓口相談や個別訪問など、生活実態により状

況を把握した上で、生活の実態に即して行ってお

り、市としましては、調整交付金が滞納の差し押

さえ競争に駆り立てる道具ではないというふうに

考えております。 

  最後に、⑷の財政調整基金は市民から預かった

大切な財産であり、保険料の引き下げや市民の健

康を守る積極的な施策に使われるべきものと思う

についてお答えを申し上げます。 

  財政調整基金は国民健康保険事業の健全な運営

を図ることを目的としており、保険給付費の増大

等により財源に不足を生じたときの資金として積

み立てるものであります。 

  本市の国民健康保険特別会計は、平成26年度決

算では１億4,000万円、平成27年度の決算では４

億9,000万円の実質単年度収支が赤字となってお

り、平成26年度は約２億5,000万円、平成27年度

は約３億円の財政調整基金を取り崩し、繰り入れ

を行ってまいりました。 

  この財政調整基金については、平成30年度の国

民健康保険制度改革後も、納付金の財源不足に備

えるために必要であり、今後も引き続き財政運営

の健全化と安全化を図るために、適正な管理に努

めてまいりたいと考えております。 

  以上、説明といたします。 

○議長（中村芳隆議員） 質問の途中ですが、ここ

で昼食のため休憩いたします。 

  午後１時、会議を再開いたします。 

 

休憩 午前１１時５０分 

 

再開 午後 １時００分 

 

○議長（中村芳隆議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

  11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） 答弁がありましたので、

随時再質問をしていきます。 

  栃木県は納付金、標準保険料率の算定方法につ

いては、国の示す原則を使い、部長のほうの答弁

が11月というようなお話がありました。市や町と

協議すると聞いています。県によっては、２つの

ケースを試算後に検討し、配分方法と算定方法を

決めて、既に合意済みのところ、一部合意済みの

ところ、そして協定中など、それぞれありますが、

本県の場合、どこまで進捗しているのか聞かせて

いただきたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） 今、他の県の内容

についてもお話がありましたけれども、本市にお

いては先ほど第１回目の答弁で申し上げましたと

おり、25の市と町は一体的にこの国が示したスケ

ジュールに沿って算定を行うというようなところ

でスケジュールを立てて進めているところでござ

います。 

  ただ、実際に11月と議員はおっしゃったかと思

うんですけれども、私どものほうでは12月に国保

事業費納付金と標準保険税率が試算されというよ

うなお答えを申し上げたと思いますので、そのあ

たりの12月をめどになんですけれども、実際的に

事務的には１月、２月前からある程度仮の数字が

示されて、それに沿って試算を行っていくという



－310－ 

やり方が県内の統一した進め方であるというふう

に理解をしております。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） わかりました。 

  それでは２に入っていきます。 

  国からの支援金の話です。この支援金を示され

ました一般会計からの繰り入れを除いた金額、赤

字額が2,343億円と、これは一般会計の繰り入れ

を除いた額です。そういう額が既に出ています。

そうした中で、部長のほうから3,400億が２年続

けて交付されるというお話がありまして、現在、

栃木県の福田富一知事が都道府県国保担当の代表

者をおります。 

  そうした中で、この3,400億円国のほうが示し

たんですが、一時これが減額される話が出ました。

福田知事のほうからこの減額に対して抗議が行わ

れる中で、国は改めてこの支援金の金額を出しま

したが、予算の関係上、この支援金額は一部が後

年度送りになるというような話が出ています。そ

うした情報、市のほうはつかんでいるのでしょう

か。 

  先ほど3,400億が出るので支障はないと思うと

いう答弁が出ましたが、そういう中での考え方を

聞かせていただきたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） こういった財政の

基盤強化の予算が後年度に先送りされるのではな

いかというようなご指摘かと思いますけれども、

第１回目で答弁したこの数字につきましては、国

保担当課長会議というか、そういうところにおい

ても県のほうからしっかりと説明があった内容で

ございまして、そういったことについては現時点

では正確な情報というか、先送りされるといった

ような、そういった情報の説明はなかったという

ことを理解しております。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） そういった説明がなか

ったので、ほぼ全額来るんだという受けとめでい

るということですね。はい、わかりました。 

  そういった中で、栃木県議会での支援金財政支

援のお話です。国が追加交付金の基準を検討中だ

が、県に割り当てられる額などは不明であるため、

今後も検討していくと、こういう答弁が２月24日、

県議会でされています。ですからやっぱり、この

支援金、まだ流動的なところがあると、そういう

ところをしっかりと捉えていかないと、市民の生

活とか、負担増から市民の暮らしを守るというと

ころをしっかりと抑えていかないといけないと思

っています。 

  県も市もしっかりこの状況をつかんでいかない

と、市民の暮らしを守れないというところを指摘

しておきたいと思います。 

  ⑶に入ります。都道府県は、市町村に交付する

調整交付金の話です。市町村の滞納差し押さえの

競争に駆り立てていると、こういう状況があると

いう質問をいたしました。こうした調整交付金、

こうした交付金の目的は、格差是正と財政の安定

化を維持するものだということで、そういった使

い方をされてはならないと、こう思っているとい

うお話でございました。 

  そこで伺っていきます。 

  今年度県からの財政交付金は市の資料によれば、

昨年度より4.8％増の７億9,024万3,000円です。

市の今年度の国保当初予算は163億8,647万4,000

円の4.69％を占めています。交付される基準につ

いて聞かせてください。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） 国保の県のほうか
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ら交付される交付の金額の基準についてというよ

うなご質問かと思います。 

  都道府県の財政調整機能の強化と市町村国保財

政の共同事業の拡大の円滑な推進等のために、都

道府県調整交付金というものが、保険者に、保険

者というのは市のほうですけれども、交付されて

おります。 

  この保険金には安定化調整交付金というものと、

支援調整交付金の２つの交付金があります。その

うち支援調整交付金というものはレセプト点検や

医療費の適正化に向けた事業、特定健診の実施状

況や収納対策など、全部で12項目の評価項目から

評点評価というものを参考に交付額が決められて

おります。 

  こういったところが交付金の交付額の算定評価

内容というか、項目というようなことになるかと

思います。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） 答弁がありました。基

準について伺いました。 

  さらに伺っていきます。東京都の話です。栃木

県は割と国の原則に従ってというのが非常に多い

もので、こういう聞き方をします。東京都では、

新規差し押さえが多い自治体ほど多額の交付金を

受け取れる仕組みが導入されています。栃木県の

場合はどうなのか。本市の差し押さえの状況と新

規の差し押さえの占める割合を聞かせていただき

たいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 国保税の差し押さえの件

数等のご質問でありますので、私のほうからお答

えをしたいと思います。 

  まず差し押さえの状況でございますが、27年度

全件で350件でございました。そのうち国民健康

保険税関係が148件というふうなことでございま

して、もう一つ議員のほうから新たにというふう

なご質問があったかと思いますが、これについて

はデータはございませんので、よろしくお願いい

たします。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） 差し押さえの件数、国

保関係148件というお話でございました。那須塩

原市は県内25市町の中で、収納率89.91％で16位、

滞納世帯13％で16位、短期証発行1,286世帯で

6.6％で３位、資格証交付率、保険証の取り上げ

です。671世帯、3.45％で５位。 

  市民にはかなり厳しい対応をしています。１人

当たりの医療費30万2,405円は安いほうから７位

にもかかわらずという思いがあります。 

  国がみずから手を下さなくても、市町村を差し

押さえや滞納処分を競わせるような仕組みがあっ

てはならないんです。部長の答弁と同じです。 

  国のほうは、滞納と差し押さえの関係、直ちに

否定するものではないと厚労大臣は答えています。 

  そういう中で、こうした実態をしっかりと把握

していくことが、市民の生活、健康を守る上から

も非常に大切だと思います。 

  そういう市の国保の状況の中で、那須塩原市の

市民に対する処分のあり方、非常に私、厳しいと

申し上げましたが、どう捉えているか聞かせてい

ただきたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） 那須塩原市の市民

に対する滞納処分のあり方が厳しいというような

お話かと思いますが、先ほどの答弁とちょっと繰

り返しになって恐縮ではございますけれども、実

際には財源を維持したりとか、税の公平性という

ものをやはり基本的に考えなければいけないとい
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うようなこと、そういうことに基づいて適切に行

うというような方針には変わりありませんけれど

も、ただ、その実際の相談とか、そういったこと

につきましては、やはり窓口相談とか、個別相談

といった、あとは休日の相談とか、夜間とかとい

った、そういった丁寧な相談というか、そういう

ところに心がけまして、滞納されている方の生活

の実態に即した、できるだけ少しでも納めていた

だけるような、そんなやり方でやはりこれからも

取り組んでいくというような、そういったスタン

スでこれからも臨んでいきたいというふうに私の

ほうでは考えております。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） 市民の生活の実態に合

った丁寧な説明をした対応というのがまず第一か

と、そういうふうに思います。ぜひそれを進めて

いっていただきたいと思います。 

  そうした中で、厚労省がまとめた資料が出てま

いりました。昨年の保険料の収納率の問題です。

納付率という表現が使ってありますが、全国平均

は91.4％で、前年度を0.5ポイント改善した。都

道府県別では島根が95.49％で最高、次いで佐賀

の94.97％。最低は東京都の87.44％、そしてワー

スト２位の栃木県の89.94％が続いたと、こうな

っています。 

  栃木県、財政的には大変豊かな全国11位と私記

憶していますが、そういう中で栃木県の収納率、

依然として低いというのは、やっぱり県や国の補

助が少ないというのと、国庫負担率が非常に低い

と、50％を24％に引き下げてきた国の国保に対す

る対応は非常に厳しいものがある。これをしっか

りと戻すための市の努力、県の努力、こういった

ところに力を注いでほしいと思います。市のほう

の考えを求めます。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） ご質問のほうが収納率関

係かと思いますので、私のほうからとりあえずお

答えしたいと思うんですが、ただいま議員のほう

からお話がありましたように、栃木県というのは

かなり収納率が低いということになっています。 

  那須塩原市の正確なパーセントは記憶しており

ませんけれども、県の中でも下のほうに位置する

というふうな状況にございます。 

  それを少しでも収納率アップというようなこと

で、より収税課のほうで奮闘しているわけでござ

いまして、徐々にではありますけれども、収納率

が上がってきているというふうな状況になってい

ます。 

  でありますので、やはりこれから財政的にうん

と厳しいというふうな時代が来ているわけでござ

いますので、やはり収納率を上げるふうなことは

すごく重要なことだというふうに考えているわけ

でございますので、そんな中で先ほど来ご質問あ

ったように、強制的といいますか、支援金をいた

だくために徴収率を上げるようなことではなくて、

やはり財政的に考えてやもっともっと収納率のほ

うを上げていきたいというふうに考えているとこ

ろでございます。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） ぜひとも市民の生活実

態に合った収納方法、懇切丁寧な相談に乗ってい

ただいた上で、収納率を上げていっていただきた

いと思います。 

  ⑷に入ります。財政調整基金の話です。財政調

整基金は市民から預かった大切な財産ということ

でお話をしました。 

  財政の健全化と安全な国保にするために使うも

のという答弁がありました。そういう中で、那須

塩原市の財政基金の取り崩し額が一般会計繰入金
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の1.57倍もあり、近年、市の財政調整基金の扱い

を見ると、財政調整基金を減らし小さく見せるや

り方、こういうやり方は続いています。改めて市

の考え方を聞かせてください。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） 国保の財政調整基

金の今後のあり方というか、運用の仕方、考え方

についてお話をさせていただきたいと思います。 

  財政調整基金の目的というものは、先ほど第１

回目の答弁で申し上げたとおりでございます。こ

れにつきましては、実際には保険料が足りなくな

ると見込まれるときには取り崩しをして、そこに

充てるというようなやり方が基本になっているか

と思います。 

  これにつきましては、現在、議員もデータ等は

お持ちかと思うんですけれども、27年度で163億

1,000万ほどの基金が現時点ではございます。こ

れにつきましては、先ほど第１回目の答弁で26年

度は２億5,400万ほど取り崩しを行って、27年度

には３億円の取り崩しを行ったというお答えを差

し上げたと思います。 

  それで、現在10億3,100万円程度ということで、

今後につきましては、やはり１人当たりの医療費

の伸びというものが非常に大きくなってくると思

いますので、それによってやはり単年度の収支が

どれぐらい今の税率で、どれぐらい赤字に多く転

じていくかというようなところで、そういったと

ころとの兼ね合いもありまして、そういった今後

の医療費の動向によって、これは幾ら取り崩すか

という額はなかなか計画どおりには進まないとい

うところがありますけれども、今年度、そして来

年度の見込みについてはあくまで予算ベースでは

ありますけれども、28年度については決算による

と10億程度、ごめんなさい、７億程度ですかね。

７億前後、これぐらい取り崩しが必要じゃないか

なというような見込みを持っておりまして、29年

度においては５億程度さらに取り崩しが必要じゃ

ないかなと、現時点での推計でありますけれども、

それをもって平成30年度にはほぼ新制度に移行す

るわけですけれども、30年度の時点で現在の16億

の基金が、ほぼ今のままの税率でいくとなくなっ

てしまうのではないかなというような、そういっ

たような推計というものをしております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） 今、財政調整基金のこ

れから先、30年度にはゼロになるというようなお

話を聞きました。高すぎる国保税のために住民が

払えず、一般会計、本市の昨年の決算が23億

9,982万円の黒字です。こうした一般会計からの

繰り入れを多く行って、市民の払える保険料にす

るために多くの市や町が知恵を絞っています。 

  一般会計から国保への繰り入れを抜本的にふや

し、財政調整基金は保険料の引き下げや市民への

積極的な健康を守るための施策にこそ使われるべ

き、こういう指摘を行い、この項の質問を終わり

ます。 

  続いて３番目に入ります。 

  重度心身障がい者の医療費の現物給付について

です。 

  重度心身障がい者の、失礼しました。２番の介

護保険に入ります。 

  国は、介護保険サービスの認定による制限や利

用料金の引き上げなど、制度維持を口実にした新

たな負担増を強めています。 

  以下について答弁を求めます。 

  ⑴です。入所待機者の現状と解消に向けた対策

の進捗について伺います。 

  ⑵です。本市の行っている保険滞納者のうち、
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２年以上滞納者への利用料の３割負担を強いる制

裁はやめるべきだと思いますが、考えを聞かせて

ください。 

  ⑶です。介護施設の倒産や閉鎖、受け入れ制限

などが報道される中、施設サービスの質の確保と

施設職員の処遇改善についてどのように把握し対

応していますか。 

  以上、３点について伺うものです。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員の質

問に対し、答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） それでは、２の介

護保険について順次お答えを申し上げます。 

  初めに、⑴の入所待機者の現状と解消に向けた

対策の進捗についてお答えをいたします。 

  本市の特別養護老人ホーム入所待機者数の現状

ですが、要介護３から要介護５までの待機者数は

平成28年10月１日現在216人で、前年同月と比較

しますと18人の増となっております。 

  入所待機者の解消に向けた対策といたしまして

は、施設整備を進めておりますが、その進捗につ

きましては本日午前中に大野恭男議員の市政一般

質問でお答えをしたとおりてございます。 

  次に、⑵の保険料滞納者のうち２年以上の滞納

者への利用料３割負担に関する考え方についてお

答えをいたします。 

  ３割負担の給付制限は納付すべき介護保険料の

納付がなく、納期限の２年を経過し、介護保険料

が時効消滅となった被保険者が対象となります。 

  本市においては、介護保険料は介護サービスに

必要な費用を賄う重要な財源であり、また保険料

額は被保険者の所得に応じて定めていることから、

特別な理由がなく長期に保険料を滞納した場合に

のみ、保険料を納付している方との公平性を図る

ために介護保険法に基づく措置として、適切に実

施をしているところであります。 

  なお、今後も引き続き納付制限を未然に防ぐた

め、介護保険被保険者証や納付書等の送付時に、

給付制限に関する内容を記載したパンフレット等

を同封いたしまして理解を図るほか、納付が滞っ

ている方に対しては、直接給付制限の制度につい

て丁寧に説明をし、理解を得て納付方法の相談を

進めてまいります。 

  最後に、⑶の施設サービスの質の確保と施設職

員の処遇改善についてどのように把握し、対応し

ているかについてお答えを申し上げます。 

  施設サービスの質の確保につきましては、市で

は実地指導、そして集団指導、事故報告及び苦情

申し立てに対する確認・指導、さらには運営推進

会議への参加、介護サービス相談員の派遣等によ

り、施設の現状というものを把握し対応しており

ます。 

  また、施設職員の処遇改善については、毎年度

介護報酬の介護職員処遇改善加算分に係る実績報

告において、職員への賃金改善に充てられている

かを確認しております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） それでは、順次質問を

していきます。施設待機者が10月１日現在、私の

ほうは４月１日でやっていたものですから、これ

より16人ふえていると。部長のほうの答弁は18に

ふえたというところです。 

  施設整備のほうは、大野議員の質問の中で計画

どおりの施設は整備したけれども、入所待機者の

ほうの数はそれ以上にふえて追いつかない現状が

あるというお話でございました。そうした中で再

質問を行ってまいります。 

  国が平成27年４月から特養の入所条件を原則介

護必要度が高い要介護３から５と制限しました。
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ただし、要介護１、２の人でも認知症があったり、

家族から虐待されるおそれがあったりする場合は

入所できると、こうなっていますが、実際にこの

要介護１、２でこういった施設を利用した実績と

いうのはあるのでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） ただいまの要介護

１、２の方について、特別な事情があって利用し

た実態ということですけれども、これについては

現在資料を持っておりませんので、答弁は控えさ

せていただきたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） 先ほどの大野議員の質

問の中にも出てきましたが、入所制限を行ってい

るところは現在はないと、そう認識しているとい

うお話がありました。 

  そうした中で、先日報道がありました。認知症

など特別な、今聞いた話です。質問した話ですが、

これを知らない施設の方が入所希望者を門前払い

していた、こういった調査が全国調査の中で19％、

約２割近い施設が行っていた、この認知症などの

状況がある人を門前払いされたという調査とか、

そういう実態、那須塩原はあったのでしょうか。

なかったのでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） 今、議員のご指摘

のような案件については、現時点では私どものほ

うに報告とか、そういったことの相談といったこ

とはございませんので、現時点ではそういった事

案は把握をしておりませんというようなお答えに

なるかと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） 続いて聞いていきます。 

  同じ今の話なんですが、私の理解では認知症の

人、認知症になると要介護度が３になるというふ

うに私は理解していたんですが、そういう基準と

いうのはあるんでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） 要介護度の認定と

いいますのは、非常に私も現時点で調査票という

ものが手元にないので、ちょっと詳しく説明する

ことはできませんけれども、お答えとしては、認

知症があるから要介護度は３だというような、そ

ういう決定に至るということでは、必ずしもない

というふうには理解をしております。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） それでは、⑵に入って

いきます。 

  本市の保険滞納者のうちの２年以上の、先ほど

の３割負担の実数、実績です。本市の介護保険滞

納による３割負担者の実数19人、平成27年度、28

年８月16日、市のほうからいただいた資料です。

この数字、毎月変動がありますが、３人から11人

の方がこの制裁を受けています。実数は19という

ふうに受けています。 

  そこで、この滞納者の３割負担の制裁について

伺っていきます。この方たちの利用状況と介護保

険料の納入方法を聞かせてください。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） 先ほど今、滞納し

ている方の利用方法と納入方法というようなお話

かと思いますので、先ほどの19人という方につき

ましては、平成27年度のトータルの数字かと思い

ます。今年度につきましては、トータル２月１日

現在では12人というような数字でありまして、実

際そのうち解除された方もおりまして、現時点で
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は５人の方が給付制限を受けているというような

状況にあります。 

  その方たちの３割負担ですね。それを受けてい

る方は２年以上滞納した場合ということで、利用

者負担の引き上げと、高額介護サービス、そうい

ったものの支給が停止というふうになっておりま

す。これは介護保険料の未納や滞納期間に応じて

本来１割、２割の方もいますけれども、本来１割

である利用者負担が３割に引き上げられるという

ようなことと、また高額介護サービスが受けられ

なくなるというような制度でございます。 

  この方たちの納付方法ということにつきまして

は、実際には１度ご自分で負担をしていただいて、

後で償還払いという言い方になりますけれども、

そういったやり方に現在のところ、納付方法をと

っていただいているというふうになっております。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） 私の聞き方がちょっと

まずかったのかと思います。償還払いということ

は、全額払っていただいて、残りについては納付

後に返還するという形だと思うんですが、保険料

の納付方法で年金の低い方、年金が月額１万

5,000円の方、こういった方は年金から天引きで

きないという定めがあります。 

  そうした中で、年金１万5,000円以下の方の占

める割合を聞きたかったんです。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） 年金が年額18万円

以下の非常に低い方に対しては、普通徴収という

ようなやり方で対応しておりますけれども、その

方たちの割合については、ちょっと今手元にデー

タがございませんので、後ほどお答えするという

ことでご容赦をいただきたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） さらに伺っていきます。 

  お金がなくなるとつき合いを減らさざるを得ず、

地域からも孤立していきます。本人が言わなくて

も生活費をしっかり判断してほしいと思います。 

  残念ながら、月１万5,000円以下の年金の方の

占める割合はわかりませんが、利用料３割負担の

人で住民税非課税世帯や生活保護等に切りかえた

事例はどのくらいありますか、聞かせてください。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） そのような所得の

中で生活保護に切りかえた世帯が何世帯あるかと

いうことですが、ちょっとそれについても現在デ

ータは持っておりませんので、答弁は控えさせて

いただきたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） 健康弱者、経済的弱者

と言える人たちに過酷な制裁を加えることは人道

上も許されません。毎年敬老会で読み上げられる、

住みなれた地域でいつまでも安心して暮らしてく

ださいという言葉とは全く反対の仕打ちになりま

す。過酷な制裁では事態を悪化させ、結果的に医

療費を増大させるだけです。早急に中止を強く求

めるものです。 

  続いて３番に入ります。 

  介護施設の倒産や閉鎖、受け入れ制限などが報

道される中、施設サービスの質の確保と施設職員

の処遇改善についてどのように把握し、対応して

いますか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） 施設職員の処遇改

善についてどのように把握し、改善をしているか

というようなことかと思いますが、ちょっと先ほ

どの答弁と重なってしまうかもしれませんけれど
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も、実際には質の確保についてはさまざまな指導

というようなやり方がありまして、先ほど申し上

げた現在施設に１件１件訪ねて言って、実地的に

指導を行う個別指導をやったりとか、あとは全体

に集まっていただいて、その中での集団指導とか、

あとは個別に事故報告とか、苦情申し立てという

ような、そういう報告書もございまして、そうい

うところに対して確認を行ったり、こちらから改

めてそれに対する指導を行うとか、あとは介護サ

ービス相談員という方がシルバー人材センターに

委託をして、各施設に、場合によっては抜き打ち

で行っていただいて、その施設がしっかりと運営

がなされているかということも含めまして、確認

をしていただくというか、そんなこともやってお

ります。 

  そういったところで、しっかりと現状把握して、

問題がある場合には、やはり個別対応というよう

なところで、改善をさせていただいております。 

  また、施設職員の給料面、賃金等、そういった

面での改善につきましても、先ほどお話しいただ

いた国からの補助金とかもありますので、そうい

ったものがしっかりと職員への賃金等に充てられ

ているかどうかというか、そういったことについ

ても個別に各報告書を出していただいたりとかを

して、個別に確認をしているというようなところ

で処遇改善というところに支援をしているという

ふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） 職員の処遇改善とか、

受け入れ制限、現在はないというお話、処遇改善

については国が大きくかかわるところがあります。

市だけではどうしても解決できないところがあり

ます。 

  先ほどの大野議員の質問の中で大体の話はわか

りましたので、これで質問のほうは終わります。 

  そうした中で、さらに申し上げたいことがあり

ます。中央社会保障推進協議会と全日本民主医療

機関連合会、全労連が２月８日、９万人からの署

名を国会に提出し、介護保険制度の見直しを求め

る署名とともに、国会内で集会を開いたという報

道があります。 

  署名の請願内容は、サービスの削減や利用料の

引き上げを実施しないこと、施設などの整備を早

急に行うこと、介護従業者の施設職員の大幅な待

遇改善と確保対策の強化を求めています。 

  那須塩原でも、こうした行政のほうでも住みな

れた場所で安心して受けられる那須塩原市の介護

を求めて、この項の質問は終わります。 

  続いて３に入ります。重度心身障がい者の医療

費の現物給付についてです。 

  重度心身障がい者は、医療費助成制度で受給資

格者が自己負担をした医療費を市が支給する償還

払い方式から、自己負担を不要とする現物給付に

変更する自治体がふえています。 

  ⑴です。受給資格者から現物給付を求める声を

どのように受けとめていますか。 

  ⑵です。本市が受給資格者数と実施した場合の

試算額をどのくらいと見ていますか。 

  ⑶です。障がいのある人もその家族が安心して

暮らせる現物給付の実施を行うべきと思うが、市

の考えを求めるものです。 

  以上、３点について答弁を求めます。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員の質

問に対し、答弁を求めます。 

  副市長。 

○副市長（片桐計幸） ３の重度心身障がい者の医

療費の現物給付について、順次お答えをいたしま

す。 

  初めに、⑴の受給資格者からの現物給付を求め

る声をどのように受けとめているかについてお答
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えをいたします。 

  医療機関窓口での支払いと申請手続に係る対象

者の負担軽減を図ることができるため、現物給付

の導入は検討課題であると認識しております。 

  次に、⑵の本市の受給資格者数と実施した場合

の試算額についてお答えいたします。 

  本市の受給資格者数は平成29年２月１日現在で

1,926人であります。また、現物給付を実施した

場合の試算額ですが、他市での現物給付導入状況

を見ますと、助成額が1.6倍に増加したというデ

ータがあります。これを本市の平成27年度助成額

に当てはめると年間約8,300万円の支出増加が見

込まれます。 

  最後に、⑶の障がいのある人やその家族が安心

して暮らせるよう、現物給付の実施を行うべきと

思うが、市の考えを求めるについてお答えをいた

します。 

  障害のある人とその家族にとって、現物給付に

よる利便性への向上は大変大きいものであると考

えております。同時に市としましては、大きな課

題である財政負担についても検討しなければなら

ないと考えております。 

  現物給付を実施した場合の試算額として、先ほ

ど年約8,300万円の助成額増加が見込まれるとお

答えしましたが、そのほかに県補助金の減額、国

民健康保険の国庫負担金減額調整などによる負担

増加が見込まれます。 

  このようなことから、現物給付の実施につきま

しては財政負担の軽減を図るため、県における統

一した制度化が必要であると考えておりますので、

他市町と協力しながら、県への要望等の取り組み

を今後も進めてまいります。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） １番から再質問をして

いきます。 

  受給者からの現物給付を求める声について伺い

ました。切実で貴重なもの、大変重要なもので、

検討課題と考えているというお話でございました。 

  現在、子ども医療や子育て、そして介護の問題

でも同じような問題がありますが、こうしたとこ

ろの軽減が進む中で、障害者差別解消法が制定さ

れる中、重度心身障害者の医療費の現物給付につ

いてはずっと据え置きがされております。 

  先ほど副市長が答弁された県からのペナルティ

ーと話が出てまいりまして、大きな財政負担、

1.6倍になって8,300万が必要だというお話でござ

いました。 

  重度心身障害者、非常にいろんな障害を持って

いて、大変苦労されている。こうした家族の方も

大変苦労されております。そうした中で、償還払

いのために市役所に一々来なくてはならないとい

う、そういう状況があります。 

  たまたま今回は栃木県内で、栃木市が現物給付

を始めました。そうした中で、私たちのほうに寄

せられている障害者からの要請として、こういっ

た現物給付の要請もしています。そうした中で、

今回この質問に取り上げました。 

  本市の場合、この試算額が既に出ているという

ことは、ある程度今まで検討されてきたと、こう

私受けとめましたが、その辺の話、詳しく聞かせ

ていただきたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 今までの検討状況

というご質問かと思います。県内市長会等々おき

まして、また県のこちらの助成金の担当をしてい

る部署等が会議を開催しまして、今後どういった

方向で進んでいくべきかという会議等を今までに

も開催しているところです。 
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  本市としまして、こちらの制度の導入には何が

課題かというようなアンケートの聴取もされてい

たところで、その際には当然のことながら、先ほ

ど１回目の答弁で申し上げたように、県からの補

助金の減額という、いわゆる議員が今おっしゃっ

たペナルティの部分の改善等々がやはり図られな

いと、自治体として現物給付にするには、今申し

上げた扶助費のほかにいろんな歳入の減もありま

すので、まずは県の制度の部分を改善していくと

ころから始まっていただくのがいいのではないか

ということで、市長会等を通じての要望といいま

すか、意思の統一を図ったりしていたところでご

ざいます。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） 市長会でも協議を進め

ていたということなんだと思います。そう受けと

めさせていただきました。 

  栃木市の場合は、財政的な見通しがついたのと、

近隣の医療機関などの協力が実現したというのが

あります。那須塩原市の近くでは、近隣市町では

医師会との話し合いというのはやっているのでし

ょうか。どの辺まで進んでいるか、聞かせてくだ

さい。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 医師会との話し合

いというご質問かと思いますけれども、まず制度

を実際に行える方向で、市として考えられるかと

いう、財政的なところの解決策がきちんとできて

おりません現状ですので、医師会との話し合いと

いうのは特にまだ進めてございません。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） 財政的な裏づけができ

てから進めるというお話だと思います。ぜひとも

この重度心身障がい者の窓口負担無料化、障がい

者を抱えている家族の負担が軽減できるよう、積

極的に進めていっていただきたいと思います。こ

の項の質問を終わります。 

  ４番に入ります。保育所待機児童対策と保育料

の軽減についてに入ります。 

  保育所の待機児童対策が進められる中、隠れ待

機児童の存在も明らかになり、大きな社会問題に

なっています。本市の対策と保育料について考え

を求めるものです。 

  ⑴です。本市の待機児童の現状と解消に向けた

対策の進捗について伺います。 

  ⑵です。国は、企業主導型保育や小規模施設な

ど規制緩和された施設や既存の施設でも詰め込み

で解消を目指しているが、保育の質をどう確保し

ていくのか、考えを聞かせてください。 

  ⑶です。保育中の事故の防止に向けた巡回指導

はどのように実施するのか、聞かせてほしいです。 

  ⑷です。他市町村では独自の子育て支援として

第２子の無料化や所得制限の緩和など、国の制度

を先んじる支援の充実が進んでいます。本市で実

施する考えはありますか。 

  以上、４点について答弁を求めます。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員の質

問に対し、答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） それでは、４の保

育所待機児童対策と保育料の軽減について、順次

お答えいたします。 

  初めに、⑴の入所待機児童の現状と解消に向け

た対策の進捗についてお答えいたします。 

  過日のＴＥＡＭ那須塩原、君島一郎議員の会派

代表質問、及び藤村由美子議員、そして本日の大

野恭男議員の市政一般質問においてお答えをして

おりますが、那須塩原市保育園整備計画・後期計

画・改訂版に基づく施策を推進し、市民の皆様が
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安心して子育てができる環境の整備に向けて、引

き続き取り組んでまいりたいと考えております。 

  次に、⑵の保育の質をどう確保していくのかに

ついてお答えいたします。 

  市内には小規模保育事業所が６カ所、家庭的保

育事業所が１カ所あり、法で定めた運営基準等を

踏まえゼロ歳児から２歳児までの保育をほかの認

可保育施設と同様に実施しております。 

  また、保育の質については、各施設の職員の自

己研鑽はもちろんのこと、市内の保育施設等の保

育士を対象とした研修への参加や市で配置してお

ります連携保育士の巡回訪問による保育内容への

助言等の実施によりまして、質の向上を図ってお

るところでございます。 

  次に、⑶の保育中の事故防止に向けた巡回指導

の実施についてお答えいたします。 

  これは国の平成29年度保育対策関係予算案の概

要の中で示された保育園等の事故防止の取り組み

強化事業という新たな取り組みであり、詳細につ

いてはまだ示されておりませんので、今後の国の

動向を注視してまいりたいと考えております。 

  最後に、⑷の第２子の無料化や所得制限の緩和

などの実施についてお答えいたします。 

  保育園等における利用者負担額、いわゆる保育

料については平成28年度において所得制限があり

ますが、多子世帯やひとり親世帯等の保護者負担

軽減が図られたところでございます。 

  また、来年度平成29年度についても国において

保護者負担軽減が拡充される予定であることから、

市独自での支援を行うことは現在のところ考えて

おりません。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） 答弁がありました。順

次再質問をしていきます。 

  待機児童の対策は先ほど答弁されたとおり、３

人の方が既に質問されています。そういった中で、

別の角度から再質問ができればと試みてみたいと

思います。 

  ⑴番からです。本市の待機児童72人と入園待ち

115人がカバーできると答弁がありました。待機

児童ゼロ宣言はしなかったと私は受けとめました。

本市の待機児童はゼロになるとは言わなかったの

はどうしてでしょうか。聞かせてください。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 今まで今回の議会

の答弁の中で、200人を超える新たな定員の見込

みが立っているというお答えをさせていただいた

ところです。 

  単純に申し上げれば、当然のことながらこちら

の115人という入園待ちの児童の枠は確保できる

だろうとは思うんですが、ある程度の見込みは立

っていても、近年の動きを見ますと新たな保育の

需要がやはり掘り起こされているといいますか、

ある中で、この先、現在の児童の入園希望の傾向

と、どういった形でというのが確定的ではござい

ませんので、見込みとしてはカバーできるであろ

うという話だけさせていただいたんですが、ゼロ

宣言にまでは至らないというのが現状でございま

す。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） 非常にそう見込まれた

ということは、那須塩原市でやっぱり待機児童と

いう問題がそれだけ深刻だという受けとめだと思

います。 

  ぜひこういった待機児童がふえることがないよ

うに、しっかりとカバーしていっていただきたい

と思います。 

  先ほど大野議員のほうからもありましたが、安
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倍首相は衆院予算委員会で、2017年度末までに待

機児童をゼロとする目標の達成を事実上断念する

考えを示しました。２月18日の下野新聞の報道で

す。 

  2012年末に政権に復帰した安倍首相は、成長戦

略の中核をなすとして、５年で保育定員を40万人

ふやし、待機児童ゼロを目指すと掲げましたが、

事実上、これを取り下げました。 

  先に進んでいきます。 

  本市で待機児童問題で一次選考で不承諾、つま

り落ちたという子どもはどのくらいいるのでしょ

うか。落ちた子への緊急対策に知恵を力を尽くす

とともに、二次募集の枠はどのくらいあるのか聞

かせてください。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 29年度の募集とい

うことで、現在10月から１月までの受付が終了し

ているところでございます。こちらは三次募集と

いう形になっております。 

  この後、もう１回四次募集、また来年度になれ

ば空きがあればですけれども、順次毎月のように

募集はかけていくと、これが保育の入園申し込み

に対する状況ということで、三次募集まで、10月

から１月までの受付分での状況ということですけ

れども、入園申し込み数が691件、それから入園

決定数が572で、取り下げという方がいらっしゃ

って、それが21ということで、現在のところ、そ

れで決まらなくて入園を待っているという子ども

さんの数が98というところになりますので、パー

セントで言いますと、取り下げを含まないで計算

しますと82.78％というところです。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） ちょっと気になったと

ころで、取り下げた方が21人というのは、複数の

申し込みをしていた、重複の申し込みをしていた

という捉え方でいいんでしょうか。 

  それとも、ほかが受かったから取り下げるよう

にという、そういう働きかけが東京都や関東地区

であると聞いています。認定こども園に受かった

ら、保育園の申請は取り下げるようにというのが

すぐ来るという、そういう調査がありますので、

その辺もあわせて聞かせていただきたいと思いま

す。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 取り下げの中身、

内容ということなんですが、ほかが決まったから

取り下げるようにということで、こちらからお願

いをしたというものではなくて、それぞれのご事

情で取り下げをされたりとか、そういうものだと

理解はしております。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） 入園申し込み者のほう

で取り下げたというふうに受けとめて、安心した

ところです。 

  ３人の方が既に質問をしていますので、ちょっ

と先に進みます。 

  本市で昨年、潜在保育士の採用に結びついた事

例、潜在保育士の再就職といいますか、こういっ

た事例は何人あったのでしょうか。取り組んでい

るところというお話がありましたが、もうちょっ

と詳しく聞かせていただきたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 潜在保育士の職場

復帰に向けて取り組んでいるということの実績と

いうところですが、昨年度は市独自で研修を行っ

ておりますが、今年度につきましては県で行う事

業に参入させていただくという、連携してやらせ
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ていただいているというところで、市で行って、

そもそもすいません、昨年度までの実績について

は、参加者自体が非常にやはり少なかったという

こともありまして、すぐ数字は出てきていないん

ですが、本当に１桁の参加で１桁の就職にしか結

びついていなかったというのが実情でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） １桁の参加者で、１桁

の再就職があったということで受けとめていきた

いと思います。 

  確認に入ります。国の進める企業主導型の保育

や小規模保育のことについてです。 

  先ほど答弁がありましたが、そうした中での本

市での企業主導型の保育、小規模保育、これが設

置した数、どのくらいか、もう一度聞かせていた

だきたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 先ほど１回目の答

弁でも申し上げておりますが、小規模保育事業、

これは平成27年度に設置したんですけれども、小

規模保育事業所が６カ所、家庭的保育事業所が１

カ所、これは認可を受けているというところでご

ざいます。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） そうすると、企業主導

型の保育はないという認識でよろしいでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 企業主導型という

のは、新しい制度の中かと思うんですが、現在本

市においてはないということでございます。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） わかりました。 

  ⑶に入っていきます。 

  国は2017年に認可外、認可を含めて日常的な巡

回指導を行う巡回指導員の人件費１人当たり400

万円程度を補助し、600から700人分を確保すると

し、安全確保に向け一歩前進がありました。 

  600人から700人というと、那須塩原には１人か

２人来るというふうな考え方で受けとめていいん

でしょうか。新しい制度ということで、予算書を

見ると講演会があるだけしか記載されてないんで

すが、もうちょっと詳しく聞かせてください。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 議員が今、予算書

を見るとというところで、事故防止に向けた講演

会というところをごらんになって、本市の予算書

のところをごらんになったのかと思うんですが、

先ほど申し上げたように、こちらは新しい制度で、

私どものほうに情報が入って来たのが当初予算の

計上よりも後ということもありますし、どういう

形でこちらの職員を任用できるかというところも

まだはっきりわからない状況なのが正直なところ

で、ただ本市として有効に活用といいますか、制

度として有効であると考えた場合には、当初予算

には載せておりませんが、今後の検討の中で、例

えば予算が必要となれば皆様に提示して、ご承認

いただく等の方法はとっていくべきだろうとは考

えております。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） わかりました。新しい

制度ということで、これから期待したいと思いま

す。 

  今まで企業主導型の保育所とか、巡回指導員の

話を聞いてきたのは、これから先の話につながる

からです。昨年東京や大阪の企業内保育所で死亡

事故が相次いで起きました。本市でも認定こども

園のプールで女児が溺れ一時意識不明となった事
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故があります。とても他人事とは思えない状況で

す。元気に通園しているとの報告が何よりです。 

  このような事故の検証が行われ、詰め込みにな

っていなかったか、保育所の不足や配置が足りて

いたのか、どのような教訓が得られたのかなど、

わかる範囲で答弁を求めます。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 保育中の事故防止

に向けた取り組み、それから昨年の事故に関する

検証の結果についてというご質問かと思います。 

  昨年の事故につきましては、検証委員会を開催

して、ただいま報告書の最終的な取りまとめの段

階に入っております。 

  議員の皆様にも年度内には報告書、検証委員会

から報告書が年度内に提出された後になりますけ

れども、ご提示できるのではないかということで

進んでおりますので、どういう内容でというとこ

ろは、今皆様にお示しするものではないというの

が、申しわけございませんが正直のところです。 

  それから、教訓ということですが、当然のこと

ながらその中でいろいろな分析等がされておりま

すので、その結果を真摯に受けとめて本市として、

また保育の施設において今後どういうことを心が

けていったらいいかというところは、今後も今ま

でどおりに、またそれ以上に検討していかなけれ

ばならない課題だということでは捉えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） 事故の分析、検証、そ

こから得られた教訓のさらにその前に向けた対策

ということで、今月中にと報告書が提出されると

いうふうに受けとめました。 

  ぜひこうしたところをしっかりとこれからの保

育行政に生かしていってほしいと思います。 

  ⑷に入りますが、他市町でも独自の子育て支援

ということについては、先ほど答弁が出ています

ので、その答弁で今回の質問は閉めたいと思いま

す。 

  以上で私の一般質問を終わります。 

○議長（中村芳隆議員） 以上で、11番、髙久好一

議員の市政一般質問は終了いたしました。 

  ここで10分間休憩いたします。 

 

休憩 午後 ２時１１分 

 

再開 午後 ２時１９分 

 

○議長（中村芳隆議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎答弁保留の答弁及び発言の訂正 

○議長（中村芳隆議員） ここで保健福祉部長から

発言があります。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） 先ほど髙久議員の

再質問に幾つか保留ということで答弁を控えさせ

ていただいた点につきまして、改めてお答えを申

し上げたいと思います。 

  まず特別養護老人ホームには虐待等の理由で要

介護１、２の方が入っているかというようなご質

問についての答弁を控えさせていただきましたけ

れども、実態というか、実際には要介護１、２で

現在のところ特別養護老人ホームに入っていると

いうような事例はなしということでございます。 

  あわせて、そのような場合に施設等で入所につ

いて門前払いのようなことがあったかというよう

なことにつきましても、そういったような事実は
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ないということで、ご報告をさせていただきます。 

  あと、もう一つなんですが、介護保険の普通徴

収の方で年間の年金が18万円未満の方についてな

んですけれども、この方たちにつきましては、現

在対象者は2,311人ということで、介護保険の総

加入者が２万6,403人でありますので、全体の

８％というような状況であります。その中で、

2,311人の中で現時点で５人の方が給付制限を受

けているというような状況にございます。 

  実際には、その５人の中でお一人だけが実際に

介護サービス、福祉用具の給付などを利用してい

るというようなところで、実際的にそういった方

への給付制限というものが行われているというよ

うな実態がございます。 

  あともう一つなんですけれども、そういった低

所得の方に対して生活保護へシフトするようなこ

と、そういったことはどれぐらいあったか、そう

いったケースがあったかというようなことなんで

すけれども、これについては、この介護保険の給

付制限を受けたというようなことをもって、生活

保護ということには一概にはなりませんので、や

はり試算とか扶養義務とか、もろもろのことが要

因としてありますので、こういったことについて

は、お答えとしてはわからないというようなお答

えで容赦いただきたいというふうに思います。 

  以上、答弁の訂正と修正をさせていただきます。 

  あともう一つ、申しわけありません。 

  国保のほうの答弁の中で、基金の残高で私再答

弁したところで、27年度末の基金残高を16億

3,000万円と言うべきところを163億と言ってしま

ったそうです。そこ大きく数字が間違っておりま

すので、16億3,000万円ということで訂正をお願

いいたします。 

  以上、報告とさせていただきます。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 齊 藤 誠 之 議員 

○議長（中村芳隆議員） 次に、４番、齊藤誠之議

員。 

○４番（齊藤誠之議員） 皆さんこんにちは。議席

番号４番、ＴＥＡＭ那須塩原、齊藤誠之です。 

  通告に従いまして、市政一般質問を行わさせて

いただきます。 

  １、健全且つ持続可能な財政運営について。 

  地方財政の果たす役割は、教育や福祉、防災等

に加え、道路、農業等の社会基盤の整備を初めと

した市民生活と密接に関係しており、地方財政は

国の財政と並ぶ車の両輪として極めて重要である

と考えます。 

  また、今後も地方分権改革のさらなる推進や少

子高齢化社会に向けた介護・医療・子育て支援な

ど地方公共団体が担うべき役割に則した地方税等

の財源確保と持続ある安定した財政運営がますま

す重要となってきます。 

  その中で、本市の財政は健全化判断比率及び資

金不足率においてもいずれも適正と認められ、指

摘すべき事項は特にないとの監査委員からの意見

もいただいております。 

  市民から貴重な税金を無駄なく有効に活用し、

効率かつ効果的な市民生活に直結する優先度の高

い施策を講じるためにも、財政運営は必要である

と考えることから、以下の点についてお伺いいた

します。 

  ⑴本市の財政力指数及び実質収支比率、経常収

支比率、実質公債費比率、公債費負担比率の推移

についてお伺いいたします。また、財政健全化の

視点からどのように捉えているのかお伺いいたし

ます。 

  ⑵本市の人口や予算規模から現在の地方債残高
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が適正だと考えているか、お伺いいたします。 

  ⑶地方債の発行及び返済の推移を勘案し、基礎

的財政収支（プライマリーバランス）が適正だと

考えているかお伺いいたします。 

  ⑷財政健全化を広く市民に説明するため、どの

ように周知しているのかお伺いいたします。また、

財政指標等は専門用語が多いため、市民に理解さ

れやすい取り組みについて、どのような配慮をし

ているのかお伺いいたします。 

  ⑸持続可能な財政運営のため、新たな歳入財源

確保についてどのように考えているのかお伺いい

たします。 

  ⑹健全且つ持続可能な財政運営を達成するため、

これから作成する中長期財政の見通しをどのよう

なものとしたいか、考えをお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  副市長。 

○副市長（片桐計幸） １の健全且つ持続可能な財

政運営について、私から⑴の本市の財政力指数及

び実質収支比率、経常収支比率、実質公債費比率、

公債費負担比率の推移と、それらを財政健全化の

視点からどのように捉えているかについて、お答

えをいたします。 

  各指標の推移については、過去10年間の傾向と

いうことでお答えをいたします。 

  財政力指数は、標準的な財政活動を行うために

必要な財源をどの程度自力で調達できるかをあら

わす指標で、平成18年度は0.861であったものが、

平成20年度には0.895まで上昇しましたが、その

後はやや低下し、平成27年度は0.826となってお

ります。県内市の中では３番目に高く、県内市平

均値の0.743を上回っており、財政力は比較的高

い状況にあります。 

  次に、実質収支比率は決算における黒字または

赤字である実質収支の多寡をあらわす指標で、平

成18年度は5.5％であったものが、年度により変

動があるものの上昇傾向にあり、平成27年度は

7.6％となっております。県内市の平均値は7.7％

で、平均的な状況にあります。 

  経常収支比率は財政の弾力性をあらわす指標で、

平成18年度は96.2％であったものが、平成20年度

には97.5％まで上昇しましたが、その後はやや低

下し、平成27年度は94.7％となっております。 

  県内市の中では最も高く、県内市平均値の

89.3％を上回っており、財政の硬直化が進んでい

る状況にあります。 

  実質公債費比率は特別会計や一部組合等を含め

た地方債の元利償還金がどの程度財政負担となっ

ているかをあらわす指標で、平成18年度は15.5％

であったものが、その後は低下し、平成27年度は

4.9％となっております。 

  県内市の中では５番目に低く、県内市平均値の

6.6％を下回っており、地方債の元利償還金によ

る実質的な財政負担は比較的少ない状況にありま

す。 

  公債費負担比率は、地方債の元利償還金に充て

られた金額の多寡をあらわす指標で、平成18年度

は17.5％であったものが、平成20年度には19.4％

まで上昇しましたが、その後は低下し、平成27年

度は15.0％となっております。県内市の中では５

番目に高く、県内市平均値の14.0％を上回ってお

り、地方債の元利償還金が一般財源に占める割合

はやや大きい状況にあります。 

  これらの指標から、財政の硬直化が進んでいる

ものの、財政力は高い水準で推移しており、また

公債費に係る指標も適正な水準へと改善してきて

いることから、本市の財政はおおむね健全な状況

にあるものと考えております。 

  以上です。 
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○議長（中村芳隆議員） 総務部長。 

○総務部長（和久 強） 続きまして、私からは⑵

から⑹までのご質問について、順次お答えをいた

します。 

  初めに、⑵の本市の人口や予算規模から現在の

地方債残高が適正であると考えているのかについ

てお答えをいたします。 

  平成27年度末の普通会計における地方債残高は

約353億円で、市民１人当たり約29万9,000円とな

っております。市民１人当たりの地方債残高は県

内市の中では４番目に少なく、県内市平均の36万

6,000円を６万7,000円下回っておりまして、比較

的少ない状況にございます。 

  また、歳出決算額に対する地方債残高の割合に

つきましては74.3％で、県内市の中では３番目に

低く、県内市平均値の79.7％を下回っており、比

較的少ない状況にあります。 

  なお、地方債残高の多寡をはかる指標としまし

て、既に借り入れた地方債全額を経常的に確保で

きる財源で返済した場合に、何年かかるかをあら

わす地方債の償還可能年数という指標があります

が、平成27年度普通会計決算ベースで約5.5年と

なっており、平均的とされております３年から９

年の範囲内となっております。これらの状況から、

本市の地方債残高はおおむね適切な範囲にあるも

のと考えております。 

  次に、⑶の地方債の発行及び返済の推移から、

基礎的財政収支が適正だと考えているのかについ

てお答えをいたします。 

  基礎的財政収支、いわゆるプライマリーバラン

スでございますけれども、地方債の償還金である

公債費を除いた歳出と地方債発行額を除いた歳入

のバランスを見るものでございまして、財政構造

が持続可能なものとなっているかをあらわします。 

  プライマリーバランスの過去10年間の推移を見

ますと、平成20年度と平成21年度は那須塩原クリ

ーンセンター整備事業により、平成27年度は地域

総合整備資金貸付事業などによりまして、地方債

発行額が増加したため赤字となりましたけれども、

その他の年度につきましては黒字となっておりま

す。おおむね適正な状況にあるものと考えており

ます。 

  次に、⑷の財政健全化を広く市民に説明するた

め、どのように周知しているのか、また専門用語

が多い財政指標等を市民に理解されやすい取り組

みをしているのかについてお答えをいたします。 

  財政指標等の多くは、財政状況がどのような状

態にあるのかを示したものでございますけれども、

本市においては、特に財政の健全性をあらわす指

標としまして、実質赤字比率、連結実質赤字比率、

実質公債費比率、将来負担比率、資金不足比率に

ついて市広報紙とホームページに掲載をして、お

知らせをしているところでございます。 

  これらの指標につきましては、言葉そのものが

難解で、イメージとして捉えにくいものでありま

して、掲載に当たっては、イラストを用いて状態

を示しておりますが、さらにわかりやすい表現と

なるよう研究してまいりたいと考えております。 

  次に、⑸の持続可能な財政運営のため、新たな

歳入財源確保について、どのように考えているか

についてお答えをいたします。 

  人口減少に伴って税収の減少が見込まれる中、

市民ニーズに的確に対応していくためには、財源

の確保は欠かせません。そのことから、市税の適

正な課税と公平な収納対策だけではなく、市税以

外の債権の適切な管理、サービスに対する適切な

受益者負担を求める使用料・手数料の見直し、ふ

るさと納税の増加に向けた仕掛けなど、新たな自

主財源の確保に取り組んでいく必要があるものと

考えております。 
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  また、未利用市有地の売却や市有財産を広告媒

体としてさらなる活用を検討するなど、先進自治

体を参考にしながら、歳入確保につなげていきた

いと考えております。 

  最後に、⑹の健全且つ持続可能な財政運営を達

成するため、これから作成する中長期財政の見通

しをどのようなものにするかについて、お答えを

いたします。 

  中長期財政の見通しにつきましては、今後10年

間の財政収支を見通すことで、中長期的な視点で

本市財政の課題を把握するとともに、その対応策

と進むべき方向性を財政的側面から見出し、施策

や事業を選択する際の財源的な道しるべとするた

めに作成をいたします。 

  特に、地方債の発行額は投資的経費の総量と連

動し、また地方債発行による後年度の償還金の動

向が財政に与える影響が大きいことから、今後予

想されております新庁舎整備整備事業や第２期最

終処分場整備事業などの大規模プロジェクトを織

り込みつつ、将来の財政の姿についてシミュレー

ションを行う考えでおります。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） ご丁寧な答弁いただきま

した。 

  それでは、随時⑴から⑷番まで、一括にて再質

問させていただきます。 

  ⑴の答弁では、本市の財政はおおむね健全な状

態であるというお示しがありました。その中の答

弁いただいた中で、皆さんも決算カードとか議員

の方見ていらっしゃると思うんですけれども、経

常収支比率という表記があります。これは市税な

ど毎年入ってくる収入のうち、人件費など毎年恒

常的に支払われる支出にどの程度充てているかと

いう指標で、この数値が高いほど毎年入る収入の

ほとんどを毎年必要な支出に使っているというこ

とになり、財政の余裕が少ない状態、それを財政

の硬直化であると考えられると言っております。 

  そこで、経常収支比率は平成18年度からなかな

か改善されてきませんが、その理由についてお伺

いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 平成18年度から経常収支

比率が改善されていない、その理由についてとい

うようなことでございますが、先ほど副市長のほ

うから答弁がありましたように、本当に90％台と

いうふうな、高い比率を維持してしまっていると

いうふうなことでございますけれども、そこのと

ころを分析いたしますと、人件費は減少している

というようなところでございますが、その一方で、

生活保護費とか、障害者福祉サービス費、そして

児童手当費などの扶助費が大幅に増加したことが

大きな要因の一つになっているんだろうというふ

うに考えております。 

  また一方、政策的な経費としましては、特に市

が重点的に展開しております子育て環境の整備で

あるとか、あるいは学校教育における学習支援、

そういったものが経常収支比率に影響しているん

だろうというふうに考えております。 

  またつけ加えて、財政運営面というふうなとこ

ろで考えますと、過去に借り入れをしました市債

の返済金であります公債費について、将来世代に

大きな負担を先送りしないというふうな基本姿勢

から、建設事業にかかわる地方債の返済期間を現

在のところ原則としまして10年間と、比較的短く

設定しているというふうなところも影響がしてい

るというふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） ただいまご説明いただき
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ました。収支比率に関しましては、今の扶助費の

増加ですね。あと借金の返済を短く返している。

そして国の補助金に頼らない独自の財政を支出し

ているということで、なかなか下がらないという

ご説明をいただきました。 

  ただこれ、指標的には70％から80％が適当だと

言われていますが、逆に70％から80％の自治体は、

それだけメニューを行っているのかどうかという

ところも疑問になるという、最近の指標では出て

いるということで、ご説明いただきましてありが

とうございました。 

  それでは、経常収支比率の続きなんですが、短

期間で改善させるにはなかなか困難だとは思いま

すけれども、仮に改善させるということになった

場合、どのような点に配慮する必要があるかお伺

いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） この高どまりしておりま

す経常収支比率を改善するためにはというふうな

ところのご質問かと思いますけれども、本当に扶

助費にかかわる歳出の増加を抑制するというのは、

すごく難しいというふうに考えております。 

  また、政策的な経費でありましても、継続的に

実施するものは全て経常収支比率の対象となる経

費となっていくというふうになってしまいます。 

  このような状況を考えますと、歳出の削減によ

って経常収支比率を短期間で改善するというのは

なかなか難しいのかなというふうに考えておりま

す。 

  既存事業の見直しなど、行財政改革の取り組み

を着実に、そしてできるだけ早く実施していくこ

とで、この経常収支比率の改善を図っていかなけ

ればならないだろうというふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） なかなか何かを削ってや

ってくれというと、サービスが行き届かなくなる

というところで、聞きながらも葛藤があるんです

が、経常収支比率は先ほども申しました決算カー

ドというところに２つほど指標が右と左に載って

いるんですが、２つの種類があります。 

  １つは、減税補填債や臨時財政対策債の経常一

般財源に含めない率。あとはもう１つは含めたも

のが決算カードに表記されています。 

  この中に、経常一般財源の収入がどの程度充当

されているかという収入には、臨時財政対策債と

いう言葉が入ってきます。この臨時財政対策債は

経常収支比率の算出の分母に入るということで、

使うことによっては経常収支比率が下がるという

ことなのですが、まずこの臨時財政対策債につい

て、ひとつご説明いただきたいんです。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 臨時財政対策債というの

はどういったものかというふうなことでございま

すけれども、本来、普通交付税としまして地方に

交付されるものでございますが、国のほうでその

交付税の金を確保できないといった場合、そうな

りますと地方に必要額を交付できなくなってしま

うというようなことになります。 

  その結果、地方においては財源不足となりまし

て、予定していました行政経営ができなくなって

しまうというようなことになっています。 

  これを回避するために、不足する額について地

方が臨時財政対策債を発行しまして、財源調整、

調達を行うというものであります。 

  国におきましては、後年度におきまして普通交

付税の算定において臨時財政対策債の元利償還金

の全額、これを基準財政需要額に算入しますよと

いうふうなことにしておりまして、これはどうい
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うことになるかといいますと、地方が不足する普

通交付税を立てかえておいて、後で国が埋め合わ

せをするといった仕組みとなっているというよう

なことでございます。 

  これまで本市におきましては、この臨時財政対

策債の発行可能枠というのがあるわけなんですが、

その全額を発行したことはございません。合併に

よる普通交付税の優遇措置については、平成27年

度からご存じのとおり提言をしてきているという

ようなところでございますので、不足します財源

の代替としては臨時財政対策債の発行に頼らざる

を得ない状況にはなってきているというふうなと

ころでございます。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） ただいまご説明いただき

ました。 

  臨財債を使うことによって財源に充てるという

ことで、頼らざるを得ないということで、今まで

那須塩原市は全額発行をしなかったということで、

かなり頑張ってきたんだなということが、私なり

にわかっていたんですが、交付税をいただくため

の基準財政需要額に算入をしないと、今後の国の

計算式によっては需要額が満たされて、要は使わ

なくても満たされているんであれば、収入額も減

らして交付税を減らすということを考えてしまう

と、国からいただける財源が減ってしまうという

ことで思えば使っていくのしかないのかなという

ところは、ただいまのご説明も思いながら感じさ

せていただきました。 

  今後、こういった指標が２つ示されている中で、

経常収支比率というものをまた注視していきたい

と思います。 

  続きまして、実質収支比率、財政収支を見るた

めの代表的な指数がこの10年間で大きく改善して

いますが、どのような理由によるものと捉えてい

るのか、お伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 実質収支比率の改善、ど

ういった理由かというようなご質問かと思います。 

  この実質収支につきましては、予算に対する収

入の過不足と歳出における不用額の差し引き結果

として決算時に剰余金としてあらわれてくるとい

うようなものでございまして、このため、年度ご

とに歳入面、歳出面ともさまざまな要因がありま

して、一概にこれだというふうな理由というのは

なかなか申し上げるのは難しいところではござい

ますけれども、歳出予算の執行に当たっては、や

はり厳しい財政状況を背景といたしまして、最少

の経費で最大の効果をというようなことでやって

いるわけでございますので、その経費の節減に努

めてきたということが、結果としてこのような改

善につながってきたのではないかというふうに分

析をしているところでございます。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） 実質収支比率とは、自治

体の財政規模に対する収支の割合ということで、

収支が黒字ならば正の数、赤字なら負の数になる

という目標になっております。 

  一般的に３％から５％が適正な範囲ということ

でいろいろなところに載っているんですが、今回、

財政のほうではいろいろな予算立てをしながら、

実質に係る経費というものは、確定要素でできな

いものですから、あらかた予測をして立てている

中での今回のやり繰りの中での比率を、毎回財政

面のために補正予算を組んで対応していく中での

改善を目指してきたということで、これに関しま

しては引き続きいろんな補正予算、予算に関して

もいろいろな調査を入れながら、適当なとは言え

ないですね。適正に管理していっていただきたい
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と思います。 

  続きまして、今後も財政の健全化を維持するた

めには、どのようなことが必要であるかと考えて

いるかお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 今後も財政の健全化維持

するためにはというふうなご質問でございます。 

  やはりこれから人口減少というふうなこともあ

りますので、本当に財政の健全性を維持していく

というのは重要なことだというふうに認識してお

りますけれども、そんな中で、これは企画部とい

うようなことになりますが、行財政改革推進計画

というものを策定してございます。これから、こ

の議会において議決をいただくというようなこと

になっていますけれども、その取り組みを着実に

推進するというふうなことが必要だろうと。それ

をもって予算のほうにも反映をしていくというふ

うなことが重要だというふうに考えております。 

  先ほどお答えをさせていただきましたように、

歳入においては、やはり何といっても基本となり

ます市税の収入を確保するというふうな観点から、

収納率の向上、それから税だけではなく、税外の

債権の徴収の許可もしなくてはならないだろう。 

  それから、これからも重複いたしますけれども、

使用料、手数料の見直し、あるいはふるさと寄附

等による新たな歳入の確保、未利用市有地の売却

などをますますこれから進めていかなければなら

ないだろうというふうに考えております。 

  歳出におきましては、既存事業の目的、必要性、

それから費用対効果、こういったものを十分に検

討しまして、事業の重点化を図る。それからスク

ラップ・アンド・ビルドというものを進めなくち

ゃならないだろうというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） 現状では、那須塩原市の

財政、決して私が研修に行ってきたときに、隣県

のセミナーに来た方々と見比べて見たときには、

かなり財政のほうは豊かという表現ではないです

けれども、状態がいいということで聞いておりま

すが、今後人口減少も含めた扶助費の高騰、あと

は子どもの生産年齢ですね。減少も含めて財政の

健全化においていろいろな厳しい判断は出てくる

と思いますが、この市が永続して生きていくため

には、そういった厳しい判断も必要だということ

が、ただいまのご説明でわかりました。 

  ⑴のほうは以上とさせていただきます。 

  続きまして、⑵⑶なんですが、本市の地方債残

高と地方債発行額と返済額とのバランスはおおむ

ね適正な範囲の状況であるということがわかりま

した。 

  そこでお伺いいたします。今後も適正な範囲、

状況を維持していくためには、どのような点に配

慮する必要があるかお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） プライマリーバランスと

いうようなことで、今後も適切な範囲、状況を維

持していくためにはということでございますけれ

ども、ご案内のとおり、公共施設整備に当たりま

しては、多くのお金が必要となるというふうなこ

とでございます。 

  もちろん将来世代も利用するものでございます

から、多くの場合はやはり借金、つまりは地方債

を発行して財源を調達するということになります。 

  黒磯駅周辺地区都市再生整備計画事業、あるい

は第２期最終処分場整備事業、あるいは国体に向

けた体育施設整備などがこれからあることから、

当面地方債の発行額というのは高い水準で推移を
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していくんだろうなというふうに考えております。 

  また、地方債発行額が特に多額となる年度につ

きましては、事業がやはりどうしても重複してし

まうというような状況がこれから出てくることに

なりますが、そういった場合については、プライ

マリーバランスが赤字となる場合も出てくるだろ

うというふうに考えられます。 

  地方債の発行につきましては、後年度の公債費

に直接影響するために、その事業の実施に当たり

ましては、必要性を十分に検証した上で、複数年

度、例えば四、五年、五、六年のスパンで借りる

総量の管理を行うとか、あるいは単年度、ある特

定年度にたくさんのお金を借りるというのではな

くて、できるだけ平準化にするとか、そういった

ことをこれからも実施していく必要があるだろう

というふうに考えております。 

  こういった財政運営によりまして、今後も適正

化に進めていきたいというふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） ただいまご説明いただき

ました。 

  地方債に関しましては、世代間の負担の公平と

いう役割があり、残高をゼロにしていってくれと

いうわけではございませんが、住民生活の利便性

等のために公共施設などを整備する財源として、

有効活用することを考えていく、その中で先ほど

のような説明がありました。 

  年度において、地方債の新たな発行額が元金の

償還額以下ならば地方債残高が減少していくこと

になり、黒字になるという説明があったとおり、

事業によっては赤字の年が出てくるよという説明

の中で、使った後にはまたどこかで抑えて平準化

していくということで理解いたしました。 

  続きまして、今後庁舎建設や黒磯駅周辺地区都

市再生整備計画事業、第２期最終処分場整備事業、

黒磯消防署整備事業など、大型の事業が控えてお

りますが、定例会初日に即決いたしました総合計

画の最終年の地方債残高は適正水準を維持できて

いると考えているか、お伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 総合計画・前期基本計画

の最終年度のところで地方債残高は適正水準を維

持できるのかというようなご質問でございますけ

れども、この前期基本計画におけます財政見通し

でございますが、５年間で256億円の地方債発行

というようなことを見込んでいるところでござい

ます。 

  つまりはそれだけの借金をするというようなこ

とでございますが、そうしますと、平成33年度末

の地方債残高につきましては、もう前から借りて

いる借金もございますので、それらを含めますと

約372億円になるだろうというふうに予測をする

ところでございます。 

  また、歳出の決算額に対します地方債の残高の

割合といいますのは、78.2％というふうに推察を

されるところでございまして、これはちょっと平

成27年度との比較となってはしまいますが、27年

度のパーセントが74.3％というようなことでござ

いますので、3.9ポイント上回るだろうというふ

うな予測をしてございます。 

  そんなところからしますと、これもちょっと平

成27年度の値になってしまいますが、県内市平均

値の79.7％を下回るというようなところからする

と、おおむね適正な範囲にあるんではなかろうか

というふうに考えられます。 

  ただ、公債費の算出に当たりましては、先ほど

来申し上げておりますように、事業債の償還期間

を10年というふうにしておりますので、これらを

耐用年数に応じて延長した場合につきましては、
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地方債の残高については、若干増加するだろうと

いうふうには思われます。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） 256億円の元利償還金を

発行するということで、現在の地方債残高が353

億円、そして372億円から引くと19億円の増にな

るというご説明をいただきました。それを償還し

ていくのに10年とする中で、多少残高は増加する

可能性があるけれども、県内の平均値に関しては

まだ下回るということで、今までうまくやり繰り

をして、そういった基金等も含めて財政の運営を

してきた中での投資をしていくという本市の財政

のバランスですね。そういったところを今回、私

もこういった質問をしながら学ばさせていただい

ております。 

  そういった中で、地方債残高の適正水準を今の

ようにこれから維持していく中で、財政の健全化

する持続可能な財政を運営するために、そういっ

た大型事業を実施する際には、基金の取り崩しも

有効な手段だと考えておりますが、その必要性を

どのように捉えているかお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） これから大型事業を控え

て、その際には基金の取り崩しもというふうなご

質問かと思います。 

  この基金につきましては、もちろん地方自治法

というふうな裏付けがあって、その目的等を条例

で定めて設置をしているというふうなことになっ

ております。 

  でありますので、やはりその基金を設置した目

的に沿った事業の実施に当たって、その基金を崩

して使うというふうなものが基本的な考え方とい

うふうなことになりますけれども、多額のお金を

必要とする場合には、貯金でありますこの基金を

活用することが有効的な手段であるというふうな

ことでございまして、これはもちろん自分の家の

家計を考えたって、同じことが言えるだろうとい

うふうに思います。 

  一方では、大幅な税収減であるとか、災害発生

による支出を含めた、将来に備える必要があると

いうふうなことがありますし、そんなことからす

ると、取り崩すだけではだめだよねというところ

になりまして、今議会の開会日に即決していただ

きました補正予算にありますように、剰余金が見

込める場合につきましては、例えばでありますけ

れども、公共施設等有効活用基金の中に積み立て

を行うといったことも必要なんだろうというふう

に考えております。 

  このようなことから、今後の財政状況、そして

必要な事業、地方債の残高、基金残高といったも

のの推移、そしてバランス、そういったものを見

極めながら計画的に基金を活用していきたいとい

うふうに考えています。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） ただいま有効な手段だと

いうご意見をいただきました。 

  そういった中で、市の基金には財政調整基金な

ど多くの基金があると思いますが、さきに述べた

大型事業で使用できそうな主な基金と残高につい

てお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 大型事業に使えそうな基

金というようなことでございますけれども、平成

28年度末の残高見込みというふうなことで答弁を

させていただきたいと思いますが、財政調整基金、

これが約57億9,000万、そして新庁舎整備基金約

28億7,000万、合併振興基金29億6,000万、それか

ら公共施設等有効活用基金、これが10億3,000万
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というふうなことになりますので、これ合計いた

しますと約126億5,000万というふうな状況となっ

てございます。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） ただいまの使えそうな基

金というものを活用して、先ほどのご説明のとお

り、必要な公共施設を建てていくということの説

明が理解できました。 

  基金に関しましては、こういった目的をしっか

りとした基金と、あと最初に言いました財政調整

基金のような、何にでも充てがえることができる

基金を定期的に取り崩し、あるいは積み立ててと

いうことで、将来の世代間の公平の観点から、こ

れからも蓄えていく必要があるとは思うんですけ

れども、今後も今まで建ててきた公共施設等が更

新時期を迎えるというところもありますし、それ

に見合った基金を設ける必要もあると思います。 

  また、財政調整基金の取り崩しも今後ふえてく

ることから、私が学んだ本には標準財政規模の

20％、約40億ぐらいを常に維持できるような運営

をしていただければと思いますので、よろしくお

願いいたします。 

  続きまして、⑷のほうに入らさせていただきま

す。 

  財政の健全性をあらわす指標を市広報やホーム

ページに掲載してあることがわかりました。また、

イラストの使用などにより、よりさらにわかりや

すい表現の研究にも理解したところです。 

  また、広報なすしおばら等では、最近本当に見

やすくいろいろ表現されておりまして、わかりや

すくなっているというのは私も実感しております。 

  ただし、言葉の表記に関しましては、例えば先

ほどの健全化比率の指標の１つで、今回ちょっと

言ってなかったんですけれども、将来負担比率と

いう言葉があるんですが、それの説明に関しては、

「普通会計が将来負担する可能性のある実質的な

負担額の標準財政規模に対する割合」という説明

なので、これは私でもちょっと理解するのが難し

いということなので、こういったものを市民の方

にわかっていただくためには、今後こういうこと

の可能性が起こり得るものであるとか、そういっ

た表現で、ただの毎年の決算だけではなくて、将

来どうなりますよという、財政白書もとてもきれ

いにできていますので、言葉の表現だけを取り入

れていっていただいたらと思いますので、ぜひそ

ういうふうに取り組んでいただきたいと思います。 

  その中で、ホームページ、広報の中に市民がそ

ういった中で難解な財政のことを直接聞く手段と

して、生涯学習出前講座を実施しているのかお伺

いいたします。お願いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 生涯学習の出前講座を実

施しているのかというふうなお尋ねかと思います。 

  実は、市の貯金でありますとか、借金など財政

状況の説明を内容とします「なすしおさんちの家

計簿」というふうな講座を生涯学習の出前講座の

ほうに登録はしております。ただし残念ながら、

その要望がなかったために、実際に行って講座を

やったというふうな実績はございません。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） せっかく用意してても頼

まれないというのは、とても残念なことでありま

すが、将来絶対皆さんがわかっておいたほうがい

いという家計簿の話なので、こういったものもし

っかり周知していただきたいと思います。 

  また、将来財政負担を担わなければならない小

中学生ですね。そういった子どもたちにも財政の

健全化をＰＲすることなどは考えているのかどう

か、お伺いいたします。 
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○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 小中学生に対してはどう

かという突然の質問で、私のほうからお答えさせ

ていただきたいと思います。 

  直接市の財政状況について、ダイレクトで学ぶ

というのは現在のところありませんが、当然のこ

とながら、小中学校におきましては、社会科の中

で、特に小学校ですと６年生のレベルでは国の政

治についてという中で扱っておりますし、中学校

３年生の公民におきましては、もうちょっと発達

段階において深く入ってくるんですけれども、例

えば地方財政の仕組みと課題とか、あるいは私た

ちの生活と財政とか、さらには政府の役割と財政

の課題、加えて社会保障の仕組み、あるいは少子

高齢化と財政と、かなり具体的なタイトルで中学

生になってまいりますと勉強しております。 

  あわせて栃木県の租税教育推進協議会のほうで

は、毎年税に関する国税や県税に関する貴重な資

料を刷新したものが届きますので、これらをもと

に今申し上げましたような事業の中で、適宜取り

入れて勉強しているというような実態もございま

す。 

  加えて、大田原税務署管内におきます２市１町

が入っております大田原地区租税教育推進協議会

という団体がございまして、こちらのほうから管

内の小学校、中学校に対しまして、いわゆる出前

講座という形で租税教室というものを適宜行って

おりまして、より身近な税の勉強をしているとい

うような状況にございます。 

  ちなみにこういったものを通して、子どもたち

には税に関する作文という募集が毎年あるんです

けれども、今年度は税に関する作文の中で、本市

の中学校２年生が国税長官賞というものを受賞し

たというようなことがありまして、こういったさ

まざまな勉強を通して、子どもたちなりに税につ

いての意識の啓発に役立っているんではないかな

というふうに思っています。 

  市の財政については、今後、どういう資料とし

て扱うかというのは難しいところですが、勉強し

てくれればと思っています。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） 勉強の中の一環として取

り入れているということで、了解いたしました。 

  ただでさえ難しい財政について、各自治体の取

り組みはさまざまに工夫されて行われております。

本市も先ほど言ったとおり、かなり横にイラスト

と文言を備えて、財政白書などは見やすくなって

いるんですが、他市においては市民による市民の

ための財政白書といって、市民がみずから財政白

書をつくるという取り組みを行っている市が、た

くさんではないんですが、ぽこぽことでき上がっ

てきております。 

  鈴鹿市というところの財政白書は、議員さん７

名が結束して財政白書をオリジナルでつくったと

か、そういったのもあり、表現をよりわかりやす

くするためには、市役所の役所の方々だけがつく

るのではなくて、そこに市民を巻き込んだ中で財

政を同じところで学び、指標を出していくことで、

財政に理解を求めるということでは、とても有効

的だと思いますので、そういった先ほども言った、

小中学生を含む市民の方々に財政に関心を持たせ

られるような工夫が今後は必要となってきます。 

  そして、財政の効果においては、決算だけでは

なくて、よく執行部のほうで言っています分野横

断的に、私たちが議員の研修で教わったとおり、

それを行ったせいでどうなったんだというところ

もあらわしてくれると、市民の方は、あ、これを

ここにこうしたからこうなったんだというところ

まで、それをアウトカムと教わったんですが、そ
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ういったものも含めてつくっていくことが、今後

市民にとってはわかりやすく、そして関心があり、

使うところは仕方ない、使えないところはだめだ

という指標で一緒に考えてくれる財政の見方にな

るのではないかと思いますので、ぜひ取り組んで

いっていただきたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 質問の途中ですが、ここ

で10分間休憩いたします。 

 

休憩 午後 ３時０１分 

 

再開 午後 ３時１５分 

 

○議長（中村芳隆議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

  ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） それでは、⑸番のほうに

移ります。 

  今までいろいろな観点から、今後の財政につい

て伺ってきましたが、歳出抑制は避けられないと

いう話の中でも、今度は歳入の確保ですね。こう

いったものは重要な財源になる中での答弁をいた

だいたと思います。 

  まず、税収を上げるためには、若者の移住を促

し、そのための働く場所を確保するために企業を

誘致するということで、今回の条例制定の案とか

上がってきておりますけれども、本市は取り組み

を始めたというところがありますが、例えば、新

たな自主財源の確保についてなんですが、今現在

で何か考えているものはありますか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 新たな財源確保の考えは

ということでございますが、全くその新たな財源

確保というものにつきましては、現在のところ持

ち合わせてないというふうなところでございます。 

  先ほどお答えしましたように、いろんなご意見

ございますが、ふるさと納税でありましたり、使

用料、手数料の見直しでありましたり、税の収納

率の確保とか、そういったもののまずは強化、拡

充、そういったものというふうに考えております

けれども、これにつきましては、やはり何か新し

い財源の確保というものをしっかりと研究してい

きたいというふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） ちょっと外れるかもしれ

ないんですけれども、ふるさと納税の額などがわ

かれば教えていただきたいんですが。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） ふるさと納税の寄附額の

お尋ねでございますが、こちらにつきましては、

昨年との比較で申し上げますと、まず平成28年度

の１月末時点の平成28年度の給付額についてでご

ざいますが、２億1,518万1,000円ということにな

っておりまして、件数的にも１万1,389件という

ような実績でございます。対前年度の関係で申し

上げますと、寄附額については1.7倍、そして寄

附件数については1.9倍といったような状況でご

ざいます。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） 飛び抜けた質問で申しわ

けございませんでした。ありがとうございました。 

  前年度よりもまた1.7倍ふえているということ

で、これは企画のほうと企業との、そういった意

味で対策というか、取り組みが生かされていると

いうことだと思います。 

  そういった寄附も含めてふるさと納税の活用で

あったり、前回も質問ちょっとしようと思ったん

ですがあれだったんですけれども、企業版のふる
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さと納税、あるいは使用料、手数料の見直し、こ

ちらは答弁にありましたね。あと税徴収率の現状

の比較等及び改善計画、公共施設への命名権、ネ

ーミングライツ、あとクラウドを活用して寄附集

め、そして最後に法定外普通税の導入、検討とい

うことで、これはネットで開いてきたものなんで

すが、法定外税というのがあるのはご存じでしょ

うけれども、これは地方税法で定められている税

目とは別に、自治体が独自に条例を定めて課せる

税のことであります。 

  この法定外税には税の使い途を特定しない法定

外普通税と、特定する法定外目的税があり、総務

省によれば26年４月現在で前者、使い途を特定し

ないものが19自治体、特定をしているものが36自

治体が実施しているという情報があります。 

  そういった中で、あらかた例を言ってみますと、

富士河口湖町では魚を釣るときの遊漁税、東京都

であれば法定外目的税ですが宿泊税、熱海では別

荘等所有税、太宰府市では歴史と文化の環境税、

こういったオリジナルで自分たちで税の確保をす

るために考えて実施している前例があるんですけ

れども、こういった取り組みについてはどう考え

られるか、お伺いをします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 法定外税というようなこ

とでご質問をいただきましたが、確かに全国的な

事例を見ますと、今、議員からお話があったよう

な例があるわけでございますけれども、やはり税

をいただくというふうなことになりますと、市民

の皆様方に納得していただかなくてはならない、

そういった市民の方々がそうだ、これはやっぱり

特別に税金を払ってやるべきものだというふうな

合意形成が非常に大切だというふうに考えており

ます。 

  そんなことからしますと、なかなかすぐにあれ

をというふうなことが難しいのかなというふうに

思いますけれども、今後一つの研究材料として考

えていきたいというふうには思います。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） 例えば、今ご答弁いただ

いたんですが、こういった歳入確保をするための

考えをプロジェクトと呼んだ場合は、各課でやる

ものなのか、あるいは総務さん、企画さんで振る

ものなのか、そういったものをちょっと教えてい

ただけれると、と思うんですが。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） まあ、こういうふうな法

定外の税をやるときに、どこが所管となってやる

のかというふうなご質問かと思います。 

  やはり総括的なところというふうなことになり

ますと、税を預かっていますのは私ども総務部と

いうふうなことになります。 

  ただ、政策的な部分がかなりあるというふうな

ことになりますので、やはり企画、総務部門にお

いて主管となりまして、その必要性というものを、

ではどういうふうなものがあるのか、それを担務

するのはどこの所属になるのか、そういった整理

をしながら行うようになるのではないかというふ

うに思っております。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） ぜひ歳出を抑制するため

に課があって、それは大変だ、あれ大変だという

話も必要なんですけれども、歳入確保のためにで

きるものを考えていっていただきたいし、今、総

務部長お答えのとおり、今住んでいる市民から取

ろうとする、税を取ってくれと私は言いたいわけ

ではなくて、外から来る方々に補填してもらえる

税、さっきの遊漁税とかもそうだと思います。 
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  あと、環境で言えば、あくまで例ですが、北九

州市あるいは愛知県のほうでやっている産廃税と

いうものがあります。そういったもので、外から

運ばれれてくるものに対して税をかけるというも

のは、決して市民に負担がかかるものではない。 

  そういったもので微々たるものか、大きなもの

かではなくて、例えばネーミングライツに関しま

しても、味の素スタジアムとか、そういうでかい

ところだと何十億の話ですが、ほかの市では10万

円からでも、あるいは100万円からでも３カ年で

ということで、本当にそれを確かに微銭というん

ですかという話なんです。幾らでも払ってくれる、

市のためにやってくれるという人たちの気持ちを

感化させるような取り組みにこれからしていかな

ければ、お金が欲しいという取り合いだけをして

いても絶対無理ですし、そういった負担を市では

求めていきながら、歳入確保にも努めてますとい

う結果にもなっていくと思いますので、ぜひこれ

は１回皆さん、それぞれにできるものだと思いま

すので、お時間取って考えていただきたいと思い

ますので、よろしくお願いいたします。 

  先ほども言ったとおり、とにかく市民負担の前

にやれることを考えて、そして市民の方には公

平・公正にやって歳出していただきたいというと

ころを思いまして、この項の質問を閉じさせてい

ただきます。 

  最後になります。⑹です。健全かつ中長期の財

政の見通しにつきましては、今、ホームページ上

では平成23年から32年の10年間の平成26年２月改

訂版が掲載されております。 

  今後、中長期財政の見通しについては、多分全

協のときに部長おっしゃられていたと思うんです

が、いつごろ作成を考えているのか、お伺いいた

します。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 中長期財政見通しいつご

ろかというようなところでございますけれども、

予定しておりますのが平成30年度、それから31年

度の実施計画の策定に合わせまして、ことしの10

月から11月ごろには作成をしていきたいというふ

うに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） 最初の答弁でいろいろな

観点から見出し、作成していくというお話を聞い

ております。この中長期財政の見通しの実効性を

担保するために、進捗管理をするための組織を考

えているのかどうかお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  副市長。 

○副市長（片桐計幸） 議員から財政運営について、

少しいろいろとご質問をいただいてきたわけです

けれども、要はいかに健全な財政を維持していく

かというところにあるんだろうと思うんです。そ

の点について市長と意見交換等してきているとこ

ろでございまして、まずは行財政改革の推進とい

うところで事務事業の見直し、より選択と集中と

いうことに取り組んでいかなければいけないだろ

うというようなことで考えております。 

  また、今お話があった財源の確保ということで、

財源の確保ということに関しましては、１月に私

就任後、財政のほうに、財源の確保について研究

しているということで指示はさせていただいてい

ます。 

  そういった中、中長期財政計画の見通しの進捗

管理をどうしていくかということでございますけ

れども、これについては、総合計画の進行管理と、

先ほど申し上げました行財政改革の進行管理と非

常に密接でございますので、それらを担務してい

る企画部門と財政部門が一緒に取り組まなくちゃ
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ならないというふうに考えておりまして、具体的

な体制についてはこれから考えていきたいなとい

うふうに思っています。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） 今、総務、企画というこ

とで、前段の頭に立つところで協力してやってい

くという話が出たんですけれども、できれば財政

に関しては、各課は予算要求するだけではなく、

この進捗に関しては皆さんでやっていただくよう

な体制もいいのかなと思いますので、そちらも検

討していただきたいと思います。 

  １つの案というか提案なんですが、地方分権の

推進に対応した行政体制の整備や適正な予算執行

の確保を目指し、平成９年の地方自治法の一部改

正により創設された制度である包括外部監査を導

入する、こういった考え、予算の確保を目指すの

に当たっての外部監査を導入するという考えがあ

るかどうかをお聞かせ願えますか。 

  また、市ではこの制度をどのように捉えている

のか、お伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 包括外部監査の導入をど

ういうふうに考えているのかというふうなご質問

でございますけれども、その制度を導入した場合

の効果としましては、やはり弁護士あるいは公認

会計士という方々を外部監査人に選任して、監査

機能の専門性、それから独立性を高めるというふ

うなところがありますので、監査機能の充実、そ

れから強化を図るというようなことでは、行政の

透明性とか、信頼性を高めることなどが期待でき

るだろうというふうには考えているところでござ

います。 

  そんなところで、本市においてどうなのかとい

うふうなところでございまして、現在におきまし

ては、もうこれはご承知のとおりでございますけ

れども、識見を有します監査委員さんがいらっし

ゃっているわけでございまして、税理士の資格も

お持ちになっているというふうなところでござい

ます。 

  年間を通じまして各種監査等の実施によりまし

て、本当に識見、経験、そういうふうな専門的な

見地から行財政運営全般につきまして、広く意見、

あるいは指摘がなされているというふうな現状で

ございます。 

  そんなようなことから、現行の体制においても

地方自治法が期待します内部牽制体制というもの

はある程度確保できているんだろうというふうに

考えておりますので、現在のところ包括外部監査

を導入するという必要性についてはないのかなと

いうふうには判断しているところでございます。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） この制度自体は、先ほど

言ったとおり、不正な公金支出ということで多分

登場したものと思うんですが、今後の適切な予算

執行に関しましては、内部的な牽制的な監査があ

るということで、そちらは、こちらも信じていく

しかありませんし、しっかりとした監査をしてい

ただくということは、全然いいことなんですが、

中核市や政令市がこちらを取り入れるということ

で、実際であれば市町村においては、条例を定め

てから初めて登用できるということで、今後予算

執行の難しさ、あるいは先ほども言ったとおり、

10年後、20年後先になったときの、そういった運

営の体制において、各テーマを求めて監査してく

れるというこの制度を、今後内部的な牽制的な監

査でも同じことはできると思うんですが、ぜひ検

討していただいて、何かあったからできたとは思

うんですけれども、これでき上がったということ
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は、何かならないためにある制度だと思いますの

で、ぜひ検討もしていただきたいと、研究からで

も構いませんので、していただきたいと思います。 

  それでは、中長期財政の見通しのほうに戻りま

すが、進捗管理自体は先ほど副市長のほうからご

答弁いただきました。そういった管理自体をして

いく工程を市広報やホームページで周知していく

考えがあるかどうかをお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） この中長期財政の見通し

でございますけれども、平成29年度の当初予算ベ

ースとしまして、一定条件のもとに財政のシミュ

レーションを行うというふうなものでございまし

て、計画とは若干中身が違うというふうなことに

なっております。 

  そんなことでございますので、現段階におきま

しては、その進捗管理について広報であるとか、

ホームページで周知していくということについて

は考えてはございませんが、先ほど副市長から答

弁がありましたように、企画、それから財政と連

携して、どういうふうにやっていったらいいのか

というふうな体制も検討していくという中におい

て、そういうふうなことになって、中長期の財政

の見通し、さらに一歩進んでそれを盛り込んだ財

政計画と言われるようなものが出来上がれば、や

はりそれについては進捗管理をしなくてはならな

いし、そうなれば、やはり公表もしていくべきだ

というふうには考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） ただいまご答弁いただき

ました。 

  先ほどの財政白書と同じなんですが、進捗管理

について計画においても、財政においても、市民

に対し見える化をぜひやっていただいて、その中

でいつも意見をいただいて、いろいろ進めていく

とは思うんですけれども、ともにこの市の現状と

将来を考えられるような状況を踏まえた公開、あ

るいはそういった計画をお知らせしていただきた

いと思います。 

  最後になりますけれども、今後の財政運営につ

いて、本市の考えを改めてお聞かせください。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） これからの本市の財政運

営というふうなことでございますけれども、先ほ

ど来、答弁を差し上げておりますように、これか

ら、もう既にと言ったほうがよろしいかと思いま

すが、人口減少が始まっているというようなこと

でございまして、先ほどお話ししました財政の中

長期見通しを待たずしても、そういうふうな現状

があるというふうなことでございます。 

  ということになりますと、やはりなってからで

は遅いんだろうというふうな黄色信号、あるいは

赤信号になってからでは遅いんだろうというふう

に考えられますので、できるだけ先手を打って財

政的な手だて、対応をしていかなければならない

んだろうというふうには思っています。 

  その中で非常に大切だなというふうに思ってお

りますのは、私たち職員の財政に対する意識です

ね。これを改めて考えていかなければならないと

思いますし、また、議員さん初め市民の皆様方に

も、そういったところについてご理解いただき、

ご協力いただきながらやっていかなければならな

いというふうになっています。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） ただいま最終のご答弁を

いただきました。私のほうでもまとめていきたい

と思います。 

  これから本市においても、大きな事業が先ほど
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もあったとおり、幾つかございますし、今後も持

続可能で市民満足の高い市政運営を継続して行っ

ていくためは、答弁がありましたとおり、定員管

理の適正化、行政サービスや経費の見直し、歳入

の確保や公債費の抑制などの歳入歳出両面におけ

る行財政改革への不断の取り組みと国における地

方財政措置の充実により改善傾向にあるものの、

高齢化の進展などを初めとする社会保障経費の増

加による財政運営の影響も懸念される状況になっ

てきます。 

  その中でも、先ほど申しましたが、新たな歳入

の確保事業は貴重な財源になり、財政の負担軽減

になることは間違いないと自分のほうで考えてお

ります。 

  定例会でも計画案として出されております公共

施設総合管理計画の中では、市が所有する施設等

の長寿命化による方法と、それでも老朽化等が著

しい状態になれば取り壊されなければならない状

況は必ず訪れると思います。 

  今後そういった公共物の解体などに使えるよう

な新たな地方債のメニューも国で議論されて、い

ずれ示されてくると思っております。 

  人口減少による生産年齢の減少での税収が落ち

込む中で、これらを含めた財政運営を世代間負担

の公平の観点を持ちながら行っていってくれるわ

けですから、できる限り市民の負担を最少に、事

業の成果を最大にすることに今後なっていくよう、

強い財政を目指していただきたいと思います。 

  また、市民の負担と事業の成果を説明すること

も忘れずに、財政健全化に努めていただきたいと

思います。 

  以上で１番の質問を終了いたします。 

  続きまして、２、キャリア教育について。 

  那須塩原市が進める「人づくり教育」は、子ど

もたちの人格の基盤づくりを目標とし、３つの柱

である「確かな学力・体力」の向上、「社会力」

の向上、「豊かな心（感性）」を上げ、小中一貫

を軸にした９年間を通しての取り組みを行ってい

ます。 

  その中で、社会の一員としての資質を向上させ

るために、基本的な生活習慣の確立を基盤に、豊

かな体験活動を通して集団における自己の役割を

自覚させるための実践にキャリア教育があります。

社会で通用する人になるための教育は次代を担う

子どもたちにとって重要なことであることから、

以下の点についてお伺いいたします。 

  ⑴本市で取り組みキャリア教育とはどういうも

のと認識しているのかお伺いいたします。 

  ⑵具体的な取り組みについてお伺いいたします。 

  ⑶成長段階における取り組みは、どのように行

っているのかお伺いいたします。 

  ⑷今後のキャリア教育のあり方についてお伺い

いたします。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員の質

問に対し、答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） それでは、２のキャリア

教育について、順次お答えをいたします。 

  初めに、⑴の本市で取り組みキャリア教育の認

識についてお答えをいたします。 

  本市の人づくり教育と国が進めているキャリア

教育とは、どちらも子どもたちが将来社会に出て

自立して、生活や仕事などをしていくときに必要

な力を育てることを目指しておりまして、その方

向性は一致しているというふうに私たちは認識を

いたしております。 

  次に、⑵の具体的な取り組みについて、それか

ら⑶の成長段階における取り組みについては、関

連がございますので、合わせてお答えをさせてい

ただきます。 
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  キャリア教育を通して育てる力としては、人間

関係をつくる力、それから自分を理解する力、課

題に対応する力、これから自分はどう進んでいく

かをプランニングする力などがございます。各学

校では、さまざまな教育活動を通してこれらの力

を身につけるように工夫をいたしております。 

  例ですけれども、ある小学校では、子どもの学

校生活の流れに注目をし、登校時から朝の会、授

業、給食、清掃、帰りの会、下校時と、それぞれ

の活動の中でどのような力がつけられるか、こう

いったものを洗い出し、計画的に指導していると

いう例がございます。 

  例えば、当番活動とか、清掃活動の場面で自分

の仕事に責任を感じ、最後までやり遂げる姿勢を

培ったり、自分のやりたいことや、よいと思うこ

とを考えて、進んで取り組む姿勢を育むようにし

ている、こんな事例がございます。 

  また、別の小学校の例ですが、教科とキャリア

教育との関連に注目し、各教科での学習が日常生

活や将来の生き方と関連していることに気づかせ

る機会を積極的に設けて、学ぶ意欲につなげてい

る、こういった事例もございます。 

  中学校におきましては、小学校で培われてきた

能力や態度を土台に進路指導と関連させながら、

中学校１年生から３年生まで、計画的に生徒一人

一人のキャリア発達を促す指導をしていくことが

必要でありまして、中でも２年生で実施をいたし

ますマイ・チャレンジは、生徒にとって貴重な体

験で、事前・事後の学習を含めて、日々の学習の

意義などを感じ取ることができる有効な活動にな

っていると、このように考えております。 

  このように、各学校におきましては、成長段階

に応じながら、教育活動全体の中でキャリア教育

の充実に努めているというような現状にあります。 

  最後に、⑷の今後のキャリア教育のあり方につ

いて、お答えをいたします。 

  ご案内のとおり、次期学習指導要領では、新し

い時代に必要となる資質・能力の育成のために、

「何ができるようになるか」、これをキーワード

としまして「基礎的・基本的な知識及び技能を確

実に習得させ、これらを活用して課題を解決する

ために必要な思考力、判断力、表現力等を育むと

ともに、主体的に学習に取り組む態度を養い、個

性を生かし多様な人々との協働を促す教育の充実

に努めること」としております。 

  これらの資質・能力を育んでいくためには、各

教科での学びや体験活動が、一人一人のキャリア

形成やよりよい社会づくりにどのようにつながっ

ているのかを見きわめながら、学ぶことの本質的

な意義を明確にしていくことが求められておりま

す。そのために、学校だけでなく、家庭や地域の

中で子どもたちに経験をさせるということが極め

て重要なこととなってまいります。 

  児童生徒の発達段階に応じて自己のキャリア形

成に生かせるよう、学校教育全体を通じてキャリ

ア教育を一層推進していく必要がある、このよう

に考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） ただいまご答弁いただき

ました。 

  キャリア教育は、ただいまご答弁あったとおり、

学校全ての教育活動を通して推進する、各小中、

高等学校も含めて、活動や相互の関連性や系統性

に留意しながら、発達段階に応じた創意工夫ある

教育活動を展開すべきという資料もございました。 

  本市においては、このキャリア教育を含めた中

で、小中一貫教育を行っておると思うんですが、

こちらもどちらかと言えば、生徒の中学校卒業す

るまでに目指す将来像を掲げて、子どもたちを指
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導している、教育していると思うんですが、これ

とキャリア教育の兼ね合いみたいなものは、どん

なふうに捉えているのか、お伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 先ほどお答えしましたと

おり、キャリア教育は、本市が進めます人づくり

教育と重なるというふうに私たち捉えております。 

  ご承知のとおり、キャリア教育というのは、単

なる職業教育ではなくて、将来的に子どもたちが

社会的、職業的に自立をする、そのための基礎的

な力を養っていくということであります。 

  もちろんその中で自己理解、他者理解、そして

自分なりの生き方ができるような、自分らしく生

きるというんですかね、そういった力を計画的に

各学校の段階に応じて身につけていくということ

でありますので、特に本市が進めております小中

一貫教育の中では、各中学校区におきまして、目

指す児童生徒像というものを掲げておりますので、

その指標として各中学校区におきましては、ほと

んどの学校で、いわゆる自立的な態度を身につけ

させていくような指標を掲げて取り組んでいると

いうような実態でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） ただいま各中学校区、そ

ういったところで生徒像を掲げて指標を出してい

るということで、私仕入れた資料だと、キャリア

教育に関しましては、４領域８能力でいいんでし

ょうかね、こういったものを掲げて出していると

いうことで、こういったものも使いながら、各学

校で自分たちの裁量で行っているのではないかと

考えられます。 

  そういった中で、他県の取り組みなんですが、

このキャリア教育を推進して、実践しているとこ

ろ、ＰＲしている学校では、こういった冊子をつ

くって、ホームページにキャリア教育の小学生の

部、中学生の部として、やっぱり掲載しているん

ですね。そういったことに関して、本市の考えは

どう思うかお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） どういう取り組みをして

いるかということについて、広く広報するという

んですかね、周知をするというのも大変大事なこ

とだと思っております。 

  ただ、先ほど申しましたおり、キャリア教育は

本市が進める人づくり教育と重なるということで

ありますので、学校では議員ご承知のとおり、

何々教育というのは大変数多くあります。 

  ですので、そういったものに表現を変えてしま

うと、並列的な、さまざまな教育活動というふう

に捉えられがちでありますので、十分計画の中に

はキャリア教育としては位置づけはありますけれ

ども、大くくりとして、本市としては人づくり教

育というくくりの中で扱っていくことが、学校に

とっても、地域にとっても、家庭にとってもよく

理解をしていただけるものではないのかなという

ふうに思っています。 

  今後、この取り組みについては広く地域や家庭

はもちろん、共通で理解をしていただくという点

で、学区ごとにやるというのは、大変意義あるこ

とだろうと、こう思っております。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） ただいまの説明で了解い

たしました。 

  現在、それではキャリア教育も現状も行ってい

ると思うんですけれども、現在の中での問題点等

などはあるかどうかお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 
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○教育長（大宮司敏夫） 多くの場合には、具体的

には活動場面といたしまして、総合的な学習の時

間というのも柱として行っております。 

  先ほど申しましたとおり、今後やっぱり教科横

断的にさまざまな学習活動の中にこれを絡めてい

くということが、今後求められてきますので、こ

ういったことも意識していかなければならないか

なというふうに思っております。 

  また、先ほど申し上げたとおり、この地が実際

に体験をする。これは学校の中ではおさまらなく

なってくるわけでありますので、今後地域の教育

力というんですかね、そういったものを生かしな

がら、例えば、次年度から進めてまいります地域

学校協働本部、その中での活動ということで、今

後大いに期待していただきたいと思っております。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） 今、地域学校協働本部の

話が出ました。答弁の中にも、学校だけではなく、

家庭や地域というご答弁がありましたけれども、

キャリア教育に含めまして、改めて地域との連携

についてお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） まさにキャリア教育その

ものは、やはり人の生き方、生きざまというんで

すかね、そういったものであろうと思いますので、

それは学校の閉じた中では、限られた人とのかか

わりの中での学習となってしまいますので、そう

いう点で地域に活動の場を広げて、地域のさまざ

まな大人の方と一緒の活動の中で、子どもたちと

いうのは学校で学んだものを、それを体験して、

さらに深い学びにつなげていくということができ

るんであろうというふうに思っておりますので、

そういう点では、地域学校協働本部の中で各地域

ごとにさまざまな特色のある活動をされている地

域がたくさんありますので、その中に子どもたち

が入っていくことによって、さらに子どもたちの

キャリア教育というものは、充実したものになっ

ていくんだろうなというふうに期待をいたしてお

ります。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） 今、答弁いただいたとお

り、小学校、中学校といろいろのジャンルがあり

ますので、そういった中で、先ほど答弁の中であ

りましたマイ・チャレンジですね。中学生が行う

マイ・チャレンジについては、まちなかの企業の

協力がある中での体験ということで、地域とのつ

ながりも補えるすばらしい授業になっていると思

っています。 

  この地域にある企業の魅力に気づくようにして

いくことが地域の課題となっていると思うんです

が、この地域で育ち、たとえ一度この地を離れた

としても、またこの地に戻って、あるいは最初か

らこの地域で働くための基礎になる大きな役割を

持っているのではないかと思っております。 

  キャリア教育の充実は、子どもたちのみならず、

地元の産業や企業にとっても大きな存在になって

おり、生まれ育った地域の愛郷心も育つと考えて

おりますが、地域、社会、企業の協力を求めるの

ではなく、参画していただくことが一番大切なこ

とだと思っております。 

  そんな中で、中学生が行っているマイ・チャレ

ンジなんですが、現状、企業にお願いをすると思

うんですが、参加企業の数とどういったジャンル

があるか何かわかればお示ししていただきたいと

思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 今、議員からご質問が出

ましたマイ・チャレンジですが、本当にこれは地
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元の企業にたくさん協力をいただいておりまして、

感謝申し上げたい思っております。 

  大体毎年ですが、実績としまして、民間企業、

それから行政関係、幼稚園とか学校とか、そうい

ったものを含むんですが、そういったものを含め

ますと約400ぐらいに延べでございます。 

  ジャンルは本当に多岐にわたりまして、本当に

製造業みたいなところから、それからサービス業、

本当にさまざまなところが理解をしてくれて、本

当にありがたく思います。 

  ちょっと名前を上げるには、100以上の事業所

がありますので、大くくりで今話をさせていただ

いたところであります。 

  また、ここで子どもたちが学ぶのは大変大きく

て、その中で自分なりに役立つという体験が私は

非常に大きいんだろうと思っています。ですので、

それを持ち帰って、マイ・チャレンジが終わった

後、レポートまとめて、それを後輩に発表して、

こういうことがあるんだよというようなことをど

の学校でもやっておりますので、こういった取り

組みというのはうまくつながっていくと思ってい

ます。 

  あわせて先ほど申し上げましたように、職業体

験だけがキャリア教育ではないわけでありますの

で、この中で自分の新しい部分を見つけたり、そ

れから自分の有用感というものを感じ取る、これ

は大きなことだろうと思っております。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） 400にわたる、まあ行政

も入れれば企業もあり、多種多岐にわたるジャン

ルがあるということで、そういった中に中学生が

働きに行くという一連の流れだと思います。 

  先ほど教育長のほうからありましたとおり、た

だ働きの体験に行っているわけではなくて、多分

行くまでの間までのコンセプトもあり、プランで

いいのか。実質体験を行った後のアフターのフォ

ローというか、感想も含めた、そういったものも

教育の一環として入ってくると思うので、この約

１週間の体験はとても大きなことなのではないか

と、私も思っております。 

  今後、キャリア教育における課題がもしあるの

であれば、お聞かせ願いたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 今後の課題でありますが、

最初にお答えしたものに補足する形となりますけ

れども、いかに子どもたちが大人になったときに

社会的に自立をする、そういう力をつけさせるか

という、これは義務教育だけでは当然終わりませ

んので、高校あるいは大学等、先に進学していっ

た中で、さらに厚みを増してくるものだろうとい

うふうに思っています。 

  ただその中で、この子どもたちを迎え入れる社

会というのは、ご案内のとおり、予測不能な社会

だろうというふうに想像されておりますので、そ

の中でいかに多様な考え方を子どもたちが持てる

か、それから多様な人と協働して課題解決に当た

る力を持てるか。 

  その中で当然のことながら、コミュニケーショ

ン力というものもありますので、そういったこと

を今後必要とされる力というものを、しっかりと

我々は捉えて、それを意図的、計画的に小中学校

の発達段階に応じて、さまざまな学習活動の中に

織り込んで、少しずつ育てていくというようなこ

とであろうと思います。 

  また、教える側、我々の側としましても、今後

の予測としては、今後20年後ぐらいの間には、今

までにないような仕事が出てきたり、あるいは今

までにあった仕事がなくなるという、そういった

予測もされておりますので、そういったことも含
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めたときに、今後雇用のあり方とか、仕事のあり

ようとか、そういったものが非常に目まぐるしく

変わってくる、そういう時代に入ってくると思う

んですね。 

  そういったことも含めたときに、今後我々が今

進めております新たな学びという点で、学び創造

プロジェクト、これによってしっかりと子どもた

ちに大事な力を育てていく。 

  そしてもう一つは、次年度から始めます地域学

校協働本部という中で、地域の力をかりながら、

子どもたちが生活をしているその場そのものを教

育の場と捉えて、学校の役割、それから地域の役

割、そして家庭の役割、それらが総合されて子ど

もたちに将来大人になったときに活躍できる、そ

ういった力をつけられるような仕組みというもの

をしっかりとつくっていくということが、大きな

課題であろうと思います。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） 最初に、キャリア教育の

取り組みの位置を聞いたときに、全ていろいろな

プロジェクトがあるので、まとめるとややこしく

なる、あるいは表示するとややこしくなるという

教育長の答弁をいただいたとおり、最終的には人

をつくるための教育が軸にあり、その中で大きな

お題として学び創造プロジェクト、あるいは地域

の連携を取った地域学校協働本部、こういったも

のを出していく中での一つのカテゴリーだと思え

ばいいのかなと解釈したんですけれども、最終的

に子どもたちが働いていく、働かなければならな

い、いずれ親から自立をして働いていくために、

そういった企業の体験をする、あるいは地域の人

と会話をする、そして突っかかったときには仲間

と一緒に課題を解決していく能力を、こういった

本市の取り組みで解決、要は能力をつけていくこ

とによって、今後社会に出て行ったときにもくじ

けず、そして自立心を持って、自己有用感を持っ

た子どもたちがしっかりと社会に活躍できるビジ

ョンを持っている教育長の言葉に、また期待をし

たいと思っております。 

  また、地域の企業もこのチャレンジに来てくれ

るか、くれないかでも、かなり元気になるか、な

らないかというところもありますので、企業にお

いては、申請をしても来てくれないという企業も

あります。でも、そういった企業がなければ、社

会は回らないというところも一つ言ってもいいの

かなと思います。 

  つきたい職業、やりたい職業が全てではなく、

働ける場所があることが一番いいんだよというと

ころもぜひ伝えていっていただければなと、子ど

もにそういうことを言ってはあれなのかもしれま

せんが、伸び伸びとこの地域で人づくりを教育し

ながら、それを受けた子どもたちが社会でまた活

躍してもらえるように、こういったキャリア教育

も含めて、今後の教育委員会の取り組みにまた期

待をしていきたいと思います。 

  私の質問は以上といたします。ありがとうござ

います。 

○議長（中村芳隆議員） 以上で、４番、齊藤誠之

議員の市政一般質問は終了いたしました。 

  ここで10分間休憩いたします。 

 

休憩 午後 ３時５７分 

 

再開 午後 ４時０７分 

 

○議長（中村芳隆議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 
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◇ 平 山 啓 子 議員 

○議長（中村芳隆議員） 次に、23番、平山啓子議

員。 

○２３番（平山啓子議員） 議席23番、公明クラブ、

平山啓子でございます。 

  この３月定例会をもちまして、議会活動、一般

質問をきょう終了させていただきます。きょうで

最後を迎えました。精いっぱい頑張ってまいりま

す。よろしくお願い申し上げます。 

  皆様からいただいた声を少しでも地域、行政に

反映しようとの思いで、今までこのところに立た

せていただきました。きょうはその中でも、やは

り皆様からの強い要望がありまして、それを今ま

で何回か質問していた内容なんですけれども、そ

れを優先的に交えまして、質問をさせていただき

たいと思います。 

  最初に１点目です。防災・減災についてです。 

  誰もが住みなれた地域で安心して生活を送るこ

とを願っております。顔見知りの方々がご近所に

いるだけでも安心するものです。若い世代の方は、

ご近所とのおつき合いも希薄となり、孤立する傾

向もあり、さまざまな事件、事故を招きかねませ

ん。 

  子どもの成長とともに積極的に地域の行事に参

加することは、地域のよさと新たな発見があるこ

とと思います。特に、近年の震災により、地域防

災に関心が寄せられております。地域とのかかわ

りが重要になってまいります。 

  そこで、⑴通電火災を防ぐための感震ブレーカ

ー設置についてお伺いいたします。 

  ⑵未来力育成の一環として、中学校部活動に防

災部の導入についてお伺いいたします。 

  ⑶小学校高学年の児童、中学校生徒のに救命講

習の実施についてお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） １の防災・減災について

お答えをいたします。 

  初めに、⑴の通電火災を防ぐための感震ブレー

カー設置についてでございますが、以前、平山啓

子議員のほうからこの件につきましてはご質問い

ただきまして、それ以来、この感震ブレーカーの

普及啓発に向けました取り組みを行っているとこ

ろでございます。 

  主な例を申し上げますと、市ホームページや暮

らしのガイドに掲載をするとともに、市総合防災

訓練や消費生活と環境展等のイベントのときにチ

ラシを配布し、普及啓発を行っているところでご

ざいます。 

○議長（中村芳隆議員） 教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 次に、⑵の中学校部活動

への防災部の導入について、私のほうからお答え

をいたします。 

  子どもたちが防災に対する意識を高めることは、

将来にわたって大切なことであるという認識を持

っております。 

  市内の小中学校では、総合的な学習の時間や特

別活動の授業におきまして、防災に関する内容を

扱い、児童生徒の防災意識を高める取り組みを現

在行っているところであります。 

  このようなことから、これまでもお答えしまし

たように、市教育委員会といたしましては、現在

のところ、中学校の部活動に防災部を設置すると

いう考えはございませんけれども、学校からの主

体的な設置要望があれば認めていきたいと、この

ように考えております。 

  最後に、⑶の小学校高学年児童、中学校生徒へ

の救命講習の実施についてお答えを申し上げます。 

  現在、児童生徒を対象とした救命講習は実施し
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ておりませんが、小学校高学年児童につきまして

は体育の授業で、また中学校生徒につきましては

保健体育の授業で、救急救命やけがの応急手当等

についての学習を行っているところでございます。 

  児童生徒を対象としたＡＥＤ操作や心肺蘇生法

の実習を取り入れた救命講習の実施につきまして

は、現在進めております教職員対象の普通救命講

習の成果を生かしながら、今後検討してまいりた

いと、このように考えております。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） 随時順を追って再質問

させていただきます。 

  感震ブレーカーにつきましても、今まで何回と

なく質問をさせていただきました。またかと言わ

れるかもしれませんが、これが一番簡易の感震ブ

レーカーです。 

  政府の地震調査研究所推進本部によりますと、

九州や中国、関東などの16の活断層を将来マグニ

チュード７強以上の地震を起こす可能性がある主

要活断層帯に追加いたしました。全国の主要活断

層帯は113となると言われております。 

  関東の追加は、大久保断層と言われる群馬県、

栃木県と、身延断層と言われる山梨県と静岡県に

とどまりましたが、地震本部事務局は関東は平野

が多く、地表にあらわれていない未知の活断層も

多い可能性があると話しております。 

  活断層は全国に約2,000あると見られており、

地震本部は今後も他の地域で調査を実施、主要活

断層帯に追加する必要があるかどうか判断し、見

直した場合は公表すると言われております。 

  先月の２月28日も東日本大震災の余震がありま

した。この感震ブレーカーは電気による出火防止

を防ぐためには、避難時にブレーカーを遮断する

ことが効果的ですが、大地震発生時にとっさにそ

のような行動がとれるとは限りません。この感震

ブレーカーは、設定値異常の震度の地震発生時に

自動的に電気の供給を遮断するものであり、各家

庭に設置することが出火を防止し、他の住宅等へ

の延焼を防ぐことで、被害を大きく軽減すること

ができます。特に木造の住宅密集地においてはぜ

ひ必要と思われます。 

  周囲には分電盤タイプ、コンセントタイプ、ま

たこのような簡易タイプのものがあります。金額

も3,000円から、工事が必要な５万円から８万円

との幅広いものであります。 

  この簡易のタイプなんですけれども、これは家

庭の分電盤のスイッチに接続するものです。揺れ

を感知した際に、重り球というのがついていまし

て、それが落下し、またはばねの作用などによる

スイッチを落とし、住宅内全ての電気を遮断し、

比較的安く、工事が不要とされております。 

  本市におきましては、先ほどのご答弁にもあり

ましたように、総合防火訓練やイベント時にチラ

シ等を配布などして、普及啓発を行っているとこ

ろですが、最近ではテレビでも感震ブレーカーの

設置を呼びかけています。 

  これは一つの先進事例なんですけれども、これ

は人口24万都市の例です。ここは本当に木造密集

地の高齢者の多い世帯と聞いております。大規模

災害の発生に備えて、高齢者世帯など市民の安全

確保に役立つため、一つの策を検証するモデル事

業に取り組んだと言われております。 

  この通電火災を防ぐ感震ブレーカー、また自動

消火設置、また家具転倒の金具の取りつけなど、

モデル事業として取り組んだそうです。 

  ところが、隣の自治会の方は、モデル事業にも

かかわらず、これはすばらしいことだと、その自

治会長さんが動きました。災害からは逃げること

はできないが、災害に遭っても被害を小さくする

ことはできると、住民の意識がそこで高まったそ
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うです。 

  この自治会長さん、自分の率いる1,000世帯の

方に、この感震ブレーカーや被害を少しでも少な

くするということで、今住民の意識づけでこうい

うのが設置されていると聞いております。 

  これは火災報知機のように義務化はまだされて

はいませんが、本市独自で、特に木造住宅地への

取り組みとして、自主防災組織、自治会等を動か

し、また防災士もたくさんこのたび誕生しました。

未設置の推進を呼びかけるなどできないものでし

ょうか、お伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 確かに感震ブレーカー、

東北大震災のときにはたしか半分以上が電気関係

で火災が起こったというふうなところを聞いてご

ざいます。 

  でありますので、その効果というのはたくさん

あるんだろうなというふうな認識はございます。 

  その取り組みといたしましても、全国的にはた

だいま平山啓子議員のほうからありましたように、

自治会のほうで取り組み事例がたくさんあるとい

うふうなことも認識をしてございます。 

  私どもとしましても、さきの答弁では漏れてし

まいましたけれども、５月におきまして自主防災

組織の立ち上げの自治会長さん、あるいは自主防

災組織の会長さんを対象にしました説明会をやっ

ているところでございますけれども、その中でや

はり同じようなチラシのほうを配布させていただ

いて、案内をさせていただいているというような

状況がございます。 

  また、これもただいま議員のほうからお話があ

りましたように、防災士も各地域に誕生しつつあ

るという状況になっておりまして、その研修会も

28年度から実施をしているというふうなことでご

ざいますので、そういうふうな機会をとらえまし

て、やはりこういうふうな感震ブレーカーという

ものをＰＲしていきたいというふうに思いますし、

あとはこれも先ほど議員のほうからお話がありま

したけれども、火災報知機は消防法の改正によっ

て義務化されているわけですね。 

  そんなところで、常備消防のほうではそういう

ふうな推奨といいますか、もうやっているという

ふうなことを聞いておりますので、これは今後消

防のほうと協議をしなければなりませんけれども、

そんなときにあわせてこういった感震ブレーカー

などもＰＲしていただくというふうな取り組みも

今後可能性があるのではないかというふうには考

えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） 毎年５月に自主防の説

明会を行っていると聞いております。昨年もきっ

と行ったのではないかと思うんですけれども、昨

年の自主防の説明会などには、この感震ブレーカ

ーの件で自主防の自治会の皆さんの関心はなかっ

たんでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） その説明会においてチラ

シを配ったときの反応はというふうなご質問かと

思いますけれども、そのときにおきましては、時

間の関係もありまして、配布をさせていただいた

だけだというふうなことでございますので、その

反応までは確認をしてございません。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） 確かにこの機器も

3,000円から７万、８万、また工事が必要なもの

もありますし、金額的にもかなり幅があります。

この機器のメリット、デメリットは確かにあるで
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しょう。市民一人一人の命を守る、地域を守るた

めにも、今後補助制度の導入など、費用負担のあ

り方や、自助・共助による一層役立つ防災につい

ての対策をご検討していただきたいと思います。 

  次、⑵の防災部の設置についてお伺いいたしま

す。 

  11月５日は世界津波の日と定められております。

この日はもともと東日本大震災を踏まえて、公明

党がリードした津波対策推進法により、日本の津

波防災の日と定められている日です。逸話「稲む

らの火」にちなみ、日本各地で津波の避難訓練が

行われてきた経緯があります。 

  津波は、世界各地で甚大な犠牲を出しています。

特に日本は津波の常襲地域です。私たちも東日本

大震災を目の当たりにし、いまだに12万人の方々

が避難生活を余儀なくされております。１日も早

い復興を願うところです。 

  私たちの地域は、津波の心配はないと安閑とし

ていられるでしょうか。100年に１回周期の災害

は、３世代、４世代と語り継ぐ必要があり、経験

していないことを語り継ぎ、同じ意識を共有する

ことは限界があります。語り継ぐだけでなく行動

としてやり続ける、地震が来たら率先して逃げる

など、その中で危機に向き合う能力を培う育みの

環境をつくることが大事と言われております。 

  防災訓練もふだんの生活の中に溶け込ませるこ

とが非常に重要であり、防災教育は10年、20年と

やり続けて、次の世代へと備えの行動で伝えてい

く文化をつくる取り組みは必要であり、それだけ

に子どもを対象とした防災教育が大事である。防

災が日常生活の中に刷り込まれるぐらい自分の身

を守る行動を取り続ける。その行動する背中を次

の世代が目にして引き継ぐ、この積み重ねが必要

と、群馬大学の片田教授は防災教育の重要性を訴

えております。 

  以前にもご紹介いたしましたが、東京都荒川区

では中学生が防災意識を高め、地域の防災ジュニ

アリーダーとして活躍するため、平成27年度から

区内全ての中学校に防災部を創設いたしました。 

  災害が発生したときに大事なことは、まず自分

の身を守り、自分の力で生き延びること、そのた

めには過去の災害でどのような被害があったかを

知る、それを忘れないことが大切であり、困って

いる人に手を差し伸べる思いやりの心と勇気を持

つこと。 

  災害のときには、こうしたみずからの命はみず

から守るという自助の精神と、自分たちのまちは

自分たちで守るという共助の精神が重要になり、

このような考えを身につけて、地域防災の担い手

になることを目指し、創設以来さまざまな活動を

展開していると言われております。 

  地域防災訓練への参加、釜石中学校との交流、

応急救護訓練、ＡＥＤの使い方や心肺蘇生法など

を学び、音楽部、運動部などの部活と併用して、

防災部として活動しております。現在、荒川区内

中学生300人の防災部員が活躍しているそうです。 

  将来、地域に貢献する人材として成長すること

を目的として、また後輩が先輩の姿を通して後に

続けと頑張っていると聞いております。 

  本市におきましても、生命の大切さ、生命の重

みを学ぶためにも、部活動の中に防災部の設置を

願うものです。 

  ただいま教育長のご答弁の中にも、学校からの

主体的な設置、要望があれば認めていきたいとの

温かいご答弁をいただきました。本市内の中学校

からも声を上げていただきたいと思います。これ

は要望です。 

  では次に、⑶の再質問をいたします。 

  教職員の方を対象とした普通救命講習は非常に

必要であります。講習の受講状況はいかがでしょ
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うか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 先生方につきましては、

５年間に計画的に受講していただくということで

始めましたが、ことしは全ての予定が終わりまし

て187人の先生方に受講していただきまして、資

格を取得したところであります。 

  これは引き続き実施をいたしまして、どんな場

合でも先生方がこういったものにすぐ携われる、

そういった力をつけていくようにしてまいりたい

と思っております。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） 先生も全部今講習を受

けて、研修を受けているというご答弁ありました。

また、小学生、中学生の中には、おじいちゃん、

おばあちゃんと暮らしている方もいるんじゃない

かと思います。その家族を守るためにも、高学年

の児童、生徒への救命講習は必要であると思いま

すけれども、今後実施するお考えはありますでし

ょうか、お伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 先ほどお答えさせていた

だきましたが、その必要性につきましては、議員

おっしゃるとおり、非常に大切なことだろうと思

っております。 

  児童生徒につきましては、本市の場合約１万名

の児童生徒がおりますので、こういった、もちろ

ん１年生にというのは多分難しいことかもしれま

せんけれども、そういった子たちについて今後ど

ういうふうな形で、どんな内容を身につけてもら

うかということは十分研究していかなければなら

ないと思いますが、いずれにしましても、非常に

大切なことだろうという認識は我々持っておりま

すので、今ある事業内容に加えて、どういったこ

とができるかということにつきましては、検討さ

せていただきたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） それでは、２項目めに

移ります。地域力の向上について。 

  ⑴介護支援ボランティアポイント事業導入から

１年を経過いたしたことから、進捗状況と今後の

取り組みをお伺いいたします。 

  ⑵市民一人１スポーツのような市民一人１ボラ

ンティアの取り組みについてもお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員の質

問に対し、答弁を求めます。 

  副市長。 

○副市長（片桐計幸） ２の地域力の向上について

お答えいたします。 

  初めに、⑴の介護支援ボランティアポイント事

業の進捗状況と今後の取り組みについてですが、

進捗状況につきましては、３月３日の大野議員の

市政一般質問において、実績として答弁したとお

りであります。 

  本事業は、介護予防の推進を目的に、高齢者の

ボランティア活動を通した社会参加を奨励するも

のでありますが、事業への登録者数がまだまだ十

分ではありません。 

  そこで、今後は対象とするボランティア活動の

拡大やポイントの有効期限の延長など、事業内容

を検討し、登録者数をふやしてまいりたいと考え

ております。 

  次に、⑵の市民一人１スポーツのような市民一

人１ボランティアの取り組みについてお答えいた

します。 

  ボランティア活動は、災害発生時における救援

活動を初め、子育て支援、高齢者支援などに欠か

せないものであり、また地域福祉を高めていくた
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めには、市民一人一人がボランティア活動にかか

わりを持つことは、有効な手段の一つであると考

えております。 

  また、第３期地域福祉計画・地域福祉活動計画

におきましても、支援や人材の育成の取り組みを

充実させることとしております。一人でも多くの

市民がボランティア活動へ関心を持ち、積極的に

参加できるような環境を整えられるように努めて

まいりたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） それでは、再質問させ

ていただきます。 

  けさほどの大野議員のほうに同じようなご回答

いただきました。そこの中では、事業協力者数が

88人であり、施設数が77カ所というご答弁があり

ました。 

  これは実際今、携わっている方からのご要望な

んですけれども、今、要支援、要介護の認定を受

けていない65歳以上の方が介護予防の推進を目的

に、ボランティア活動を通して社会参加を奨励す

るものであり、年齢が限られていますけれども、

中ではこういうところで働きたいと、そういうふ

うな女性もいるんですけれども、年齢制限を外す

ことはできないんでしょうかというふうなご質問

がありましたので、お伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） 現在行っておりま

す介護支援ボランティア、この活動に年齢要件と

いうものを外せないかというようなご質問かと思

います。この事業自体が、繰り返しになりますけ

れども、高齢者、65歳以上の方がボランティアを

することによって社会貢献ということ、そういう

ものを行うことによって、非常にやりがい、生き

がいが出るというようなことと、あわせましてご

自身の介護予防にもつながるというような趣旨が

あることから、現在65歳以上が対象者としてやっ

ているところであります。 

  ですから、この事業に関しては、年齢要件を外

して事業にこれから取り組んでいくというような

ことは現時点ではまだ考えておりません。まだス

タートして１年目というということもありますし、

そういったこともありますので、今後いろんな方

がボランティアに参加したいということであれば、

また別な考え方というところで考えというものは

つくっていかなければならないのではないかなと

いうふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） 確かにスタートして１

年ですから、ちょっとまだ先行きが手さぐりの状

態かと思います。そういう中で、この方はグルー

プでふだんボランティア活動をしている方なんで

すけれども、グループでの登録はできないものか

ということを聞かれましたので、お伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） この事業自体が一

人一人の介護予防のための事業でありますという

ことで、個人単位でボランティアの登録、そして

ボランティアの付与等を実施するというようなこ

とで事業を実施しているところであります。 

  したがいまして、グループで活動している場合

も実際にはいらっしゃいます。そういう方たちも、

やはり個人単位での登録となっております。実際

には、個人個人でやっているとはいえ、登録は個

人単位で行って、活動は結構グループ単位で行っ

ているという方もいるというような実態があると

いうことを聞いております。 
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  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） ポイントがいただける

わけなんですけれども、これは満タンで50ポイン

トなんですけれども、１月から12月までのトータ

ルで個人差があって、30ポイントの方もいれば端

数の方もいる。その35とか36といった場合に、端

数は切り捨てられちゃうんですけれども、それを

次回に持ち越せないかという声も出ているんです

けれども、これお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） 確かに１年間の活

動でどうしてもどこかでやはりそういうポイント

の端数が出てしまうという現象は起こってしまう

ということは避けられないことだと思います。 

  実際に、議員のご指摘のあった点につきまして

は、ことし１月から実際に去年１年間の活動をし

た方たちのボランティアポイントの付与と交換申

請、商品券に交換するんですけれども、それで受

け付けを行った際に、やはり議員ご指摘のような

ことが、ボランティアをやっている方からもお話

を伺いました。 

  また、現時点でははっきりと決定はしていない

んですけれども、ポイントの有効期限の延長につ

いては、事業に登録しているボランティアの活動

意欲の向上につながるものだというふうに考えら

れるため、現在、有効期限をさらに１年延長する

というようなことを検討する方向で動いておりま

す。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） ありがとうございます。

それはやはりボランティアに携わっている方の大

きな励みになると思います。 

  ⑵の市民一人１スポーツのような市民一人１ボ

ランティアの取り組みについてなんですけれども、

これもやはりお世話する側から、いずれはお世話

される側になるという一つの意識で、あらゆる分

野でのボランティアが考えられると思うんですね。 

  そこで、やはりスポーツの分野、また教育、学

校、学童保育とか、そういったところでのボラン

ティアの取り組みも今後必要と思うんですけれど

も、この点についてこれは年齢を越えたこういう

ボランティア制度の一つの施策ができないかと思

って質問させていただきました。お伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） 今のご質問は、今

やっている高齢者のボランティアポイントとは分

けて、全ての方が地域福祉の向上のためのボラン

ティアを幅広くできるような、そういったところ

での制度をつくることができないかというような

お話かと思います。 

  それについて、制度をつくるということについ

ては、まだ現時点では全く考えているところはあ

りませんので、それとは別に、ちょっと市民一人

１スポーツのような１ボランティアというような

考え方、これについて、こちらの考えていること

をちょっと申し述べたいというふうに思います。 

  実際に、私どものほうでは地域福祉というもの

を進めていくためには、実際にいろんな方のもち

ろん役割というのがありますけれども、当然ボラ

ンティアの皆様の役割というものは欠かすものは

できないというふうに考えております。やはり地

域福祉の向上というところでは。 

  実際に地域福祉の活動計画、地域福祉計画、そ

して地域福祉活動計画の中でも、このあたりはし

っかりと行政の役割とか、市民の皆様の役割、そ

して社会福祉協議会の役割といったところにも位
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置づけをしております。 

  そういった位置づけをした中で、いろんな事業

をこれから展開をしていくということで、その実

際の一つの例が高齢者の介護ボランティアという

のもをその一つでありまして、議員おっしゃるよ

うな、また新たな誰もがボランティアを行ってい

く上で、そういったところにも何か新しい制度と

いうか、そういうことが考えられないかというこ

とについては、今後検討してまいりたいというふ

うに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） ありがとうございます。 

  やはりどんな小さなあれでも、自分もその社会

参加でお役に立っているんだという意識が一つの

励みになると思います。今後いろいろな施策が出

るでしょうけれども、使い勝手のいいすばらしい

取り組みを期待しておるものです。 

  次、３に移ります。市民のかけがえのない生命

を守るために。 

  ⑴ＡＥＤの屋外設置についての現在の状況をお

伺いいたします。 

  ⑵ＡＥＤのコンビニ設置についてもお伺いいた

します。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員の質

問に対し、答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） それでは、３の市

民のかけがえのない生命を守るためについてお答

えをいたします。 

  初めに、⑴のＡＥＤ（自動体外式除細動器）の

屋外設置についての現在の状況についてお答えを

いたします。 

  昨年の６月議会定例会の市政一般質問において、

休日の屋外行事に対応するため、市内小中学校の

校舎内に設置されているＡＥＤを屋外型収納ボッ

クスに移設することについて平山議員からご質問

をいただき、屋外に設置した場合の機器の維持管

理や盗難対策等の課題を整理した上で、屋外への

設置が可能か検討してまいりたいというふうに回

答を申し上げておりました。 

  現在、庁内においてＡＥＤの適正配置に関する

ガイドラインに沿って、市有施設での設置のあり

方を屋外に設置するということも含めまして、現

在研究を進めているところであります。 

  次に、⑵のＡＥＤのコンビニ設置についてお答

えをいたします。 

  これについても昨年同様に、この６月議会のと

きにご質問を受けてお答えしていたかというふう

に思っております。 

  これにつきましては、救急救命の観点からは、

ＡＥＤを24時間利用可能な設置箇所がふえるとい

うことはとても望ましいことであると考えますが、

その設置につきましても、昨年６月議会定例会の

市政一般質問においてお答えをしたとおり、コン

ビニ等の施設の管理者の考えに委ねられるという

ふうに考えております。 

  以上、答弁といたします。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） 今やＡＥＤは公共施設

はもちろんのこと、駅、大型スーパー等に設置さ

れている状況です。今までにもこのＡＥＤに関し

て、何回か質問をさせていただきました。 

  この屋外に設置するということで研究している

ということなんですけれども、それから去年の６

月からなんですけれども、研究の状況などはどの

ような検討をされているのか、もしわかりました

らお願いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） まず屋外設置ということ
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で、特に教育委員会としましては、学校について

検討させていただきました。まず、屋外に設置す

る際に、ＡＥＤの機能として温度の設定管理とい

うのがまず出てくるというような一つの課題がま

ずわかったということ。 

  それと、やはり盗難防止というのが非常に心配

されます。そういった際に、どういう機能のある

屋外収納ボックスを設置したらいいか。例えば、

防犯ブザーが鳴るとか、そういったような機能を

もった設備もありましたので、そういったものも

検討させていただきました。 

  また、事業費等につきましても、既存のものを

うまく移設した場合にどのぐらいかかるかとか、

配電設備等も必要になってくる場所もあるか、そ

ういったものも含めて学校関係ではそういった内

容を主に整理をさせていただいております。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） そうですね。確かにお

金も、箱に入れて、それなりの維持管理、盗難防

止対策などで今までよりはお金はちょっと、金額

もかかるなんですけれども、やはり市民の命を守

るという立場から、使い勝手のいい方法でさらに

研究を進めていっていただきたいと思います。 

  また、コンビニ設置もこれも何回も今までも質

問させていただきました。やはり24時間可能な場

所というと、どうしてもコンビニというのが頭に

あります。やはり民家の少ない場所ですと、救急

車が来るまでにはもちろん時間がかかると思われ

ます。まして隣近所に公共施設もあるとは思われ

ません。そういうところでは、やはり救える命も

救えないのではないかと思います。 

  そのようなときに、コンビニ設置、コンビニは

結構近くにあると思われますね。そういうときに

設置してあれば住民も安心であると思われます。 

  施設管理者に委ねるといういつもご答弁なんで

すけれども、これは管理者と提携して、例えばコ

ンビニが那須塩原市に何社あるかちょっと数えて

はいませんけれども、その中からチョイスして、

そこと提携して設置をしていくという方向ができ

ないでしょうか。今は本当に使い勝手もよく、リ

ースというものあります。お伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） 市がコンビニ等と

提携をして設置ができないかというようなことで、

そのことまでについては、まだちょっと検討とい

うところにも至ってなかったということで、今後

そういうことについては、研究というか、そうい

うことからまず始めたいというふうに思っており

ます。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） 今のコンビニ設置も地

域からの強い要望がありましたので、ご検討いた

だければありがたいと思います。 

  次に入ります。４番目。熱中症対策についてお

伺いします。 

  ⑴昨年、本市において熱中症により救急車で搬

送されたケースをお伺いします。 

  ⑵熱中症にかかりやすいひとり暮らしの高齢者、

また高齢者のみの世帯への市の対応についてお伺

いいたします。 

  ⑶学校における熱中症対策についてお伺いいた

します。 

  ⑷小中学校へのミストシャワーの配備状況につ

いてお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員の質

問に対し、答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） それでは、私のほ

うからは⑴と⑵について答弁を申し上げます。 
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  初めに、⑴の昨年１月から12月までの本市にお

いて熱中症により救急車で搬送された件数につい

てお答えを申し上げます。 

  那須地区消防本部管内における平成28年１月か

ら12月までの救急搬送人員のうち、那須塩原市内

の件数は4,227人であり、このうち熱中症による

ものは33人でした。 

  次に、⑵の熱中症にかかりやすいひとり暮らし

の高齢者、高齢者のみの世帯への市の対応につい

てお答えを申し上げます。 

  本市では、介護予防の出前講座に熱中症予防に

関する内容を盛り込み、参加する高齢者に対して

講話を行っているほか、地域包括支援センターの

職員がひとり暮らしの高齢者を訪問する際に、水

分補給等の注意喚起を行っております。 

  今後は、元気アップデイサービスや生きがいサ

ロン、公民館での高齢者学級など、あらゆる機会

を捉えて高齢者への注意喚起に努めてまいりたい

というふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 教育部長。 

○教育部長（伴内照和） それでは、次の⑶学校に

おける熱中症対策についてと、⑷の小中学校への

ミストシャワーの配備状況につきましては、関連

がありますのであわせてお答えをいたします。 

  まず、学校の熱中症対策としまして、ハード面

では市内の小中学校の全教室に扇風機を設置する

とともに、ミストシャワーにつきましては全校の

昇降口やグラウンド周辺等に設置をしております。 

  また、ソフト面につきましては、体育の授業や

部活動、スポーツ少年団活動等を行う際には、天

候や気温、湿度等に留意をしながら、適切に水分

を摂取する、炎天下での長時間の活動は避ける、

小まめに休憩を取る、帽子をかぶるなど、指導の

徹底を図っております。 

  さらに事故の発生を想定し、応急手当の方法や

救急体制の確認を行うこともあわせて指導してお

ります。 

  今後は、市内全小中学校へエアコンの設置につ

きましても計画的に進めまして、熱中症対策に充

実を図っていきたいというふうに考えております。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎会議時間の延長 

○議長（中村芳隆議員） ここでお諮りいたします。 

  議会会議規則第９条では、会議の開催時間は午

後５時までと定められております。 

  本日程の都合上、本日の議事が全て終了するま

で会議時間を延長したいと思いますが、異議ござ

いませんか。 

〔「異議なし」と言う人あり〕 

○議長（中村芳隆議員） 異議なしと認めます。 

  よって、本日は議事が全て終了するまで会議時

間を延長いたします。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） それでは、⑴番から⑷

番まで、関連していますので一括して質問をさせ

ていただきます。 

  近年、深刻化する地球温暖化やヒートアイラン

ド現象により、夏の平均気温は上昇傾向で、熱中

症にかかる危険性はますます高まってきておりま

す。症状によっては命の危険にさらされる、非常

に怖い病気でもあり、患者も増加の一途をたどっ

ております。 

  全国における熱中症による救急搬送人員は６万

人を超えると言われております。ただいまのご答
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弁で、本市において熱中症により搬送された方は、

その中でも33人とご答弁がありました。この33人

の内訳をお聞かせください。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） 先ほど答弁申し上

げた熱中症による33人の内訳ということですが、

年齢的な内訳というようなところでデータを把握

しておりますので、年齢的なところで申し上げた

いと思います。 

  33人のうち、65歳以上の高齢者が14人で約42％、

成人と言われて満18歳から65歳までが10人で約

30％、少年というところでは、７歳から18歳未満

までですね。こちらが６人で18％、そして乳幼児、

生後28日以上７歳未満ということで、こちらが３

人で約９％、新生児、生後28日未満というところ

はゼロという、そういう統計が届いております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） 救急搬送された方は33

人、今ご答弁ありましたけれども、中にはやはり

高齢者のひとり暮らしなどで、救急車にはお世話

にならなくても、中でかなりいろいろ民生委員さ

んとかが行って発見されたとか、そういうことで

ご近所の方に世話になって何とか助かったとか、

そういう方もいらっしゃると思います。 

  高齢者で最も注意が必要なことは、屋内で熱中

症患者が出ているということです。温度がそれほ

ど高くなくても、湿度が高いときは水分をとって

いないと屋内でも熱中症にかかる危険性が高くな

るため、命の危険性の及ぶことを高齢者の方々に

も丁寧にご説明していただきたいと思います。 

  高齢者の方は、一人でいると暑くでもエアコン

はつけない、水も飲まない、そういうようなタイ

プの方も、うちの実家の母も一時そうでした。そ

れで本当に心配でしたけれども、やはり暑くない

んだからと、そのような健康性もあります。 

  また、ことしの夏も確かに、今は寒いですけれ

ども、猛暑が予想されておると思います。気温の

高い時期に備えて、市民一人一人に対して熱中症

予防の普及啓発、注意喚起を行うことが重要だと

思われます。 

  次に、熱中症予防に活用されている暑さ指数に

ついて伺います。 

  暑さ指数とか、労働や運動時の熱中症予防のた

めに用いられている指標です。日本のように、高

温多湿の環境では気温だけでは評価できません。

熱中症の予防には、暑さ指数も活用していくべき

と考えます。 

  東京オリンピックの暑さ対策としても、競技場

やその周辺など、暑さ指数を観測することを明ら

かにしております。 

  熱中症予防にこの暑さ指数を市のホームページ

に掲載してはいかがでしょうか。お伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） 市のホームページ

などで暑さ指数というものを掲載して、注意喚起

を行っていくというような方法につきましては、

今後十分に検討すべき事項だということで、検討

してまいりたいというふうに思っております。 

  ただ、高齢者向けという観点からは、やはりそ

のほかのいろいろな方法というものがあると思い

ますので、こういったことも含めて暑さ対策、特

に高齢者の熱中症対策というようなことについて、

研究を進めてまいりたいというふうに思います。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） それでは、学校におけ

る熱中症対策についてお伺いいたします。 

  熱中症の事故の記事が読売新聞に掲載されたこ
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とはご存じかと思います。 

  部活動中に熱中症により脳梗塞を発症したのは、

学校側が熱中症対策を怠ったためだとして、東大

阪市の中学校バドミントン部に所属していた女性

が市に約5,600万円の損害賠償を求める訴訟の判

決が大阪地裁でありました。 

  裁判官は、体育館に温度計がなく、校長が注意

義務を怠ったことは明らかと述べ、市に約411万

円の支払いを命じました。 

  当時の温度は36℃、日本体育協会の熱中症予防

指針では、運動は原則禁止に近かったと言われて

おります。このような事故から、学校においての

体育や部活動中の熱中症が特に懸念されるところ

であります。熱中症事故防止の取り組みが求めら

れているところです。 

  本市におきましては、市内全小中学校へのエア

コンの設置も計画的に進めるなど、先生方も真剣

に熱中症対策に取り組んでおられることと思いま

す。 

  しかし、体育館の温度計、湿度計の配備状況を

お聞きいたしました。当然体育館にはついている

ものと思いましたが、温度計、湿度計は小学校で

14校、中学校は10校中10校、配備されていません

でした。 

  体育館では、体育や部活動、また学校開放で市

民も使用します。暑さが厳しい夏は熱中症予防と

して体育館の環境を把握するには温度計、湿度計

は不可欠であると考えます。これは値段からもす

ぐに購入できるのではないでしょうか。小学校、

中学校の体育館に温度計、湿度計の配備を急ぐべ

きと思いますが、お伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 体育館への温度計、湿度

計の配備ということで、今、議員おっしゃられま

したように、市内の小中学校30校のうち、実質設

置してあるのは６校という状況でございます。 

  最初の答弁でもお答えしましたように、指導す

る側については、常に温度、湿度、十分注意する

ようにということで指導の徹底を図っているとこ

ろでございますが、現実に設置状況がまだ６校と

いうような状況でございますので、今後設置に向

けて全小中学校に協議をしながら検討していきた

いと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） また、こういう熱中症

計というのがあります。皆様ご存じでしょうか。

こういうのがあります。これは壁掛け式で手で持

つこともできます。 

  それと、これは高齢者などにもいいんじゃない

かなと思って、一番小さいんですけれども、これ

は熱中症になるとぴこぴこ音が鳴ったり、光で危

険度をあらわしてくれます。これは値段もあれな

んですけれども、これは正直言いまして980円で

す。 

  これは2,200円でした。これは体育館の中に、

例えば壁掛けなどにすると、現在の温度、湿度、

熱中症の指数が出てくる仕組みになっています。 

  熱中症を引き起こす原因は、気温のみならず湿

度や風通しなども大きくかかわってきます。気温、

湿度とともに、熱中症の警戒度をあらわす暑さ指

数を計測し、表示する簡単便利なこの機械です。

暑さ指数は熱中症対策に有効な測定器であると思

います。 

  もちろん便利な測定器に頼るのではなく、何よ

りも先生方の児童生徒への健康状態の配慮、そし

て熱中症への危険意識を高めていくことが重要と

考えます。 

  この熱中症計を小学校、中学校への設置も進め

るべきと思いますが、市のお考えをお伺いいたし
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ます。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 熱中症計ということで、

簡易な設備であると思います。先ほどもお答えし

ましたように、温度計、湿度計も含めまして、そ

ういった熱中症計ということで、子どもたちの安

全・安心、やはりそちらが一番大切というふうに

は考えておりますので、あわせて検討させていた

だきたいというふうに思っています。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） 暑くなる前に、よろし

くご検討をいただきたいと思います。 

  今後のミストシャワーの件なんですけれども、

各スポーツ施設などへの今後の配備などのお考え

はあるでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 各スポーツ施設というこ

とで、特に市で管理しております各体育施設等が

対象かなとは思うんですが、現在の段階で、改め

てミストシャワーをそちらに設置するというよう

な計画は持っておりません。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） とにかく熱中症予防に

私たちも全力で取り組んでまいりたいと思います。 

  これで私の議会活動中の一般質問は終わらせて

いただきます。 

  17年間、皆様に本当にお世話になりました。こ

うやって議会活動ができるのも、執行部の皆様の

温かいご配慮のおかげと感謝しております。 

  また、これからの皆様のますますのご健康と、

また市長の１日も早い健康回復と、職員皆様のご

活躍を願っております。 

  議員の皆様にも大変お世話になりました。あり

がとうございました。 

○議長（中村芳隆議員） 以上で、23番、平山啓子

議員の市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎散会の宣告 

○議長（中村芳隆議員） 以上で本日の議事日程は

全て終了いたしました。 

  本日はこれをもって散会いたします。 

  ご苦労さまでした。 

 

散会 午後 ５時０３分 
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